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◆巻 頭 言◆ 

 

地域課題への対応と地方環境研究所間の連携について 

 

徳島県立保健製薬環境センター所長  相 原 文 枝 

 

 

元日に能登半島地震が発生し，令和6年は大きな試練

の年明けとなりました。亡くなられた方々のご冥福をお

祈りするとともに，ご遺族及び被災された皆様に心から

お見舞い申し上げます。 

令和5年度，令和6年度の2年間，全国環境研協議会中

国・四国支部の支部長を務めさせていただくことになり

ました，徳島県立保健製薬環境センターの相原です。本

協議会の活動が充実するよう努めてまいりますので，ど

うぞよろしくお願いいたします。 

当センターは，昭和27年に設立された徳島県衛生研究

所から昭和49年に独立し,「公害センター」として発足

後，「保健環境センター」，「保健製薬環境センター」

へと組織統合され，環境，薬事，保健衛生の調査研究，

試験検査等を行う県内唯一の公的試験検査機関としての

役割を担っています。 

地域の環境行政を科学的・技術的に支える調査研究機

関として，県内の大気汚染物質に関する調査研究や水・

土壌等の環境管理に関する調査研究など，県民の皆様の

健康を守り，豊かな環境の確保に関する課題に取り組ん

でいます。 

大気環境担当では，国立環境研究所，各地方環境研究

所とのⅡ型共同研究「光化学オキシダント等の変更要因

解析を通した地域汚染対策提言の試み」や大気中のアン

モニア濃度・窒素沈着量など，水質環境担当では，Ⅱ型

共同研究「海域における気候変動と貧酸素水塊（DO）/

有機物（COD）/栄養塩に係る物質循環との関係に関する

研究」や沿岸海域及び河川における栄養塩類の長期変動

と現状に関する調査研究などを実施しています。 

本県は，四国の東部に位置し，霊峰「剣山」，四国三

郎と称される「吉野川」，「渦潮」で有名な鳴門海峡な

ど，多様な自然に溢れる豊かな生態系，内海性の「播磨

灘」，中間的な特性の「紀伊水道」，外洋性の「太平

洋」という3つの豊かな海域を有しています。 

令和3年6月の瀬戸内海環境保全特別措置法改正によ

り，瀬戸内海関係府県の知事が，一部の海域へ栄養塩類

の供給を可能とする「栄養塩類管理制度」が創設されま

した。 

瀬戸内海では，気候変動による水温上昇や栄養塩類の

減少などの環境変化による生物多様性・生産性への影響

が大きな課題となっており，湾・灘ごとの状況に応じた

環境施策が求められています。 

環境部局では，沿岸部に大きな下水処理場のない本県

の実情に合った栄養塩類の供給策について実証実験を計

画し，農林水産部局における藻類養殖漁場での施肥や品

種改良などの取り組み，瀬戸内海関係府県との広域的な

連携に努めているところです。   

また，今年度改定予定の「第4次徳島県環境基本計

画」では，美しい環境を守り継承しながらサステナブル

な新しい暮らしの実現を目指し，「暮らしを『かえる』

徳島県版GXの展開」，「全てが『めぐる』持続可能な循

環型社会の構築」，「地域で『まもる』生物多様性の継

承」という3つの重点戦略について，県民が主役となっ

て進めることとしています。  

こうした環境施策の推進に向け、地方環境研究所は，

従来の地域に根ざした環境課題への貢献に加え，気候変

動，化学物質対応（PFASなど），資源循環，生物多様性

の継承，危機事象対応など，多岐にわたる広域的な対応

が求められています。 

職員の異動サイクルが短く，人員，予算も厳しい中

で，いかに高度な分析技術を維持し，分析精度を向上

し，求められる調査研究を進めていくかは，多くの地方

環境研究所に共通する課題であると思います。 

環境調査研修所における集合研修や環境測定分析統一

精度管理調査等を通じ，職員の資質向上を図るととも

に，全国環境研協議会の会員機関の皆様と協力し合いな

がら，様々な課題に尽力してまいりたいと思います。 

また，国立環境研究所と地方環境研究所，地方環境研

究所間等における研究者同士の交流が，環境研究の「面

白さ」や「難しさ」，「奥深さ」を知る機会となり，視

野・人脈を広げ，モチベーションの向上につながること

を願っております。 

常に時代のニーズや地域の実情を的確に捉え，多様化

する環境問題の解決に向け，これまで以上に会員機関相

互の連携を深め，取り組んでまいりたいと思いますの

で，今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 
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＜特 集＞第50回環境保全・公害防止研究発表会 

 

第50回環境保全・公害防止研究発表会の概要 
 

 

 

鳥取県衛生環境研究所 

 

 

 

 

令和5年11月16日（木），17日（金）の2日間，環境

省，全国環境研協議会及び鳥取県の共催による第50回

環境保全・公害防止研究発表会が鳥取市のとりぎん文

化会館（鳥取県民文化会館）で開催されました。 

1日目は開会式，特別講演及び研究発表が行われ，2

日目は引き続き研究発表，そして閉会式が行われまし

た。 

研究発表では，全国環境研協議会の会員から計33題

の演題応募があり，水環境（11題），生物（2題），化

学物質（2題），廃棄物（4題），大気（7題），気候変

動（3題），放射線（2題），その他（2題）の研究発表

が行われました。2日間で会員及び行政機関等から延べ

151名の参加があり，盛況のうちに終了しました。 

 

1．開会あいさつ 

鳥取県衛生環境研究所の池山でございます。本日は

第50回環境保全・公害防止研究発表会の開催にあた

り，鳥取県に全国各地よりお集まりいただき，開催県

事務局といたしまして，心より感謝申し上げます。 

この研究発表会は，全国の環境関係の調査研究機関

の皆様に日頃の研究成果や事例を発表いただく場とし

て，また，研究者相互の連携を図る場として，毎年開

催させていただいております。 

また，今回の特別講演では，国立環境研究所環境リ 

スク・健康領域曝露影響計測研究室の中島大介室長様

（A会場風景） 

（鳥取県衛生環境研究所長 池山 恒平） 

から災害時等における環境調査方法に関するテーマで

ご講演いただきます。そして研究発表では，気候変動

や水環境，大気といった7つのセッションで合計33題の

発表が予定されております。 

このような現地での対面での開催は，実に4年ぶりと

なります。開催県といたしまして，皆様のご協力を得

て，できる限りの準備をして参りました。ご参加の皆

様により実りある発表会となりますよう努めて参りた

いと思います。 

それではこの2日間，熱心なご討論と一層の交流，そ

して研究発表の円滑な進行にもご協力をお願いいたし

まして，ただいまより第50回環境保全・公害防止研究

発表会を開催いたします。どうぞよろしくお願いいた

します。 

（B会場風景） 
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第50回環境保全・公害防止研究発表会プログラム概要 

1日目（11月16日（木）） 

 とりぎん文化会館（鳥取県民文化会館） A会場（小ホール） 

開会 

（13:30～13:45） 

○ 開会あいさつ       鳥取県衛生環境研究所  池山 恒平 

○ 主催者あいさつ  

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 室長補佐   多賀 洋輔 

全国環境研協議会長  村田 健 

鳥取県生活環境部長  若松 紀樹      

特別講演 

（13:50～15:00） 

○ 演題：平時調査とつなぐ災害時環境調査の現状と展望 

講師：中島 大介 

（国立研究開発法人国立環境研究所 環境リスク・健康領域 曝露影響計測研究室長） 

座長：村田 健 

（全国環境研協議会会長，福井県衛生環境研究センター所長） 

研究発表 

（15:10～16:10） 

○ 気候変動（15:10～15:55） 

○ その他（15:55～16:10） 

2日目（11月17日（金）） 

 A会場（小ホール） B会場（第１会議室） 

研究発表 

（9:20～10:35） 

○ 水環境Ⅰ（9:20～10:20） 

○ 生物Ⅰ（10:20～10:35） 

○ 大気Ⅰ（9:20～10:05） 

○ 放射線（10:05～10:35） 

研究発表 

（10:45～12:00） 

○ 水環境Ⅱ（10:45～11:45） 

○ 化学物質Ⅰ（11:45～12:00） 

○ 大気Ⅱ（10:45～11:45） 

○ 化学物質Ⅱ（11:45～12:00） 

研究発表 

（13:10～14:25） 

○ 水環境Ⅲ（13:10～13:55） 

○ 生物Ⅱ（13:55～14:10） 

○ 廃棄物（13:10～14:10） 

○ その他（14:10～14:25） 

閉会 

（14:35～14:50） 

 

○ 閉会あいさつ      

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 室長補佐  多賀 洋輔 

○ 次期開催機関あいさつ 

奈良県景観・環境総合センター所長  小森 俊二 

○ 開催県閉会あいさつ    

鳥取県衛生環境研究所長  池山 恒平 

2．主催者あいさつ 

○ 環境省あいさつ 

ただいまご紹介に預かりました，環境省大臣官房総

合政策課環境研究技術室の多賀と申します。室長の奥

村に代わってご挨拶をさせていただきます。よろしく

お願いいたします。 

まず，久しぶりの現地開催となりました本日の会

議，本会に全国からご参加いただきまして誠にありが

とうございます。また，開催県事務局である鳥取県の

皆様におかれましては，開催にあたりご尽力いただき

まして感謝を申し上げます。 （環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室室長補佐 

多賀 洋輔） 
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さて，各研究所の皆様におかれましては，各地域が

直面する環境問題の解明や対策に極めて重要な役割を

果たしていただいていると認識しており，皆様の日々

のご尽力に関して深く敬意を表します。 

今年も国内外で激しい異常気象や災害がございまし

て，被災された自治体の皆様には，この場を借りてお

見舞いを申し上げます。 

地球規模の気候変動に伴う異常気象の影響は，今後

さらに大きくなっていくことが懸念されると思われま

す。気候変動への適応対策は，年々切迫している状況

でございます。地域が気候変動によって，どのような

影響を受けるかというのは，地域ごとに異なってくる

かと思います。そして，それぞれの地域における対策

を検討することが必須ということになりまして，その

知見の集積にあたりましては，地環研が果たす役割と

いうのは大きなものということで考えております。  

2018年に気候変動適応法が施行されましたが，その

中においては，都道府県及び市町村は，その地域の気

候変動適応に関する情報拠点である気候変動適応セン

ターとしての機能を担うような体制を確保するように

努めることとされております。 

2023年11月現在ですけども，都道府県で42，政令市

で3，市区町村で16，合計61の地方公共団体にセンター

を設置していただいているところです，誠にありがと

うございます。こういった適応問題を始めとして，地

域の環境問題を解決するために，地環研に担っていた

だく役割は非常に大きいものでございまして，環境省

としても様々な方法でバックアップさせていただきた

いと思っております。 

本日と明日の発表会が，地環研の相互の議論，交流

の場となりまして，地環研の取り組みの充実に繋がる

ことを祈念いたしまして，ご挨拶とさせていただきま

す。どうぞ，よろしくお願いいたします。 

 

○全国環境研協議会あいさつ 

皆様こんにちは，ただいまご紹介いただきました，

福井県衛生環境研究センターの村田でございます。今

年度，全国環境研協議会会長を務めております。第50

回環境保全・公害防止研究発表会の開会にあたり，全

国環境研協議会を代表いたしまして，一言ご挨拶申し

上げます。 

本日は，環境省環境研究技術室多賀室長補佐様，鳥

取県若松生活環境部長様には，ご多忙のところご臨席

賜りまして誠にありがとうございます。また，国立環

境研究所中島室長様には，特別講演をご快諾いただき

まして本当にありがとうございます。 

そして，全国地方環境研究所の皆様多数ご参加いた 

（会長 福井県衛生環境研究センター所長 村田 健） 

だきまして本当にありがとうございます。 

まずは，この第50回環境保全・公害防止研究発表会

がこうして対面で開催できることを心からうれしく思

っております。鳥取県での開催にあたりまして，お世

話をいただいております池山所長を始め，鳥取県衛生

環境研究所の皆様，そして，鳥取県生活環境部の皆様

には，事前準備から運営まで大変ご尽力いただいてい

るところであり，深く感謝の意を述べさせていただき

ます。 

集合形式での開催は令和元年に三重県で開催されま

した第46回大会から4年ぶりになります。感染予防対策

のため，ウェブでの開催が続いておりましたが，新型

コロナウイルス感染症が5類に移行し，皆様のご理解と

ご協力により，ようやく集合での開催が可能となりま

した。 

本研究発表会は，環境保全や公害防止の分野におけ

る最新の研究成果を発表し，議論を交わすことのでき

る貴重な機会です。過去49回にわたり，数多くの優れ

た研究や取り組みが発表され，環境保全の進展に貢献

して参りました。この節目の50回目の開催を迎えるに

あたり，私たちはこれまでの成果を振り返り，さらな

る飛躍と発展に向け，努力を続ける決意を新たにする

ときと考えております。地球温暖化，自然破壊など，

環境問題が深刻化しておりますが，私たちは諦めるこ

となく，持続可能な未来を実現するため行動しなけれ

ばなりません。 

この研究発表会を通じて，皆様の研究成果や取り組

みが社会に波及し，持続可能な社会を築くために一石

を投じることを期待してやみません。 

最後に，皆様にとって有意義な研究発表会となるこ

とを祈念して挨拶といたします。２日間，どうぞ，よ

ろしくお願いいたします。 
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○鳥取県あいさつ 

（鳥取県生活環境部長 若松 紀樹） 

鳥取県生活環境部長の若松でございます。第50回環

境保全・公害防止研究発表会の開催にあたり，開催県

を代表しましてご挨拶を申し上げます。 

本日は，環境省総合政策課環境研究技術室の多賀補

佐を始め，国環研の中島室長様お忙しい中，特別講演

をお引き受けいただきありがとうございます。 

鳥取県は豊かな自然に恵まれており，この貴重な財

産である自然環境を次世代に繋いでいくため，様々な

取り組みを行ってきております。幾つかご紹介させて

いただきたいと思います。鳥取県といえば鳥取砂丘の

イメージが一番強いかと思います。実際，本県が行い

ました全国に対するイメージ調査では，鳥取県と言わ

れて連想されるものとして「砂丘」とお答えになった

方が約8割も占める状況でございます。その砂丘です

が，砂丘地内にも実は草はたくさん生えてきます。放

っておくと，どんどん伸びていきます。私も写真でし

か見たことはないですが，かつて草原のような状態に

なっていた時期もございます。また，時には砂の上に

大きな落書き，こうしたものを書かれることなどがあ

り，観光客の方に満足いただけるような状況を提供で

きていない，そういった場面もあったように伺ってお

ります。 

こうしたことから，平成20年に「日本一の鳥取砂丘

を守り育てる条例」を県で制定しました。鳥取砂丘の

保全と再生に向けた取り組み，さらに利用者が守るべ

きルールなどを条例で規定したところでございます。

現在では，砂丘地内での落書きなど，違反行為に対し

ては罰則が適用されることとなっております。 

また，県内には大手飲料水メーカーの揚水施設も存

在するなど，豊富な地下水が存在していることが分か

っています。一方，近年全国的にですが，地下水の利

用が増加し，枯渇に対する不安が高まる中，平成24年

に「とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的

な利用に関する条例」を制定しまして，地下水の大切

さを認識し，計画的に周囲に影響を与えない範囲での

採取を行うようにする等，地下水保全の対策に取り組

んでいるところでございます。 

また，本県は人口最小県で工業もそれほど発展して

おりません。だからこそ，夜が暗く，県内どこでも天

の川が見らます。そうした環境を守っていくために，

平成29年に鳥取県星空保全条例を制定しました。 

サーチライトなど，強い光を夜空に向けて発するこ

とを原則として禁止にするほか，特に星空環境が優れ

ている地域を星空保全地域として指定し，屋外照明が

夜空に影響を与えないような一定の基準を設けるな

ど，光害への取り組みを行うとともに，地域振興のた

めの観光利用も推進しているところでございます。 

市町村，企業団体，そして県民の皆さん，様々な方

と共同して発展していただく，そうした持続可能な社

会の創造を目指して取り組んでいるところでございま

す。 

ここで折角の機会ですので，この場をお借りしまし

て当県のＰＲを少しさせていただきたいと思います。 

先ほども申し上げました，当県を代表する観光地の

鳥取砂丘を含む山陰海岸エリアは，2010年からユネス

コの世界ジオパークに認定されており，多彩で貴重な

地形，地質の遺産が数多く存在します。また砂丘の近

くには，砂を素材に作られた彫刻，砂像を楽しむこと

ができる砂の美術館もあります。県中部には日本一危

険な国宝とされる三徳山投入堂，また，名探偵コナン

の作者の青山剛昌記念館，県西部には，海の見えるゲ

レンデを有する大山。また，177体の妖怪オブジェが並

ぶ境港水木しげるロードなどの観光地が存在するほ

か，皆生温泉や三朝温泉など，県内10ヶ所の温泉地が

ございます。また，観光地の他には肉質日本一に輝い

た鳥取和牛や，今月6日に解禁となりました松葉がにな

ど豊富な食材もございます。こうしたものを目当てに

再び鳥取県を訪れていただければ幸いに思います。  

本日はこの後，中島様にお願いしております特別講

演に続きまして，気候変動，明日には水環境，大気環

境，廃棄物等，様々な分野の研究成果についての発表

が行われるよう伺っております。この発表会で皆様方

の研究がより深まり，研究成果が各団体の施策に生か

され，環境問題解決の一助となることを期待します。 

最後になりますが，今回の発表会が実り多いものに

なりますとともに，全国環境研協議会のますますのご

発展を心から祈念いたしまして，挨拶とさせていただ

きます。2日間，どうぞよろしくお願いします。 

 

3．特別講演 

国立研究開発法人国立環境研究所環境リスク・健康

領域曝露影響計測研究室長の中島大介先生により，
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「平時調査とつなぐ災害時環境調査の現状と展望」と

題して，特別講演が行われました。概要は後段に特集

として掲載します。 

 

4．研究発表 

研究発表は，33の演題について行われました。その

概要は以下のとおりです。 

(1) 1日目（とりぎん文化会館Ａ会場） 

○気候変動，その他（15:10～16:10） 

座長：織田 雅浩（島根県保健環境科学研究所） 

1A-1 積雪寒冷地における冬季の気候変動適応に関す

る研究 

鈴木 啓明（北海道立総合研究機構エネルギ

ー・環境・地質研究所）ほか 

1A-2 生物季節でみる気候変動による福島県内の動植

物の変化について（サクラ編） 

蛭田 真史（福島県環境創造センター）ほか 

1A-3 長崎県における熱中症発生の地域特性の解析 

横田 哲朗（長崎県環境保健研究センター） 

ほか 

1A-4 川崎市の環境分野におけるナッジの活用につい

て －普及啓発に係るナッジの活用事例と職員

への意識啓発の取組－ 

安斎 英介（川崎市環境総合研究所）ほか  

 

(2) 2日目（とりぎん文化会館Ａ会場） 

○水環境Ⅰ，生物Ⅰ（9:20～10:35） 

座長：田中 宏和（福井県衛生環境研究センター） 

2A1-1 ICP-MSを用いた自然由来および人為由来試料

中の鉛同位体比の把握 

城間 一哲（沖縄県衛生環境研究所）ほか 

2A1-2 富山県内河川及び海域におけるMPsの実態調査

結果について 

大場 拓郎（富山県環境科学センター）ほか 

2A1-3 大和川水系における河川マイクロプラスチッ

ク汚染の実態調査 

平山 可奈子（奈良県景観・環境総合センタ

ー）ほか 

2A1-4 水質事故時を想定した県内河川の平常時水質

調査 

眞﨑 浩成（宮崎県衛生環境研究所）ほか 

2A1-5 総合的水質影響評価手法の普及に向けた多様

な水環境に対応した生物応答の活用 

田中 仁志（埼玉県環境科学国際センター）

ほか 

 

 

○水環境Ⅱ，化学物質Ⅰ（10:45～12:00） 

座長：森 明寛（鳥取県衛生環境研究所） 

2A2-1 導水停止時における手賀沼の水質変動につい

て 

星野 武司（千葉県環境研究センター）ほか 

2A2-2 降雨時における屋根排水中の硝酸イオンの測

定 

横山 新紀（千葉県環境研究センター） 

2A2-3 河北潟における透明度変動要因の解析 

金曽 将弘（石川県保健環境センター）ほか 

2A2-4 琵琶湖における底層DOの状況把握ならびに底

層水質との関係について 

石﨑 陽平（滋賀県琵琶湖環境科学研究セン

ター）ほか 

2A2-5 石川県内における生活関連化学物質(PPCPs)の

実態調査 

下田 啓介（石川県保健環境センター） ほか 

 

○水環境Ⅲ，生物Ⅱ（13:10～14:10） 

座長：田中 仁志（埼玉県環境科学国際センター） 

2A3-1 鳥取県の汽水湖における塩分環境に注目した

植物プランクトンの変遷 ～湖山池・東郷池

の事例から～ 

森 明寛（鳥取県衛生環境研究所）ほか 

2A3-2 池田湖における植物プランクトン調査 

伊口 航平（鹿児島県環境保健センター） 

2A3-3 野尻湖沿岸域における水草の復元に関する研

究 

新津 雅美（長野県環境保全研究所）ほか 

2A3-4 太夫堀における水質・植物プランクトン調査

結果 ～魚斃死の対策に向けた基礎資料とし

て～ 

大畑 史江（名古屋市環境科学調査センタ

ー）ほか ※誌上発表に変更 

 

（とりぎん文化会館Ｂ会場） 

○大気Ⅰ，放射線（9:20～10:35） 

座長：中込 和徳（長野県環境保全研究所） 

2B1-1 光化学オキシダント高濃度時におけるPM2.5 

二次有機マーカー成分の日内変動 

熊谷 貴美代（群馬県衛生環境研究所）ほか 

2B1-2 再帰型ニューラルネットワークを用いた光化

学オキシダント当日濃度予測システムの開発 

小田 祐一（静岡県環境衛生科学研究所）ほ

か 
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2B1-3 大阪府内における光化学オキシダント生成へ

の寄与に着目したVOC濃度について 

平松 まみ（（地独）大阪府立環境農林水産

総合研究所）ほか 

2B1-4 簡易的な手法によるバックグラウンド空間線

量率の評価 

前川 暁洋（福島県環境創造センター）ほか 

2B1-5 千葉県内における移動観測による空間放射線

量率調査 

上治 純子（千葉県環境研究センター）ほか 

 

○大気Ⅱ，化学物質Ⅱ（10:45～12:00） 

座長：熊谷 貴美代（群馬県衛生環境研究所） 

2B2-1 福岡県における火山に起因する大気汚染物質

濃度の上昇について 

山本 重一（福岡県保健環境研究所）ほか 

2B2-2 鳥取県等におけるPM2.5への周辺発生源の寄与

解析 

山下 健（鳥取県衛生環境研究所）ほか 

2B2-3 2021年3月末の黄砂事例におけるPM2.5濃度上

昇と視程悪化 

中込 和徳（長野県環境保全研究所） ほか 

2B2-4 東京都における大気中フロン類の濃度変動特

性 

齊藤 伸治（（公財）東京都環境公社東京都

環境科学研究所）ほか 

2B2-5 GC-HRMSを用いた大気中におけるベンゾトリア

ゾール系紫外線吸収剤(BUVSs)の物質別，季節

毎の濃度実態について 

坂本 和暢（（公財）ひょうご環境創造協会

兵庫県環境研究センター） 

 

○廃棄物，その他（13:10～14:25） 

座長：成岡 朋弘（鳥取県衛生環境研究所） 

2B3-1 埼玉県内の一般廃棄物最終処分場担当者の連

携による課題解決に向けた取り組み 

磯部 友護（埼玉県環境科学国際センター） 

ほか 

2B3-2 管理型最終処分場からのフッ化物イオンの溶

出挙動に関する考察 

田中 宏和（福井県衛生環境研究センター） 

2B3-3 N，N’-ジエチルパラフェニレンジアミン

（DPD）を発色剤としたアスベスト迅速検出技

術の開発 

濱脇 亮次（広島県立総合技術研究所保健環

境センター） 

 

2B3-4 山口県における海岸漂着危険物の実態調査に

ついて 

下尾 和歌子（山口県環境保健センター）ほ

か 

2B3-5 干渉SARによる地盤沈下監視 

八武崎 寿史（千葉県環境研究センター） 

 

5．閉会 

環境省及び鳥取県から閉会の挨拶が，奈良県から次

期開催機関としての挨拶がありました。 

 

○環境省閉会あいさつ 

環境省環境研究技術室の多賀でございます。皆様，2

日間にわたりご出席いただきまして，誠にありがとう

ございます。演者，座長の皆様，そして今年度の事務

局である鳥取県の皆様，ご尽力をいただき感謝を申し

上げます。また，次年度主催の奈良県におかれまして

は，どうぞよろしくお願いいたします。 

この2日間で様々な研究発表を拝聴させていただきま

した。水，大気関係や廃棄物関係，気候変動関係，生

物関係など，多岐にわたる取り組みが各地域において

実施されているところを確認させていただきまして，

皆様の日々の努力に改めて敬意を表します。環境省と

しましても，これらの取り組みについては，積極的に

今後もサポートしていければと考えております。具体

的にどのようなサポートがあるのか例を挙げさせてい

ただきますが，まず一つ目は，環境調査研修所による

研修です。ここ数年のところ，コロナによりほぼオン

ライン研修になっていたところですが，今年度から現

場の研修も復活しております。ハイブリッド開催であ

ったりはしますが，現実研修というのも段々と復活し

てきておりますので，こちらも積極的にご活用いただ

ければと思います。 

二つ目としては，国環研を通じたサポートというの

がございまして，国環研では地環研との共同研究を実

施しております。また，気候変動適応センターですけ

ども，こちらの気候変動適応に関する取り組みについ

ては，国環研が中心となって，各センターに技術的な

助言を行うという役割を担っているところでございま

すので，国環研をぜひ活用していただければというと

ころでございます。 

そして三つ目，最後ですが，競争的研究費，いわゆ

る環境研究総合推進費でございますが，こちらは例年

実施しておりまして，今年度の令和6年度に研究開始す

る課題の分ですけども，9月，10月に公募を実施したと

ころでございます。現在は応募を締め切りまして，審

査を行っているところでございますが，いくつかの研
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究所の皆様からも応募いただいたという話を伺ってお

ります。来年度以降も同様に推進費の公募を実施して

いく予定ですので，ぜひ御活用いただければと思いま

す。 

こうした支援ですが，引き続き環境省としても積極

的にして参りますので，皆様の取り組みがさらに発展

するように強く期待するとともに，引き続き，地環研

の皆様と環境省が緊密に連携していくことをお願い申

し上げまして，挨拶とさせていただきます。皆様，ど

うもありがとうございました。 

 

○次期開催機関あいさつ 

（奈良県景観・環境総合センター所長 小森 俊二） 

次期開催県となります，奈良県景観・環境総合セン

ターの小森でございます。皆様，2日間の研究発表会，

大変お疲れ様でした。また，鳥取県衛生環境研究所の

池山所長様を始め，鳥取県の職員の皆様，関係者の皆

様におかれましては，この研究発表会の準備，運営に

ご尽力いただき，心より御礼申し上げます。 

さて，来年の第51回環境保全・公害防止研究発表会

は，奈良県で開催させていただくことになりました。

開催日と開催場所につきましては，令和6年11月14日，

木曜日から翌15日金曜日にかけまして，奈良県橿原市

にある奈良県社会福祉総合センターにて，今年度と同

様に現地開催を予定しております。有意義な研究発表

会となるよう，職員一同で心から歓迎させていただき

たいと思っております。 

奈良県は豊かな自然に恵まれ，修学旅行で来られた

方も多いかもしれませんが，大仏で有名な東大寺，世

界遺産にも登録されている法隆寺など，日本の歴史や

文化を象徴するような観光地が数多くございます。ま

た，会場の近くには，日本書紀にも記されている初代

天皇とされている神武天皇を祀っている橿原神宮や飛

鳥時代の史跡や古墳を多く残す明日香村などもござい

ますので，紅葉が美しいこの時期にぜひ，古都奈良の

雰囲気を味わいに訪れていただければと思います。 

最後になりますが，そのような古都奈良において開

催させていただく，第51回環境保全・公害防止研究発

表会に多くの皆様がご参加していただきますようお願

いを申し上げて，次期開催県の挨拶とさせていただき

ます。ありがとございました。 

 

○開催県閉会あいさつ 

鳥取県生環境研究所の池山でございます。皆様，2日

間にわたり大変お疲れ様でございました。皆様のご協

力により，この研究発表会も無事に終了を迎えること

ができました。 

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室の多賀室

長補佐様，全国環境研協議会の村田会長様，そして，

特別講演でご講演いただきました中島室長様，また発

表者の皆様，座長の皆様，さらに最後まで熱心なご討

議をいただきました参加者の皆様に対しまして，心か

ら御礼申し上げます。この研究発表会で得られた成果

をお持ち帰りいただき，今後の調査研究のますますの

発展につなげていただければ幸いに存じます。 

余談ではございますが，鳥取県は全国のブランド牛

のルーツと言われております鳥取和牛や，全国的にも

珍しい牛の骨のスープを使った牛骨ラーメン。そし

て，山陰の冬の味覚の王様と言われております松葉が

にがございます。その他，ユネスコ世界ジオパークの

見どころの一つであります鳥取砂丘や，国宝三徳山投

入堂，さらにゲゲゲの鬼太郎，名探偵コナンといった

漫画コンテンツなど観光スポットもたくさんございま

す。ぜひ，お帰りの前にお立ち寄りいただき，お楽し

みいただければと考えております。 

先ほど奈良県景観・環境総合センターの小森所長様

よりご挨拶がありましたとおり，来年の開催は奈良県

となっております。また多くの方にお集まりいただ

き，この研究発表会がますます発展していくことを心

より祈念しております。 

それでは，以上を持ちまして，第50回環境保全・公

害防止研究発表会を閉会いたします。2日間ありがとう

ございました。気をつけてお帰りください。 
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1．はじめに 

私は，国環研に入っていろいろなことをやってきまし

たが，東日本大震災が2011年にあって，それ以降災害に

関係する仕事をやってきました。今日は，全力で走って

きたこの十数年を少し振り返って，災害時の環境調査の

現状と展望という話をしたいと思います。これまで、災

害時に使える網羅分析法の開発をしてきましが、最近に

なって「災害の時に特別な手法を使う」とか「災害の時

はこうするのだ」というだけでは駄目だと思いはじめま

した。 

例えば，火事の時に消火器をどうやって使うか？消火

器を使った事がない人も多いはずですよね。そうする

と，定期的にトレーニングをしなければいけません。で

もトレーニングというのは大体身が入らないですよね。 

災害が起きた時に，「災害用の分析法ってなんだっ

け？」と言ってマニュアルを開いているようでは役に立

たないのです。日頃から使っているローテクのものしか

緊急時には使えない。 

だから，これまでⅡ型共同研究で地環研の方達と一生

懸命作ってきた災害時の環境調査の方法や体制をローテ

クに落し込みたいと最近思うようになり，「平時調査と

つなぐ」ということをキーワードにしています。後半に

そういう話をさせていただきたいと思います。 

この図は我が国における地震災害の歴史（明治以降）

で，死者と行方不明者数の数が圧倒的に多いのは関東大

震災で10万5000人。その次が東日本大震災で約2万2000

人です。グラフに書いてみると100人以上の死者・行方

不明者が出るような地震は頻繁にあるのですね。 

大きな地震や大災害を大体人は一生に1回ぐらい経験

するのだなと最近思うようになりました。人によっては

2回ある人もいる。決して他人事ではなくて，災害に対

する備えというのは忘れがちだけど，必ず役に立つと思

います。 

 

環境省が，令和4年3月に，「地方公共団体環境部局に

おける化学物質に係る災害事故対応マニュアル策定の手

引き」という，自治体が災害時に化学物質対策をとるた

めのマニュアルを作るための手引きを，13年ぶりに改定

しました。 

東日本大震災が終わった後に我々が地方環境研究所や

地方自治体にアンケートを取って，「このマニュアル

（マニュアル策定の手引き）を知っていますか？」と訊

くと中核市や特例市では半分ぐらい知らなかった。ま

た，これ（環境省の手引き）に従ってマニュアルを作っ

ているところ（自治体）も2～3割ぐらいだったのです

が。それ（マニュアル策定の手引き）がやっと改定にな

りました。この改定の中身も少し今日はお話をしたいと

思います。 

今日の内容は以下の4点です。 

➢ 近年の事故・災害における化学物質漏洩事例 

➢ 事故・災害時における化学物質環境モニタリング

＜特 集＞第50回環境保全・公害防止研究発表会 

 

特別講演：「平時調査とつなぐ災害時環境調査の現状と展望」 

 

中 島 大 介 

（国立研究開発法人国立環境研究所環境リスク・健康領域曝露影響計測研究室長） 

 
座長 村 田 健 

（全国環境研協議会長：福井県衛生環境研究センター所長） 
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の現状 

➢ 災害時環境モニタリング体制の構築に向けた技術

的課題 

➢ 災害時環境モニタリングの技術を平時に活かす 

最初に近年の事故災害における化学物質の漏えいの事

例をちょっと言います。 

現状，それから体制の構築に向けた技術的な課題につ

いて，ここではⅡ型共同研究でやってきた少し技術的な

話をします。化学（ばけがく）系の話です。 

最後に，それを平時に活かしていく取り組みについて

紹介をしたいと思っています。 

 

2．近年の事故・災害における化学物質漏洩事例 

まず，近年の事故災害の化学物質の漏えい事例です。 

もう10年以上前になりますが，東日本大震災の時は，

日本中が原発の事故と放射線量，廃棄物の問題で右往左

往していて，化学物質のことをほとんどの人は気にして

いませんでした。国環研の中も同じで，被災地で化学物

質がどうなっているのか，アスベストがどうなっている

のか等，初動の段階でそれらを担当する人がいなかった

のです。 

それをたまたま我々がやったのですが，記録は少し残

っていて，劇物または毒物の流出事故件数というのが，

県別に出ています。報告はあまり多くないですが，農薬

やフッ化水素酸が流出したとか，劇物の水酸化ナトリウ

ムが3500Lとか，いろいろな報告があります。 

2018年の西日本豪雨の時はアルミ工場で爆発事故があ

りました。皆さん覚えていると思います。その豪雨の時

には，劇物の流出の事故もありました。 

LPガスのボンベも頻繁によく流れていますし，毒劇物

の保管庫ごと水没してしまうことや，調剤薬局の薬が流

れてしまった等，そういうことは比較的あります。 

その他，つくばの研究所の近くであった雑品スクラッ

プの事故（火災）の例です。これは，2019年5月15日か

ら27日までずっと燃え続けて，煙がもくもくと出ていた

火災です。これは地震や雨（豪雨）によるものでもな

く，火災の事例です。この煙が近隣に飛んでいて心配さ

れたということで我々も河川水の調査や大気の調査をし

ました。 

この時には常総市が大気中のベンゼン等の環境基準の

あるものの測定をしてホームページに公表しています。 

僕はこのホームページをすごいなと思って見ていま

す。環境基準値と測定濃度が出ていて，ここのベンゼン

の濃度（0.032mg/m３）が環境基準値（0.003mg/m３）の

10倍超えしているのです。しかし「健康に影響はありま

せん」と書いてあった。このセンスは素晴らしいと思っ

ています。 

日本には化学物質が漏えいした場合等の緊急時に，

「幾つまでだったら大丈夫」とは言わないけれど，引用

すべき基準がないのです。環境基準値しか「線（基

準）」が無い。環境基準というのは，「一生涯かけてそ

の濃度を暴露したときにどうか」という基準なので，そ

の基準を下回っていれば当然問題無いけれど，上回った

ときにどう評価するかという問題が未解決です。そうす

11

2019年の事故・災害 台風19号 静岡 リン化アルミ流出

➢ 経 緯

• 2019.10.17 J-オイルミル
ズは静岡事業所の薬物保
管庫から病害虫駆除に用
いる農薬（フミトキシ
ン）1kgボトル3本を紛失
と発表

• 台風通過後、保管庫の扉
が壊れており、紛失を発
見

• リン化アルミニウムは水
と反応してホスフィン
（リン化水素）を発生

• 極めて毒性が強く（許容
量 0.3 ppm）、吸入する
と肺水腫や昏睡状態に陥
る。
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ると，自治体が測定して環境基準値を超えると，途端に

発表しづらくなってしまう。 

それは、「発表できないのだったら最初から測りたく

ない」という判断に繋がりかねません。常総市の判断

は、化学物質を扱って作業している作業環境には「許容

濃度」というものがあって，それを下回っているので大

丈夫だろうというものでした。科学的に妥当だと思いま

す。 

東日本大震災以降もいろいろなところで災害があっ

て，地方環境研究所の皆さんが化学物質の分析をしよう

として，「サンプリングに行って取ってきました。測定

どうやったらいいでしょう？」と僕のところに問い合わ

せがあって，「それだったらこういう分析法でやってく

ださい。」と伝えて，準備万端整えていたら，翌日電話

がかかってきて，「諸般の事情で測定しないことになり

ました。」ということがあるのです。その原因として，

こういうところに問題があると僕は思っているのです

が。 

これに対して，日本環境化学会が「有害化学物質の緊

急時モニタリング指針」を提案しています。これは国が

定めたものではなく学会が試算して暫定的に作ったもの

です。 

生涯発症リスク10-3：A基準，10-4：C基準と，リスク

レベルで評価した数字を公表しています。 

これが，先程の13年振りに改定された「策定の手引

き」の中で引用されています。こういう取り組みも必要

かと思っているので，今日は紹介させていただきまし

た。 

その他，2019年に台風19号による大きな災害があっ

て，静岡県ではリン化アルミニウムが流出するという事

故がありました。結局見つからなかったのですが，流出

させた事業所から報告があって，リン化アルミニウムは

水と反応すると猛毒（ホスフィン）を発生するので心配

したのですが，トラブルは報告されていません。 

郡山市では，シアンの流出事例が報告されていて，そ

れについて郡山市が検査をして大丈夫だと報告をしてい

るところです。その他に郡山市ではいろいろな事があっ

て，有害物のタンクが流れたとか，ガスが出たという事

もあって，やはり，あちこちで化学物質の漏えいがある

のだなと思います。 

そのほか大きなものは，2019年にあった，佐賀県の油

流出事故です。私も現地に行って，現場を見てきまし

て，油も取って測定もしました。 

流出した油は，ダフニークエンチという鉱物油で，基

本的には，臭いはしないはずですが，焼付き油なのでい

ろいろなものが入っていて綺麗な状態ではなかったの

で，いろいろなことがあったのだろうと思います。5万

リットル流出したと言われています。 

これについては，地元の佐賀大学や，熊本大学の調査

団も現地入りして，いろいろな分析をされています。 

その時に，対象が油だったので，環境省は，ボランテ

ィアの方の安全を守るという立場でアドバイスをしてい

まして，例えば，油を清掃するときはマスクをしましょ

うとか手袋をしましょうとか，熱中症に注意しましょう

という案内が発出されています。 

国環研としては，油，オイルミストを吸い込むと肺炎

になること（リポイド肺炎といいます）があり得るので

注意しましょうという文書を環境リスク研究センター

（当時）名で出して，DMATに配って現地のお医者さんに

周知したことがございます。 

この油流出事故のときに真っ先に参照したのが，ナホ

トカ号の事故です。若い方は知らないかもしれないです

けど，北陸沖の日本海で，ナホトカ号というタンカーが

座礁して大量の油が流出し沿岸に流れ着いたという事故

がありました。その時も，国立環境研究所から現地調査

団が入って，大気中のベンゼン，トルエン，キシレンを

測ったり，多環芳香族化合物を測ったり，いろんな測定

をしていました。 

その時の報告書を紐解きながら，この佐賀の油の事故

の時に参考にさせていただきました。現地の方が涙ぐま

しい努力をして海岸に漂着した油を取っている写真があ

りますが，今ですと，マスクをした方がよかったのでは

ないか等，いろんなことを考えます。 

やはり，時代とともにというのは変ですけれども，サ

イエンスとともに，やっぱりそれなりのボランティアの

方の安全を守るということが災害の時はとても大事で，

災害が起きたときに，現地の化学物質のサーベイをする

ことは，そこで生き残った方の命を守るとか，健康を守

るというだけではなく，そこに入ってお手伝いをする，

10

緊急時モニタリング実施指針 日本環境化学会

➢ 東日本大震災を受けて日本環境化学会内でと
りまとめ

➢ 約600物質について基準値を提案。

➢ 生涯発症リスク10-3：A基準、10-4：C基準と
して提案

➢ 「手引き」が引用。
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復興の手助けをするファーストレスポンダーやボランテ

ィアの方の安全を担保するという意味合いがあると思っ

ています。 

災害があった現地に真っ先に行って，化学物質を調べ

るだけ調べて，今のところ何も問題がないということを

真っ先に公表してあげれば，安心して現地にサポートに

行ける。 

それは復興を手助けすることになるし，加速すること

になる。だから，災害があったときに，何も無いのだっ

たら，無いということを公表するのは早いほうがいい。

というのが我々の考え方で，やってきています。 

 

3. 事故・災害時における化学物質環境モニタリ

ングの現状 

事故・災害時の化学物質環境モニタリングの現状につ

いて少しお話をしたいと思います。 

環境省さんが来ている前でこの話をするのはあまり気

が進みませんが，これは，東日本大震災の時の環境省の

文書です。大気モニタリング調査結果の一部公表文書で

試料採取の年月日が，5月28日から6月19日と書いてあり

ます。測定した30地点すべてにおいて常時監視対象物質

の濃度が環境基準値以下であったと書いてあります。 

東日本大震災は3月11日です。サンプリングしたのは5

月28日です。2ヶ月以上経って，現地の大気を測って，

揮発性有機化合物の濃度が環境基準値以下だった，とい

う報告です。確かに5月28日は大丈夫だったと思いま

す。では発災直後はどうだったのか？判らないのです。

誰も測っていないのですから。 

大気常時監視の装置は壊れている。信号も壊れてい

る。我々が現地に入った時は信号機全部壊れていて，警

察官が道に立って，交通整理をしている状況で，当然，

大気常時監視のモニタリングシステムは壊れている。そ

んな時に，たくさんの人が全国から現地に入って応援を

していた。 

その時の現地の大気はどうだったのか誰も知らない。

データが無いのです。知らないからみんな現地に入るけ

ど，もし何かあったらどうするのかと思うわけです。 

国環研に宮城県から調査の依頼文を出してもらったの

が5月11日です。5月11日にこの依頼文が出るまで我々は

現地に入れなかった。震災直後から県と環境省と調整を

して，いろんな文書をやり取りして，やっと2ヶ月経っ

てこの文書が出てきた。 

さてこれは、アメリカのハリケーンカトリーナ襲来時

の写真です。2005年です。東日本大震災の5年以上前で

すけど，8月25日にハリケーンが発生して，熱帯低気圧

になったのが30日です。翌日には，ＥＰＡの職員はサン

プリングに現地に入っています。 

写真に写っている場所は，川じゃなくて道路，高速道路

です。洪水があって，そこにボートを出して，水の調査

をやっている。翌日です。一方、日本は2ヶ月かけて判

子（公印付きの依頼文書）を発出してもらった。 

この違いは何かということをこの十年間言ってきて，

今では環境省さん，安全課（環境安全課）さんにも技術

室（環境研究技術室）さんにも大変迅速に対応していた

だけるようになって，状況が激変しています。 

21

海外の事例 米国EPAの取り組み

2005年8月25日ハリケーン発生、25日フロリダ上陸、29日ルイジアナ州再上陸、30日熱帯低気圧に。
31日EPAスタッフ現地入り、9月2日105億ドル、3日518億ドルの復興補正予算成立

23

⽶国緊急環境調査チーム

（Environmental  Response Team: ERT）

• 1978 年創設、現地調整官を⽀援

• 有害化学物質漏洩時に 24 時間態勢で科学的・技術的⽀援
を⾏う

• 緊急時指令⾞両、移動実験室を 3 拠点に複数台

• 緊急事態発生時から⼀両日中に出動

• GPS 搭載微量大気ガス分析器（Trace Atmospheric  Gas 

Analyzer: TAGA）

• 潜水チーム、放射線測定も

• 多媒体試料採取、分析、モニタリング、⽯油組成分析、
浄化技術、安全衛生⽀援、データ管理（SCRIBE）、遠隔
モニタリング（VIPER）など

25

ERTの活動

https://response.epa.gov/site/doc_list.aspx?site_id=2107&category=Mobile%20Laboratory

26

ERLN: 米国緊急環境調査研究機関ネットワーク

Environmental Response Laboratory Network

緊急時環境調査のために、EPA によって設立された米国内の研究
機関連携ネットワーク

✓ 公的試験期間と認定⺠間研究機関

✓ EPA とそれぞれ契約し、費用は 後日
EPA から

✓ 飲料水、放射性物質、生物学、化学
物質の 4 重点分野

✓ 研修、訓練、能⼒開発（capacity
building）

✓ 現地調整官、⾏政の意思決定を⽀援

https://www.epa.gov/emergency-response/environmental-response-laboratory-network
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アメリカのEPA（米国環境保護庁：Environmental 

Protection Agency）は，ERT（Environmental Response 

Team）という災害時の化学物質のサーベイをする特殊な

チームを持っています。それがそのホームページですけ

れども，アメリカで列車の事故が去年ありましたけど

も，その時も現地に行って，調査をしています。 

そこは1978年に創設されていて，「現地調整官」とい

うコーディネーターがいるのですが，その人たちを支援

する仕組みがあります。 

トラックやトレーラーに分析機器を積んで現地に行く

ような体制を持っています。これが車で行くもの，それ

から潜水チームがあったり飛行機があったり，徹底的に

化学物質のサーベイができるような仕組みを持ってい

る。私もこのEPAのERTの拠点を訪問してメンバーとお話

をしてきました。今から10年ぐらい前にいろんなものを

見せてもらって，格が違うなという感じがしています。 

ここで，EPAメソッドというものがありますけども，

このERTのSOP（Standard Operation Procedures：標準

作業手順書）があるのですね。それがホームページに掲

載されていて，「災害時にはこのSOPに従ってやりまし

ょう」ということがリスト化されていて検索できるよう

になっています。米国ではこういう状態になっていて，

一方の日本では今でも，チームも無ければ，メソッドも

無いというような状況です。 

米国のこの体制を支えているのが「Environmental 

Response Laboratory Network: Eラーン」というネット

ワークがあります。これには公的機関だけではなくて民

間も含めてたくさんのラボが登録されていて，このラボ

はどんなサンプルを何検体受け入れて，何を測れますと

いうことも全部登録されています。 

責任者がバーッとデータベース検索をして，この地点

でこれを何検体とって，ここの機関にこう割り振って測

定させてデータをさっと集めるというようなことが，す

ぐできるようなデータベースができています。 

これらラボでは訓練や研修を日常的にやっていて，も

う体制ががっちりできているということです。 

では，日本ではどうなっているのでしょう。 

基本文書を見ると「防災基本計画」というのがあっ

て，これは令和4年版ですけれど，「環境省は有害物質

の漏えい防止するための体制をあらかじめ整備してお

く」とか，「有害物質の漏えいや石綿の飛散が懸念され

る場合は環境モニタリング等の対策を行うものとする」

と防災基本計画に書いてあります。 

「有害物質の漏えいが懸念される場合に環境モニタリ

ングの対策を行う」というけれども，やれと言われた

ら，誰がどうやってどの予算でやるのか？どうでしょ

う。 「地方公共団体は，環境モニタリングをはじめ，

応急対策を講ずるものとする。」とありますが，できま

すか？   

「環境省及び地方公共団体は，危険物等が河川等に大

量流出した場合，環境モニタリング等必要な措置をるも

22

ERTの活動

https://response.epa.gov/

27

国〔経済産業省，国土交通省，環境省〕，地方公共
団体及び事業者は，有害物質の漏えいを防止するた
めの体制をあらかじめ整備しておくものとする。

建築物等への被害があり，有害物質の漏えい及び⽯
綿の飛散が懸念される場合は，国〔環境省〕，地方
公共団体又は事業者は，有害物質の漏えい及び⽯綿
の飛散を防止するため，施設の点検，応急措置，関
係機関への連絡，環境モニタリング等の対策を⾏う
ものとする。

地方公共団体は，危険物等災害時に危険物等の流
出・拡散の防止，流出した危険物等の除去，環境モ
ニタリングを始め，住⺠等の避難，事業者に対する
応急措置命令，危険物等関係施設の緊急使用停止命
令など適切な応急対策を講ずるものとする。

国〔国土交通省，環境省等〕及び地方公共団体は，
危険物等が河川等に大量流出した場合，直ちに関係
機関と協⼒の上，環境モニタリング，危険物等の処
理等必要な措置を講ずるものとする。

防災基本計画では

28

⑪ 化学物質の漏えいへの対応⼒
を全国⼀律で高めるとともに、複
数の都道府県が被災するような大
規模災害の場合でも、地域間連携
により対応することができるよう
取り組む。また、関連する施設設
備の更新・補修を適切に実施する。
【環境省】

国土強靭化基本計画では
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のとする。」と防災基本計画に書いてあります。 

これを地方の防災基本計画，地域防災計画に反映して

いますか？全国の地域防災計画を見ていますけども，有

害物質の漏えいに対する具体的な事が書かれているのは

幾つかの都市のものに限られていているのが実情です。 

国土強靱化基本計画の方では，「化学物質の漏えいへ

の対応力を全国一律で高める」と今回書かれています。

全国一律で，「地域間連携により対応することができる

ように取り組む」と，令和5年7月，できたばかりですけ

ど，担当は環境省と書いてあります。 

これは結構，踏み込んだ表現だなと思っていて，この

後，地方公共団体は，全国一律で対応力を高める必要が

あると感じています。 

具体的にどうするかというと，これは，神奈川県の例

です。平成29年ですが，災害時の有害化学物質の調査体

制強化するために，自前でやりきれない部分は民間にお

願いするという協定を結んでいます。 

これより前に，横浜市等，先行事例はいくつもありま

すが，たまたま平成29年のニュースをここには持ってき

ています。 

神奈川県の担当者が私のところに電話してきて，「今

度こういうことやるのです」と言われたのですけど，

「神奈川県さんが，神奈川県の分析協会（民間の分析機

関の協会）と協定を結んでも意味ないですよ」とその場

で言ったのです。「神奈川県（の機関）が被災するとき

は，神奈川県（県内）の測定協会の構成機関も被災して

いるから，どっちもできないということが起きます。だ

から，神奈川県さんは西日本等全然違う場所の協会と協

定を結ぶ方が良いじゃないですか」と。 

すると，それはできませんと仰っていました。さすが

に地元を差し置いて全然違うところと協定するのは難し

いと仰っていて。結局どうなったかというと，民間の分

析機関の協会の，神奈川の協会が埼玉県の協会と協定を

結んだ。これが連鎖していくと，神奈川県が測定しなき

ゃいけない時，神奈川県の測定を協定により，他の地域

の協会にお願いすることができる。この体制が現実的か

なと私は今思っています。今，神奈川と埼玉ですけど，

もう少しこれが連鎖していく，もっと遠いところまで広

がっていくとか全国レベルの協定ができることになると

いいなと思っています。 

愛知県も，県と協会の協定があり，それを使った災害

想定訓練が行われています。最近行われたようなので，

来年（2024年）1月のⅡ型共同研究の会議で情報を教え

てもらおうと思っているのですが，こういう訓練を，自

治体で行われてきています。 

アスベストに関して，環境省の関東地方事務所が，環

境省本省に先駆けて，アスベストの測定について国立環

境研究所とアスベストの協会と関東の自治体とで協定を

結んでいて，災害時にはアスベスト測定の応援ができる

ようになっています。 

熊本地震があったときに，熊本ではいろいろな多くの

建物が倒壊していて解体作業が発生しました。その時に

アスベストの飛散状況をモニタリングしなければいけな

いけれど，件数が沢山あるので，全国から応援できない

かという話があったのです。ちょうど私が熊本地震の現

場に入っている時に私の携帯に電話がかかってきて，Ⅰ

30

埼玉県環境計量協議会と神奈川県環境計量協議会との協定

地域の協議会同士の応援協定が
現実的かつ効果的

31

愛知県による総合防災訓練

化学物質の漏洩を想

定し、協定に基づい

て環境分析協会が測

定を実施する訓練も

始まっている

32

埼玉県のアスベスト協定

関東地方事務所が環境省本省に先
駆けて動いた。

大気汚染防止法に関連して（水・
大気局所掌）の動きとして注目。

↓
ということは、

大防法、水濁法の規制項目につい
ての災害時環境モニタリングが整

備されていく可能性も。
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型かⅡ型の地環研との共同研究の枠組みの中でアスベス

ト測定の応援ができないかという打診がありましたが，

「それはできません」と回答しました。 

実際その時は，埼玉県さんが熊本からの依頼を受けて

応援を出してくださったのですが，そのときの反省から

事前に協定を結んでおこうというものです。 

今は関東だけだと思うのですけれども，全国的に広が

っていく可能性があるということ，これが大気汚染防止

法の規制項目となるアスベストを対象にしていることか

ら，環境省さんとしてはおそらくアスベストだけではな

くて，それ以外の大気汚染防止法とか水質汚濁防止法の

規制項目についても同じような枠組みを作るための，地

ならしになるのではないかなと私は思っています。 

ざっと見てきましたけども，アメリカの例では，国が

ERTというチームを作っていて，そこがSOPやハードを持

っていて人もいて，現地に行って，ラボも全部統合され

ていて体制ができているのですが，その同じ体制を日本

に作ることは，この10年間見てきた感じだと，なかなか

難しい。おそらく法改正が必要です。 

今の体制でも法改正が必要だと思いますが，今現実的

なのは，やはり自治体本庁が測定に関して指示を出し

て，地方環境研究所が第一義的に動く，それを受けて，

協定を結んだ民間企業をサポートしながら，現地を支え

ていくことではないかと思います。必要に応じて，地環

研同士の横の連携でサポートしていくことが望ましいで

しょう。 

熊本地震の時は，熊本県で採取したサンプルを他県に

測定してもらおうと思ったら，待ったがかかったので

す。それは当然で，なぜ他の自治体のサンプルを人的資

源や予算を使って測定しなければいけないのだ？という

事になりますね。 

当時は何の事前のすり合わせも無かったので，当然そ

うなる。それが行政の枠組みだと思うのですが，事前に

災害時の応援協定を結んでおけば，迅速に応援ができ

る。 

実際には地方環境研究所同士の応援協定はほとんど無

いのですけど，鳥取県さんとか地方衛生研究所も持って

いるところは，地方衛生研究所同士の応援協定が存在し

ていることはよくご存知かと思います。協定を結んであ

って，何かあったときに地衛研同士が応援し合う枠組み

があります。 

地方環境研究所の枠組みではまだそれが無い。言い続

けて10年ですが，まだできていません。 

災害時に現地をサポートするチームとして皆さんよく

ご存知なものに，DMATがあります。DMATも阪神淡路大震

災の反省を受けて作られたものです。 

元々国が動いたわけではなくて，東京都が先に動い

て，そして，それを全国版に広げていったというのが実

際です。このDMATに近い組織を日本に作りたいと思って

います。ただ，実際には，地環研の枠組みの中でやって

いくのが今のところ現実的だと思います。 

その検討として，実は2013年の2月に国立環境研究所

の中に，「緊急時環境調査体制の検討タスクフォース」

を作ったのが始まりです。このタスクフォースでは，全

環研さん（全国環境研協議会）に全面的に協力いただく

という了解を取り付けて，全環研さんの各地方環境研究

所が持っている事故事例のアンケートであるとか，現状

はどうしているかという事を調査させていただきまし

た。 

2014年の4月に，当時の会長県だった秋田県の健康環

境センターに行って所長に協力をお願いしたところ，ご

快諾いただいた。それからしばらくずっと，例えば，全

環研に入っている自治体全部にお声掛けし，ブロック会

議を開いて，災害時にどういう問題があるか？何がして

欲しいか？必要なものは何か？というようなことを，議

論してきました。 

いろんなことを言われました。「そんなこと言うけど

簡単じゃないよ」とか，「国が法改正してくれたらそん

なの簡単だ」とかいろんなことを。行政との関わりと

か，相互応援の協定をやれとかです。 

33

DMAT（Japan Disaster Medical Assistance Team）

日本版ERTの発足は？

34

緊急時環境調査機関ネットワーク準備会合

1. 全国環境研究所協議会全参加機関他を対象に⽀部単位で会合を開催
① 国環研のこれまでの取り組み紹介

② 地環研の事故対応事例紹介

③ 緊急時環境調査機関ネットワーク構想について意見聴取

2. 開催記録
➢ 北海道・東北ブロック 2016年3月14日 （仙台） 13機関27名参加

➢ 関東・甲信・静ブロック 2015年10月30日 （東京） 16機関26名参加

➢ 東海・近畿・北陸ブロック 2016年3月2日 （大阪） 17機関33名参加

➢ 中国・四国ブロック 2016 年3月1日 （岡山） 10機関20名参加

➢ 九州ブロック 2016年2月26日 （福岡） 12機関22名参加

2017年3月10日 （福岡） 11機関17名参加

3. 主な意見・指摘
① 緊急時環境調査機関の登録、データベース化、精度管理

② 緊急時環境調査手法の共同開発、共有が必要

③ 研修・訓練の要望

2013年2月、国立環境研究所内に「緊急時環境調査体制検討タスクフォース」を設置。
全国環境研協議会の全面的な協⼒をいただきながら、様々な課題について検討。
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簡易分析法を作ってくれとか，事例の共有をしてく

れ，地環研の役割を明確化してくれとか，予算の協議を

どうするのだとか。外部委託が進んでいて地環研そのも

のに分析技術が残ってないとか，いろんなことを言わ

れ，実情を知ることができました。これを踏まえて，国

環研に何ができるのかということを考えてきたのが2015

年以降，15，16年以降だと思います。 

この有害物質の漏えい対策，漏えい事故の対策の研修

をやってくれとか，未知物質の分析方法や漏えい流出し

た物質の解明に関する研修をやってくれなどの当時の要

望が，これまでの活動を支えてきました。 

 

4. 災害時環境モニタリング体制の構築に向けた

技術的課題 

13年ぶりに改定された「マニュアル策定の手引き」に

は，これまでにいただいた全環研さんからのご意見を反

映させてあります。 

この13年ぶりに改定された「策定マニュアル（対応マ

ニュアル策定の手引き）」の中に新たに入った図がこれ

です。平常時と災害時と分けて書いてありますけど，今

の法体系では，災害時に化学物質が漏えいした場合に

は，漏えいさせた事業所が，知事に報告または通報する

というのが，トリガーになります。水質汚濁防止法も大

気汚染防止法もそうですけど，「こんな物質が流れてし

まいました。」という報告をするところからスタートす

ることになっていて，しかもそれが自治体に上がって国

にはこないというのが法律の枠組みです。 

そうすると，通報が無いと始まらないですよね。東日

本大震災のような大災害では，漏えいさせたというか壊

滅的な被害を受けた事業所が，化学物質の漏えいを通報

できない場合もあります。通報すべき人が無事でいると

いう前提で法律は作られているのです。しかし，事業所

全滅という場合もあります。 

私が想定しているのは，南海トラフ地震や首都直下型

地震が起きたときに，この国で化学物質により汚染され

て立ち入れない場所があるとか，或いはそこにあった化

学物質により応援に入った人に何かトラブルが起こると

か，そういうことを防ぎたいと思っていますけど，そう

すると，今の法体系の枠組みでは，駄目なのです。 

そこで，プッシュ型で環境モニタリングをしなければ

いけない，この「マニュアル策定の手引き」にはそれを

書いていただいて，平時と災害時どちらでも，事故の原

因者や地域住民等による通報による事故の覚知や通報の

受け取りという枠組み以外に，環境モニタリングを起点

として何かあれば事故の覚知ができるという枠組みを，

書き込んでいただいています。 

これを書いているということは，事故や災害があった

ときには，通報がなくても，例えば地環研の人たちが現

地に行ってサンプリングをして，とにかく網羅分析をし

てみるということが必要だというふうにこのマニュアル

策定の時に，書いてあるということです。 

通報がある場合は，この物質がこのくらい流れました

という情報がくる。それならば物質と量がわかるので，

じゃあその分析をやりましょうということになる。 

35

緊急時環境調査機関ネットワーク準備会合での主な意見・指摘

1. ⾏政との関わり
「健康危機発生時における衛生研究所等の相互応援に関する協定」等を参考に／自治体を越えた分析依頼のロジ・予
算を整理

2. 緊急時環境調査機関の登録、データベース化、精度管理
⺠間機関との連携に関する先⾏事例を参考にすべき／分析精度の担保が必要／緊急時用の基準値が必要

3. ネットワークへの期待
分析法情報や標準品の共有／ 分析にかかる相談窓口の創設／ 簡易分析法の開発・共有／合同技術セミナー・合宿

4. 緊急時環境調査手法の共同開発、共有
分析法を共有しても、機関の所有装置により限界がある／サンプルの移送輸送方法を検討／不適切な情報が共有され
ないような精査の仕組み／分析事例や解決事例の共有を希望

5. 緊急時環境調査手法の研修・訓練
未知試料、原因究明への対応⼒／人事異動を考慮／発生頻度の低い手法の技術継承／緊急時の定義・範囲を明確に

6. 検討体制・方針
事前に体制を構築することは重要／地環研の役割の明確化／⾏政系を巻き込んだ展開／段階的な地域ブロック単位

7. 緊急環境調査の範囲
消防・警察との整理／衛生分野との連携／地域性／優先順位

8. 予算措置
⾏政区域を越えた連携には予算協議が必要／研修・訓練の旅費確保

9. マニュアル作成
緊急時の測定項目、方法のマニュアル化／緊急時にマニュアルは読まない／詳細なマニュアル整備は必要、しかし縛
られると判断が遅延

10.地方環境研究所の現状
人事異動・退職・削減など、体⼒に課題／⾏政からの依頼で動く／外部委託が進んでいる現状に配慮

38

13年ぶりに改訂 災害・事故対応マニュアル策定の手引き

環境省では、大規模な地震や豪雨など
災害の発生に起因する化学物質の漏洩・
流出などの事故が発生する可能性が高
まっていることから、地方公共団体環境
部局の災害・事故対応を更に充実、強化
していくことを目的として、「地方公共
団体環境部局における化学物質に係る災
害・事故対応マニュアル策定の手引き」
を策定しました。
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だけど，情報が何もない時にここが大丈夫か調べると

きどうするかというと，測定対象とするべき物質がわか

らない。わからないときは，できるだけたくさんのもの

が測れる方法でやるしか手はない。そうすると，網羅分

析をやるしかないだろう。 

金属であればICP-MSをかけるだろう。有機物なら

GC/MSとLC/MSのスキャン分析をかけるだろうということ

になりますね，VOCは，トータルVOCを測ってある基準を

超えているようだったら成分を見ていくという手順にな

るかと思います。 

その時に，網羅分析をやろうとすると大変なのです。

それは，化学分析やる方はよくご存知の通り，通常の化

学物質の測定手順というのは，まず標準物質を揃えると

ころからスタートします。標準物質を用意してそれの測

定をして，分析条件を作って検量線作成してやるという

ことです。 

なぜこれが必要かというと，装置の状態が日によって

変わるからです。日によって変わるので，昨日作った分

析条件が今日使えるとは限らない。同定は大体できるの

ですが，通常は定量ができません。 

したがって日々検量線を作成して定量するわけです

が，それに対して，装置の状態が常に変動してしまうか

らできないのだったら，装置の状態を常に一定の条件・

状態に揃えることができたら昨日の検量線をそのまま使

ってもいいよね。という逆の発想があって，それが検量

線データベース法というものです。 

それが今日お話しする，アイクス，AIQS（エー・アイ

・キュー・エス）と書いてアイクス。「自動同定定量シ

ステム」というものです。 

これは，データベース上の質量スペクトルと検量線を

使うので，標準物質を必要としません。現状では，環境

分析用に，約1000物質（GC/MSで測れる1000物質）のデ

ータベースが市販されています。それから，LC/MS用に

は540物質のデータが入っています。このデータベース

を使うと，標準物質を持ってなくても測定ができます。 

例えば，PCBであるとか，或いは毒物，毒ガスとか，

標準物質を手に入れるだけでもひと苦労という物質もデ

ータベースに入っているので，これで同定定量ができる

というものです。 

これがAIQS-GC/MSの解析画面ですけど，測定のスペク

トルとか，いろんな状態があって，ぽちっとやるとこの

右上に表が出てきて，「この物質がこの濃度で入ってい

ます」とザーッと1000物質の結果が出てきます。物質の

追加をしておりまして，今は1300ぐらいになっていま

す。 

現在，島津GC/MSで使えるソフトと，AgilentのGC/MS

で使えるソフトの2種類のソフトが売られています。こ

れまではそれ以外のメーカーのGC/MSではAIQSができな

いという問題がありました。後ほどそれを解決したとい

う話も紹介します。 

このAIQSという方法は「半定量法」です。ざっくりと

濃度を知りたいときに便利で，もう大分昔，阪神淡路大

震災の後に環境省が取りまとめた緊急時の測定法のマニ

ュアルの中に入っていました，東日本大震災の時に，私

や岩手県さんが使った実績があり，これをもう1度見直

して研究をやってきました。 

この3月，環境省さんが「AIQS- GCによるスクリーニ

ング分析法暫定マニュアル」という形で，マニュアルに

していただきました。 

これは「（水質常時監視の）要調査項目のうちGC/MS

で測れるものについては。このAIQSを使ってスクリーニ

ングをしましょう。」という方法でマニュアル化されて

います。オンラインでも読めますので，ぜひ参考にして

ください。 

ここまで来るために，地方環境研究所さんと我々がず

っとこのAIQSについて研究を進めてきました。 

先程「全環研さんからいろんな意見をいただいた」と

言いましたが，「研修をやって欲しい」という意見があ

42

標準物質を用いずに物質の同定と半定量が可能なシステム
➢ 何がどれくらいあるか、ざっくりと知りたい時に便利

➢ 災害時、途上国、予備調査
➢ 現在、環境分析用 約1,000物質のDBの他、残留農薬用、容器包装添加材用、水道用、乱用薬

物用、化学兵器用等、用途別のDBが市販
➢ 災害時用DBの他、規制法令別DB等の開発の動き
➢ 用途によっては測定条件の見直しを
➢ MS/MS, QTofMSへの展開も
➢ 測定条件が規定化されたスキャン分析のため、遡り解析が可能 ←デジタルアーカイブ的要素
➢ 島津社製GCMS用とAgilent社製GCMS用との２種類が販売されていた

AIQS（全自動同定定量システム）とは

43

AIQS-GCによるスクリーニング分析法暫定マニュアル

主に要調査項目
のうち、AIQS-GC
法によりスクリー
ニング分析が可能
なSVOCを対象とし
た暫定マニュアル。

2023年3月策定。
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った。そこで，緊急時環境調査手法研修会というものを

3回開催しました。まず2017年1月に，「爆発事故を想定

した揮発性有機化合物のAIQSシステム」という内容で名

古屋市さんに主催していただき，VOC版のAIQSの使い方

を皆さんで勉強しました。 

第2回は広島県さんに主催していただき，広島県さん

で特許を取られた水の簡易抽出法を使って分析してみま

しょうという研修を2日間に渡って開催しました。 

第3回は福岡県さんにお願いをして，土壌の抽出法を

学び、また抽出物をAIQSにかけるという内容で行いまし

た。この時には島津さんや西川計測さんに来てもらっ

て，測定方法について学び合ってきました。このような

緊急時向けの研修会をやってきたことを受けて，国立環

境研究所と地方環境研究所とのⅡ型の共同研究に繋げて

いきました。 

このⅡ型の共同研究と，推進費（環境研究総合推進

費）もいただきまして，このAIQSが持っていたいくつか

の課題の改善に取り組んできました。 

その課題のうちの一つは，GC/MSで測定できる物質が

約1000物質だということです。さらに400物質ぐらいを

測定して，200物質くらいを追加収載しました。 

AIQSには平時の川の水の汚染などを測るような化学物

質が載っているのです。それだけではなくて，通常は漏

えいしてくるはずがないが，工場や事業所がストックし

ているような化学物質も災害時には漏えいの可能性があ

ります。その中で毒性の高いもの，つまり，化審法の製

造輸入量に毒性値を掛け算して出た値でリスク順に並べ

て，高い方からGC/MSで測定できるものを，可能な限り

集めて測定し，データベースを作ったという仕事です。 

もう一つは汎用化です。先述のとおり島津とAgilent

が別々のソフトを使っていたのを共通するデータベース

・共通するソフトウェアにしたものを作りたいのです。 

先程言ったように，我が国の災害時の環境モニタリン

グの体制というのは，おそらく地環研同士の応援協定に

なるだろうと思います。そうすると，どこかの地点，現

地で測定をしてもらったデータを全く別のところで解析

だけやってもらうとか，或いはある県で測定した結果を

別の県で参照するとかいうことになるわけです。その時

に，ソフトウェアが違うのでデータを見ることができな

いというようなことになるといけないので，どこで取っ

たデータも同じソフトで同じように解析できるようなソ

フトウェアを作りました。 

44

緊急時環境調査手法研修会

第１回 「全自動同定定量データベース（AIQS）の利用法
～爆発事故を想定した揮発性有機化合物のAIQSシステムの提案～」

➢ 期間：2017年1月12-13日 於：名古屋市環境科学調査センター
➢ 23機関28名が受講
➢ 提案手法の改良に関する共同研究へ展開

45

緊急時環境調査手法研修会

第２回 「水濁事故を想定した迅速前処理カートリッジによる有機汚染分析」
➢ 日 程：2017年6月1日（木）14:00 － 2日（金）12:00
➢ 会 場：広島県保健環境センター２階 研修室、京橋川（平野橋付近）
➢ 研修内容

•迅速前処理カートリッジによる前処理実習及び事例紹介
•事故時をターゲットとした化学物質データベースの紹介と共同展開の提案
•ノンターゲット分析に関する情報提供

➢ 30機関33名が参加

46

緊急時環境調査手法研修会

第3回 「緊急時環境調査のための土壌および

底質中有機汚染物質の迅速スクリーニング法」

➢ 日 程：2018年2月21日（木）13:30 － 22日（金）12:00
➢ 会 場：福岡県保健環境研究所 ２階講堂、1階共用実験室（水質課）
➢ 研修内容

【実習】土壌試料の前処理操作（抽出・測定用試料調製）
GC/MS測定、データ解析

【講義】分析法の説明、AIQS法による調査事例の紹介
AIQSによる解析操作に関する解説（島津製作所・西川計測）

➢ 25機関25名が参加

前処理工程（2-3時間, 1日数回可） 測定（夜間運転）

1st 抽出（10min） 2nd 抽出（10min）

10

5

10

5

アセトン20mL 
アセトン10mL 

DCM 10mL

液液分配 水 100mL

（3%NaCl)

DCM 5mL

アセトン 15mL             

10

5

10

5

無水硫酸ナトリウム

還元銅適量
1 mL分取

20/40mL分取土壌抽出 GC/MS用データベース
疎水性有機化合物 972 物質

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●マススペクトル

保持時間
(相対保持時間 )

検量線

47

災害時の化学物質モニタリングには
標準物質不要で自動的に同定と定量が可能な

AIQSの活用が見込まれています。

➢ 災害時向けの化学物質データベースを作りたい。
➢ どの装置でも使える共通のソフトウェアにしたい。
➢ データが随時追加されたり、アップデートされると

嬉しい。
➢ 検出された物質について、安全性情報などをすぐに

調べたい。

自動同定定量システム（AIQS)ｰGCに収載する

災害時向けデータベースを作成

これまでに約450物質を測定に供し、250物質を
データベースに追加登録

・地環研の要望物質
・地方公共団体が定める災害時モニタリング対象
物質

・新PRTR物質 も追加
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さて，ここに示したデータベースは，市販されている

2社のものは大体同じですが細かく見ると若干違ってい

ています。また，先ほど私が200物質ほど追加したと言

いましたが、物質が追加されると，その差分を購入して

インストールしないといけません。 

データベースというのは常にアップデートされていく

べきものだと思うので，これをウェブ上に置いて，ソフ

トウェアもウェブ上に置いて，IDとパスワードを打ち込

むとこの解析ソフトウェアが立ち上がって最新のデータ

ベースで解析ができるという形が理想的です。 

この解析画面，これはスタンドアローン版ですが，こ

の画面をWeb上で動かすことができるものを作って，今

暫定的に公開中です。Ⅱ型の共同研究をやっている方に

は，これを使えることを皆さんにご案内して，それの使

い方の研修なんかもやっています。Web版のメリットは

ですね，出てきた物質について「これはなんだろう？」

とクリックすると，国環研のWebkis-Plusという化学物

質に関するデータベースに飛んで，それの毒性や，これ

までの測定事例，規制法などの情報がオンラインだから

すぐ読めるのです。このような利点を活かしながら，

AIQSのWeb版を作ってきました。 

さて、次はAIQSによる測定値がどのくらい信用できる

のか，についてです。この箱ひげ図は，（Ⅱ型共同研究

への参加機関）40数機関のうちの20機関にお願いして，

河川水試料に1ppbになるよう66種類の農薬を添加したサ

ンプルを配って測定と解析をしてもらった結果です。 

図のグラフ中の青いマークが定量値ですが，設定濃度

の1ppbに対して1.5から0.5ぐらいのところに揃っていま

す。時々2倍あるとか，大きな数字を出してくる機関も

あるのですが，概ね測定値はいいところに来ているのか

なという感じ。これが現実的な定量値です。 

もう一つ，先程言った島津とAgilentしかAIQSを使え

ないという問題に加え、いくつかの古い装置はAIQSのた

めの測定条件を設定できないという問題があります。 

それは，GCMSのチューニング方法にあります。普通は

「オートチューニング」という方法で行うのですが，

AIQSでは「ターゲットチューニング」という方法で行わ

ないと正しい定量値が出てきません。 

AIQSができない装置で定量すると、特に定量イオンと

内標準のイオンとの差が大きい物質ほど定量値の誤差が

大きくなります。そこである種の補正式を使うと正しい

値に近づきます。もともと2倍くらいの値になってしま

うものが1.2倍くらいになるなど，全体的にプラスマイ

ナス20％ぐらいのところに収まるというようなことを共

同研究の中でやってきたところです。 

2019年から21年までのⅡ型の共同研究を38機関でスタ

ートして，今第二期の途中ですけども，45機関の方に入

っていただいています。全環研さんは全部で67機関だと

思いますので，6割から7割近くの地方環境研究所の人た

ちに入っていただいていて，今そのすべての機関に，こ

のAIQSのソフトウェアをお配りしてトレーニングをして

います。 

このコロナ禍ではオンラインでしたけれども，個別の

相談会をやって，オンラインで解析をしてもらった結果

について，「ここが間違いやすいですよ」とか「ここが

違っていますよ」，「ここはこういうふうに見るのです

よ」などのやり取りを繰り返しやっています。 

また，2020年には環境省の所沢の研修所でも，この

AIQSの内容を取り上げていただきました。 

実際の災害時での活用，つまりAIQSを実際に使った事

49

オンライン版のAQIS Web版AIQSを開発

GCMS Solution

NAGINATA

島 津

Agilent

サーモ

日本電子

各社
共通
DB

線速度一定、流量一
定 両方使える

（2020NX以降）

流量一定のみ

流量一定のみ
DFTPPチューンできず

流量一定のみ
DFTPPチューンできず

流量一定
RI方式
オートチューン対応可

ソフトを持たなくても
解析可能

常に最新のデータベース

線速度一定のみ

リテンションロック
流量一定

Web版MI-AIQS

島津
用DB

アジ
レン
ト用
DB

データの提供

随時アップデート

50

Web版AIQSの解析画面

ログイン画面

同定結果をクリック
すると物質情報データ
ベースへジャンプ

相対定量値（青色、μg/L）
回収率（赤色、×100％）

添加回収率は0.5～1.5倍の範囲。
測定機関間誤差も小さく抑えられた

20機関、千葉養老川添加試料（μg/L）
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例では，佐賀県の油流出事故で，取ってきた油の分析を

して灯油成分が混入していないか確認した例や，常総市

のスクラップ工場火災の消火排水が近隣に流れ出ていた

ものの、周辺の河川水の汚染は確認できなかった例など

があります。 

海外の事例ではニュージーランドに今年（2023年）2

月にサイクロンガブリエルが襲来した時の堆積土の抽出

物が送られてきて，AIQS測定を依頼されました。比較的

高濃度のDDD類が検出されたりしています。 

先ほども紹介した愛知県による総合防災訓練の情報提

供資料なのですが，これをよく見ると「AIQS」と書いて

あります。これは愛知県さんが，まず県がAIQS測定をし

て，検出された物質について協定に基づいて民間に測定

依頼をするというシナリオになっているようです。 

既に私も知らないところで，AIQSは1人立ちしてい

て，自治体の訓練などにも採用されつつあるというよう

な現状まできているようです。 

災害時対応の研修についてはさらに進めていまして，

化学分析だけではなくて，サンプリングの計画であると

か，被害予測なども含めた演習を，（2024年）1月に予

定をしています。 

別途進んでいたＳ-17という推進費の成果を受けて，

D.Chem-Coreというサイトが国環研のサーバーに作られ

ています。 

災害時に，例えばここで何か事故があったという時に

その周りにあるPRTR法対象の事業所が一覧できるとか，

そういう機能がいくつかあるので，これを実際に皆さん

に集まって使ってもらって，不具合等があれば意見出し

をしてもらうという研修を予定しています。今のところ

45名の方に参加の表明をいただいて，準備を進めている

ところです。 

 

5.災害時環境モニタリングの技術を平時に活かす 

最後に，AIQSとか緊急時用に作ってきた分析法を平時

に活かす，ということについて，少しお話をしたいと思

います。 

環境省が実施している化学物質のモニタリングといえ

ば黒本調査ですが，黒本調査ではターゲット分析をして

います。 

例えば，ここにはMS/MS分析を示していますが，いろ

んな夾雑物質がある中の測定物質だけを測りたいので，

目的外のものは除去して測定物質の特定イオンだけ測り

55

自動同定定量システム（AIQS)ｰGCの災害現場適用

常総市スクラップ火災（2019）佐賀県油流出事故（2019）

2019.5.16 消火排水の採水2019.9.1 流出油採取

実際の災害現場に暫定出動し、

AIQS測定の活用を進めています

ニュージーランドにおけるハリ
ケーンガブリエル被災地の土壌分析
（20239）

56

愛知県による総合防災訓練

57

机上演習予告 (2024.1.17予定）

推進費【S-17】の成果であるD.Chem-Coreについて、II型参加者の協力を得て
机上演習を実施予定。改善点などを探る。

D. Chem－Coreトップページ

D. Chem－CoreによるPRTR事業所検索画面

59

ターゲット分析

黒本調査等の環境モニタリングでは、ターゲット分析が⾏われている

• MS/MS測定では特定物質（イオン）だけを計測する
• ノイズが減ることでS/N比が上がり、微量定量が可能となる
• ターゲット以外の物質の情報は得られない
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ます。そうするとノイズが減るのでS/Nが上がって，測

定物質が非常に感度良く測れるというのが，ターゲット

分析の肝です。 

前処理で関係ないものをできるだけ除外する，質量分

析計の中でも，関係ないものをできるだけ除外する，特

定の物質だけ測って定量値を出して報告しています。で

すから，当たり前ですが黒本調査の結果には測定物質の

結果しか書いてありません。 

それに対して，AIQS- GC/MSはスキャン分析をしてい

るので，生成したイオンを全部検出器に入れて測ってい

ます。全部測った上で，何が入っているかなとデータベ

ースから探していくのです。全部入ってくるということ

は，デメリットがあって，まずそれぞれの妨害がありま

す。それから測定イオン量が多い分だけピーク強度が相

対的に小さくなって，感度が低下します。一方メリット

は，すべてのイオンのデータが残っているので，今回は

物質Aを測ったけど，物質Bは入っていたかなと思った

ら，データに戻って探しに行けば結果を得ることができ

ることです。 

ターゲット分析だと，この物質入っていたかな？とい

ってこの時のデータを見に行っても，この物質は測定し

てないのでわかりっこありません。 

スキャン分析だと，それがわかります。遡りの分析が

できる。これが実は重要ではないかというふうに最近思

っていて，AIQS-GC/MSでスキャン分析をしてデータをと

にかく蓄積していくことにしています。 

その次に，黒本調査では大体「今年は懸念物質Aを測

る」といって，分析法を作ってターゲット分析で測って

しまうのですけど，そうすると，得られるのはその物質

のデータだけですよね。それをスキャン分析でデータを

取って数字を出しておくと，次の年に別の懸念物質を測

ろうとしたときに，試料の採取から行うのではなく，去

年の測定データの中からこの物質を探してみるというこ

とができます。その結果、一定の検出があれば優先順位

を上げて精度の良いターゲット分析法を作る，というよ

うな使い方ができるかなと思っています。 

ここまでGC/MSのスキャン分析を想定してお話しまし

たが、LC/MSにも同じようなことが可能です。LC/MSのス

キャン分析というのは感度が悪いことに加え，分離能が

悪いので，最近は四重極－飛行時間型質量分析計

（QTofMS）を使ったData Independent Acquisition

（DIA）というデータ非依存型解析が進んでいます。 

これまでもある瞬間にピークの大きいものから順番に

開裂させて，それのフラグメントをとる分析法（データ

依存型解析：DDA）がありましたが，これだとピークの

小さいもののデータを取れません。DIAでは，四重極で

小分けにしたイオンを順番に全部開裂させて，それのフ

ラグメントも全部取るという方法です。 

DIAの一つの形式にSWATHというものがあり、ある瞬間

にウィンドウに入ってきたイオンを，例えば5ダルトン

ずつ分けて全部コリジョンにかけ，プロダクトイオンを

TOFでとる。これをデコンボリューションしながらデー

タをとっていくという方法です。AIQSのLC/MS版は，こ

のSWATH分析を採用しています。 

この方法は地方環境研究所に続々と導入が進んでいる

のですが，いろいろな問題が残っていますので，これを

解決するために，推進費（環境研究総合推進費）の支援

と，地環研の方にもご協力いただきながら研究を進めて

います。 

これまでは，測りたい物質を選択的に測ってきたとこ

ろを，全部測ってその中から必要な情報だけ抜き出して

くるというような分析法に変えていく。 

これをやると，災害時の網羅分析，災害時のマルチタ

ーゲットと平時のデータとが繋がってくるかなと期待し

ていて，将来的には，そういう分析法が主流になってい

くのではないかと思っています。 

多分肝はコンピューターの速度なので，数年のうちに

こういうものが，より身近になってくるのではないかな

61

AIQS-GCを用いたスクリーニング分析の展望

将 来現 状

懸念物質A

分析法開発

環境実態調査
ターゲット分析

試料

懸念物質α

A 測定値

AIQS-GC
(スキャン測定)

α 測定値
β 測定値

γ 測定値
δ 測定値

懸念物質β

懸念物質γ

懸念物質δ

試料

測 定
データ

検出状況から
分析法開発の優先順位付け

デジタルアーカイブ

懸念物質A~Z
懸念物質A~Z懸念物質A~Z

A~Z 測定値A~Z 測定値
A~Z 測定値

定量性の悪いもの
検出できないものなど

前処理による

回収率確認

64

DIAによるマルチターゲット分析への期待

黒本調査などの化学物質モニタリングはターゲット分析
測定値だけが残り、生データの再活用はできない

AIQS（自動同定定量システム）-GCの普及と展開
スキャン分析であることから遡及分析可能である
→データを保管しておく価値がある

環境省内でも検討が始まっている

親水性物質に対するAIQS-LCへの期待
DIA（データ非依存型解析）によるAIQS-LCが開発された

DIAは多成分一斉分析法と遡及分析の２つの利点を併せ持つ
DIAは、環境モニタリングを効率化できる可能性がある

64デジタルアーカイブを活用した環境モニタリング

測りたい
物質

選択的測定

結果

ターゲット分析

全イオン測定

結果

測りたい
物質

測りたい
物質

測りたい
物質

測りたい
物質

DIA分析

アーカイブ
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と予測はしています。AIQS-LC/MSの実用例は研究ベース

では既にたくさんありますが、AIQSのLC/MSをDIA解析と

してAIQSのGC/MSと併せて活用していくことが将来的な

方法ではないかというふうに考えているところです。 

 

6.まとめ 

雑駁なお話をしましたが，東日本大震災以降，日本の

環境モニタリング，特に災害の後の環境モニタリングの

体制というものをいろいろ考えてきましたが，環境省，

地方自治体，保健所，地方環境研究所，国環研などの連

携が重要で，そこには技術的な課題と，法体制も含めた

体制の問題があるということです。 

最初にお話しさせていただいたとおり，日常的に使用

していない技術は緊急時に利用できないと思うので，災

害時に最も使えるような技術を，日常的に使えるような

ものに落とし込んでいくということが，とても大事だと

思っています。多分そういう状況に今なってきていると

感じています。 

 

7.最後に 

最後に，これは，志津川高校（当時）から南三陸町を

見下ろした写真です。東日本大震災で亡くなられた方を

はじめ，悲惨な状況があったと思いますけど，町が壊滅

的な状態になるのです。この時にここに全国から人が入

ってきて復興をする。 

・ここの水溜まり大丈夫ですか？ 

・ここの空気大丈夫ですか？ 

・アスベストが大量に飛んでいたりしませんか。 

・あるところで瓦礫の片付けをしたら，そこから何か出

てきて火傷したりしませんか？ 

とにかく復興を支える人たちの安全を守るのが大事だ

ろうと思っています。今日の要旨にも書かせていただき

ましたが，今回改定された手引きの中にこんな文章が書

いてあります。「大規模な自然災害時には迅速な環境モ

ニタリングの実施による環境中濃度の把握が事故の早期

発見はもとより，復旧活動に際する安全安心の確保に繋

がるため，地方環境研究所等と連携した積極的な対応が

環境部局に求められる」。 

こういった災害の時には、様々な人が様々な調査をし

に現地にやってきて，「調査疲れ」いうことも現実には

起きます。そして，汚染を見つけたいだけの人や，汚染

を見つけたら隠したい人，いろいろな人がいていろいろ

なことが現地では起きるのですけれども，少なくともこ

の地方環境研究所，全環研の皆さんは，我々と志を一緒

にしていると思います。現地の人たちの安全を守る，そ

こに住んでいる人の安全を守る，そこをサポートしてく

れる人たちの安全を守る，そのためにできることをや

る，ということだと思うのです。その1点で，私たちは

連携ができるだろうと思っています。 

このような大災害を前に、環境化学者に何ができた

か？何もできなかったのですね，10年前には。今こうい

うことが起きたら私たちは何ができるのだろう？10年前

と同じように，やはり無力感を感じるだけなのでしょう

か？それとも10年経って多少はできるようになったので

しょうか？それをずっと考え続けています。 

今回ご紹介したお話は，災害時の分析法としてスター

トしたものを平時に落とし込むというふうな言い方をし

ました。「もう災害が風化して日常に戻っている」とい

うふうに捉えられても悲しいなと思います。常にこの時

の状況を僕は忘れないつもりでいるし，そのために災害

時の方法を戦略的に平時に落とし込んでいくのだという

ふうに僕は思っているのです。今日の話に共感していた

だいた若い方には，是非我々のⅡ型をはじめ，災害に関

する研究に協力していただければと思っています。 

➢事故・災害時における有害化学物質の環境モニタリングは重要且つ
必要である

➢しかし、その体制・技術は確立されていない

➢米国EPAにおけるERT，ERLNのような仕組みを日本にも作りたい

➢環境省、地方自治体、保健所、地方環境研究所、国立環境研究所等
との連携が重要

➢どこで何を測るか、どう測るか、どう解釈するか、どう対応するか、
何を準備しておくべきか が課題

➢日常的に使用していない技術は緊急時に利用できない

➢ボトムアップ的に雨後の筍のごとく開設されてきている情報サイト
の整理・集約を。
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質疑応答 

静岡県環境衛生科学研究所 小田氏 

貴重な御講演どうもありがとうございました。 

埼玉県さんと国環研さんの方で，災害時の協定をされ

た（締結された）のですけども，分析の機器の貸与とい

うか，そういうこともその協定の中に含まれていたもの

でしょうか？というのも，我々静岡県の方で，令和3年

の伊豆山土砂災害の時に一応アスベストの分析を行いま

した。 

我々の方でまず現地に行って検体を採取して，位相差

顕微鏡まで自分の研究所で持っていたのですけども，電

顕を持ってなかったということで，電顕どうしよう？と

いう話がちょっと出てきたので，そういうところで協定

がもしもあればよかったなと思ったものですから，ちょ

っとお伺いいたしたいです。 

 

講師 

すいません，私はよく知りません。 

こんなこと言うと，国環研の縦割りの話になるのです

けど，アスベストは資源循環領域の所轄で，私の所轄で

はないこともあり，今の協定が結ばれたのも大分昔なこ

ともあり、現状でどうなっているのかは確認したいと思

います。 

それから，埼玉県と国環研との災害時の協定はでも，

関東甲信静ですよね。静岡入っているじゃないですか，

だからそれが使えたのではないかと思うのですけど，ち

ょっと国環研の担当にも聞いています。  

 

埼玉県環境科学国際センター 磯部氏 

埼玉県環境科学国際センターの磯部と申します。 

いつもうちの隣の化学物質グループがお世話になって

います。ありがとうございます。貴重なご講演ありがと

うございました。 

先生が仰っていた連携の強化のお話で，官民，民間業

者さんとの巻き込んだ連携っていうのも非常に重要かな

というふうに考えて聞いていたのですが，その辺，先生

のお考えをちょっとお聞かせ願えればなっていうのが1

点と，もう1点，最初の方で環境基準超過の際の発表の

仕方のお話があったのですが，例えばUSEPAの方では，

どういう考えでその辺の発表を整理しているのかとい

う，もし情報をお持ちでしたらちょっとお伺いしたいな

という2点，質問をさせてください。 

 

講師 

EPAの状況を僕はちょっとよく把握しておりません。 

（著者後日補足：吸入曝露についてはEPAと米国科学ア

カデミーによるAcute Exposure Guideline Levels

（AEGLs）という緊急時の基準がありました）。民間を

入れるとなると，民間が出してくる数字が正しいかどう

かという話になりまして，認証制度を入れなければいけ

ないかなという感じはしています。ただ，速報値で良い

ということであれば，民間も積極的に活用したほうがい

いと思っていて，実際に東日本大震災の後に廃棄物関係

で分析をしたのは，全部民間の計測機関にお願いしてい

ました。そういうことで，計量証明を出さなくていいよ

うなレベルで数値を出すのであれば，積極的に活用でき

ると思います。 

災害時のスクリーニングという意味では，多分計量証

明は要らなくて，そこで粗分けをして，検出されたもの

に関してきちんと計量証明を取るような測定を依頼する

というようなスキームの方が早いと思うので，そういう

やり方をしたらいいと思います。 

問題はデータの扱いです。我々の測定値は自治体さん

にまず報告してから公表するのですけど、大学等の場合

は、発表に関する手順に関して難しいところがありま

す。 

 

埼玉県環境科学国際センター 磯部氏 

そういう話，大学の話は聞いたことあるのですけど，

民間さん，例えば机上訓練のお話をされていましたけ

ど，そういうところに民間さんを巻き込んでいくとかそ

ういうのはやっぱり難しいですかね。 

 

講師 

先程の愛知県さんは，新聞報道でしか見ていませんけ

ども，民間さんが来てサンプリングからやって，多分，

協定に基づいて動く訓練をされたのだと思います。 

 

東京都環境科学研究所 今村氏 

東京都の今村です，どうも面白い話ありがとうござい

ました。 

たくさん質問があるのですけども，あんまりたくさん

やってはいけないと思うのですけども。 

一つは，国環研のHPにいろんなデータベースが入って

いて，そこにアクセスすればいいという話をされていた

と思うのですけども，逆に，例えば関東の方の直下型

（地震）みたいな形で国環研が直接被害にあったとき

に，そのホームページにアクセスできない可能性もある

ので，そういった意味での代替版というのですかね，よ

くサーバーとかのデータベースは逃げておくような，

BCPというか，がどうなっているのかということが１つ

と。 

2番目は，Q-MSとTOF-MSの組み合わせのMS/MSの形の時
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みたいな形をどんどんLCの方なんか入れていくという話

をされていたと思うのですけども，この場合にどんどん

データが膨大な形になってきて，ただコンピューターや

メモリー関係でも保存容量も増えていますけども。 

膨大な数のデータが溜まってくると。このデータベース

というかデータの蓄積したものの，管理をどういうふう

にしようとしているのかということが2番目。 

それから3番目はですね。すいません，たくさん。 

平時と災害時という時の考え方として，平時のモニタ

リング，例えば大気のモニタリングの場合ですと，ある

場所でずっとモニタリングしていて変化がどうなってい

るかを見る格好になると。災害時ではその濃度レベル精

度レベルが違って，災害時ではどちらかというと極端な

言い方をすれば，縦軸logスケールで10倍多いとか少な

いとかっていう形になってくると思うので，必ずしもう

まくパっと繋がる形じゃないと思うのですけども，そう

いう意味では，災害時の発想で言うところのモニタリン

グの仕組みを平時に落とし込むところのポイントはどう

いうふうに考えておられるのかと。 

4つ目すいません，具体的なことですけども。 

AIQSっていうのですか？AIQSなんかの時の，今先程の

質問にもありましたけど，民間だとか大学だとか何か他

のところと協力するときに，せめてベースになる標準と

いうか，要するに「いろんな物質の間での相関的な・相

対的な感度を求められていれば何とかなる」という意味

での基本的なものというのはどういうふうな標準を使お

うとされているのか？その辺のこと教えていただければ

と思います。 

 

講師 

一つ目のミラーサーバーを置いたほうがいいというご

指摘，ありがとうございます。今は，試験的に研究所の

中に置いてあるのであって，それが1個ダウンすると多

分全滅します。それは，例えば国立環境研究所のつくば

本構以外の拠点、例えば福島や琵琶湖分室に置くとかと

いうことは考えていきたいと思います。 

二つ目の質問，データの管理ですね。 

LC/Q-TOFのSWATHのデータというと，容量が数ギガバ

イトあって，全国の平時データを保管することは，将来

的には，1研究室とかのユニットの単位では出来なくな

るでしょう。むしろ，何かデジタル戦略とか，環境省と

か国のデジタル戦略の中に位置付けて，データサーバー

をセットするみたいな大きな話に持っていかないとでき

ないかもしれないというふうに思います。でも，黒本調

査のデータをテキストの数字で取っていく時代から，デ

ジタルアーカイブしたデータさえ取っておけば，数字は

後で探せばいいので，そういうサーバーをきちんと作っ

ておく。タイムカプセルにサンプルを凍結して置いてお

くより効率的に出来るのではないかと思います。 

それから3番目は，平時と災害時の測定法が違うので

はないかということですね。 

ご指摘のとおりで，桁が二桁ぐらい違うと思います。

災害時の感覚を平時に落とし込むのは無理で，むしろ，

平時の測定に災害時で粗分けをするというスキームを1

回入れる。ラフに測ってこのくらいだったらちゃんと測

る・これで出なかったら気にしないとか，そういう二段

階に平時をしていくということがあるのかなと。 

モニタリングすると決めた物質はちゃんと精度良く測

らないといけないけど，「黒本調査の対象にする物質を

選ぶ」というときには，粗々で測定をして高濃度・高頻

度で出るというもの（物質）を，次の高精度測定の対象

にするというやり方になるのかなと思います。 

最後のAIQSのベースは，これは，感度の問題と精度の

問題があります。AIQSには「性能評価標準」をつかった

システムパフォーマンスチェックというものがあって，

20物質ぐらいを測って精度の確認をしています。感度に

ついては厳しくないのですが、ある種の物質がきちんと

検出されるということを確認しています。対象とする物

質を100物質ぐらいまで広げた「チェックスタンダー

ド」を我々の方で開発していて，将来的にはそれを使っ

て管理をしたいというふうに思っています。 
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＜特 集＞第50回環境保全・公害防止研究発表会 

 

各座長によるセッション報告 

 

 

気候変動，その他 

 

島根県保健環境科学研究所 

 

織田 雅浩 

 

本セッションでは，気候変動及びその他に関する4題

の研究発表があった。 

「積雪寒冷地における冬季の気候変動適応に関する研

究」（北海道立総合研究機構エネルギー・環境・地質研

究所）の発表は，冬季の積雪が気候変動によってどのよ

うに変化するのかについて解析した結果の報告であっ

た。北海道における積雪は住民の生活に与える影響が大

きく，今後の気候変動によってその影響がどのように変

化するのか解析し適応策へと繋げていくことが喫緊の課

題となっている。気候変動の影響については，パウダー

スノーから重く濡れた雪への変化や日中の最高気温が0

℃を上回るゼロクロッシング日数の増加が原因で，路面

が再凍結し路面が劣化するなど，生活への影響が懸念さ

れる。また，除雪日数やドカ雪は，全道的には減少傾向

となるものの，内陸部では変化が小さいと予想された。

これらの影響は相互に影響し合っていることから，その

連鎖性についてまとめた。除雪を例に挙げると，長期的

には積雪は減少し助かる人も多い一方で，除雪業者にお

いては人員や技術の維持が困難になることが予想され

た。また，影響の連鎖（インパクトチェーン）には地域

性があり，産業特性等に応じた適応策を考えていく必要

がある。これらの検討結果を基に，住民自身が自分ごと

として今後の適応策について考える場としてワークショ

ップを開催した。持続可能な地域づくりを目指して検討

を行ったことが報告された。質疑では，市町村や他県と

の連携などについて議論が行われた。 

「生物季節でみる気候変動による福島県内の動植物の

変化について（サクラ編）」（福島県環境創造センタ

ー）の発表は，サクラの開花日と近傍の気温との関係に

ついて解析した結果の報告であった。福島県内3地点の

ソメイヨシノ及び日本三大桜の三春滝桜（ベニシダレザ

クラ）を加えた4地点において解析を行った。ソメイヨ

シノについて，令和5年度の開花は全ての地点で過去最

早であり，1980年代以降開花が早まっていた。アメダス

の3月の平均気温と開花日の相関関係には年代ごとの違

いは見られなかったが，直近10年間は，記録が残ってい

る最も古い10年間（1953-1962）に比べて3月の平均気温

が高く，開花日も早まっていた。三春滝桜については，

令和5年度の開花は過去最早で，散り始めも早く観光産

業に影響が出た。この地点では1983年から開花日が記録

されており，開花日の変動のトレンドは-3.9日/10年と

なっていた。また，ソメイヨシノと同様に直近10年間は

記録がある最古の10年間（1983-1992）に比べて3月の平

均気温が高く，開花日も早まっていた。全体を通して調

査結果を比較すると，経年変化のトレンド及び3月の平

均気温と開花日の相関関係について，調査地点やサクラ

の品種の違いによる差は見られなかった。今後3月の平

均気温が上昇するとさらにサクラの開花が早まると予想

された。質疑では，サクラの開花期間などについて議論

が行われた。 

「長崎県における熱中症発生の地域特性の解析」（長

崎県環境保健研究センター）の発表は，長崎県内40地点

において気温と湿度を観測することにより熱中症発生の

危険性について地域ごとに比較検討した結果についての

報告であった。熱中症救急搬送者数は都市部における搬

送者数が多く全搬送者の約6割が高齢者であった。ま

た，人口10万人あたりの救急搬送者数を比較すると，高

齢化率が30％以上の地域は他の地域に比べて熱中症の発

生リスクが高かった。さらに，高齢者の熱中症は主に住

居で発生しており，中高生は教育機関や屋外が主な発生

場所であった。地域特性をみると，島原地域はWGBTが31

℃以上となった日数が他の地域に比べて多かったにもか

かわらず救急搬送者数は少なく，さらに症状程度につい

て比較すると，島原地域では中等症以上の割合が高く，

壱岐・対馬地域では中等症以上の割合が低かった。調査

結果を基に，市報への記事掲載，地域ごとの啓発資料の

作成・ホームページ上での公開や関係部局と連携した啓

発活動が実施され，特に島原地域においては市民を対象

とした講演会を開催するなど重点的に活動を行ったこと

が報告された。質疑では，地点ごとの気温差，全天日射

量の測定地点数などについて議論が行われた。 

「川崎市の環境分野におけるナッジの活用について」

（川崎市環境総合研究所）の発表は，行動経済学に基づ

くナッジ（ゆるやかに促す）を活用したごみ分別の啓発

チラシ作成と他部署への展開についての報告であった。

製品プラスチックごみの分別率を上げるため，ナッジ理
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論を活用し，簡単で，目立ち，社会に合わせて，タイミ

ングを計ったデザインのチラシを作成した。基本コンセ

プトとして「共感」「感謝」「安心」を設定し，市民の

感謝に応えようという意識に働きかける工夫などを盛り

込んだ。その結果，プラスチック製容器包装の排出量が

約6％上昇し，一定の効果があったことが確認された。

その後，他部局からナッジに関する問い合わせが入るよ

うになり「ナッジを活用するための手引き」を作成し，

他部局でもナッジの活用が進んでいる。ナッジは環境分

野のみならず，行政全般に対して汎用性の高い理論であ

ることを実感する一方，課題として効果の検証が難しい

ことが報告された。質疑では，プラスチック製容器包装

の排出量のその後の追跡調査について議論が行われた。 

以上，本セッションでは，気候変動による生活への影

響の連鎖，生物季節観測でみる気候変動影響，熱中症発

生の地域特性の解析及びナッジを活用した普及啓発につ

いて事例報告が行われた。本セッションの内容は環境関

連部局以外の行政関係者にも関心の高い内容であり，今

後の調査研究の継続と幅広い結果の活用が期待される。 

 

 

水環境Ⅰ，生物Ⅰ 

 

福井県衛生環境研究センター 

 

田中 宏和 

 

本セッションでは，自然由来と人為由来による鉛同位

体比の特徴，河川水を主としたマイクロプラスチックに

よる汚染の実態，水質事故に備えた河川水質把握および

化学物質に関する生物応答試験に関する5題の研究発表

があった。 

「ICP-MSを用いた自然由来および人為由来試料中の鉛

同位体比の把握」（沖縄県衛生環境研究所）の発表は，

地質年代や産地により鉛の同位体比が異なることに着目

し，河川水や地下水，事業所排水や鉛含有製品に含まれ

る鉛同位体比に関する評価報告であった。過去の研究報

告と整合する結果が多く確認されただけでなく，特異的

な特徴を示す試料が確認された。例えば，漂着軽石の地

質年代が新しいこと，生コン製造業排水は人為由来の特

徴が強く現れること，放射線に関連する一部の鉛含有製

品は鉛成長曲線から外れた挙動を示すことなど，興味深

い知見が紹介された。質疑では，アメリカ（Missouri）

の同位体比が鉛成長曲線から外れた末端に位置する理由

と，鉛同位体の分析目的について議論が交わされた。 

「富山県内河川及び海域におけるMPsの実態調査結果

について」（富山県環境科学センター）の発表は，富山

県内の河川や富山湾など，広範囲におけるマイクロプラ

スチックの汚染実態を調査したものである。河川水中の

マイクロプラスチック個数密度は秋季に比べて春季の方

が大きく，その形状や成分等から被覆肥料に使用された

マイクロカプセルに由来すると考察された。また，下水

処理水に含まれるマイクロプラスチックは，河川水含有

物と特徴が異なることが示された。さらに，GPSフロー

トによる移動調査では，河川上流から河口に到達するま

で長時間を要し，さらに富山湾内で漂流することが確認

されたため，河川でのマイクロプラスチック対策が有用

であることを示した。質疑では，被覆肥料カプセルの発

生源等について議論が交わされた。 

「大和川水系における河川マイクロプラスチック汚染

の実態調査」（奈良県景観・環境総合センター）の発表

は，比較的汚濁の進んだ河川の最下流点でのマイクロプ

ラスチック汚染状況に焦点をあてた発表であった。調査

河川水中の個数密度は海洋に比べて高値を示し，その原

因として海洋では紫外線劣化や波の物理的な力により，

検出下限サイズよりも細分化するためと考察された。ま

た，河川水中の個数密度にはばらつきがみられ，その原

因は季節変化よりも天候等による河川流量変化による物

質輸送能の影響が大きいと推察された。さらに，負荷源

と疑われる下水放流水中の個数密度は，河川水に比べて

大きくないことを確認した。形状等に関しては，河川水

中マイクロプラスチックの形状割合はほぼ一定であり，

材質はPEとPPが80％以上を占めた。これは，PEとPPの生

産量が多いことと，比重が軽いため表層採水で採取され

やすいことが原因であると推察された。加えて，緑色の

破片状のマイクロプラスチックが多く確認され，屋外の

人工芝由来である可能性が示唆された。質疑では，河川

に比べて海洋での個数密度が小さい原因と，緑色マイク

ロプラスチックの由来を調査するための手法について議

論が交わされた。 

「水質事故時を想定した県内河川の平常時水質調査」

（宮崎県衛生環境研究所）の発表は，水質事故発生時の

水質異変を検知するため，常時監視地点以外の広範囲の

中小河川水についてイオン成分と金属元素を調査した事

例報告である。「砒素」と「亜硝酸イオン及び硝酸イオ

ン」の濃度について非常に高い地点が確認され，前者は

硫黄山の火山活動が，後者は事業場排水や家畜排せつ物

等の複合的な要因が原因であると推察された。特異的な

汚染源が存在する地域においては，本研究のような平常

時の河川水質の特徴把握は重要であることが示された。

質疑では，調査地点の決定方法や環境基準を超過する地

点での影響の有無について質問があった。 

「総合的水質影響評価手法の普及に向けた多様な水環

境に対応した生物応答の活用」（埼玉県環境科学国際セ
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ンター）の発表は，生物応答試験（バイオアッセイ）を

主とした国立環境研究所Ⅱ型研究の取り組み状況が主に

報告された。令和5年度は10機関の地方環境研究所が参

加し，藻類生長阻害試験，甲殻類の繁殖試験，魚類胚・

仔魚期短期毒性試験および急性毒性試験等を実施した。

6地点において調査した結果，全地点において魚類に対

する阻害は確認されなかったが，一部の河川で甲殻類に

対する阻害があり，ニッケルが主な原因であると推定さ

れた。 

また，1河川において藻類に対する阻害が確認された

が，原因の特定には至らなかった。質疑では，各種環境

問題の解決に対する生物応答試験の活用可能性について

議論が交わされた。 

 

 

水環境Ⅱ，化学物質Ⅰ 

 

鳥取県衛生環境研究所 

 

森 明寛 

 

本セッションでは，湖沼・河川等の水質汚濁や化学物

質汚染に関する5題の研究発表があった。 

「導水停止時における手賀沼の水質変動について」

（千葉県環境研究センター）の発表は，千葉県の手賀沼

で平成12年度から運用開始されている浄化用水導入の一

時停止に伴う水質への影響について調査を行ったもので

ある。クロロフィルaの濃度分布は，沼の西側（上流）

で低く，東側（下流）で高くなる一方で，DINはその逆

の分布を示した。このことから接続河川から流入した栄

養塩が沼内で消費され，植物プランクトンが沼内で増殖

していることが推測された。また，接続河川の大堀川で

は市街地率が高く，特に降雨時にはNH4–Nの割合が増加

していた。今回の調査では，導水停止の影響による水質

悪化は見られなかったが，その一因として期間中の大雨

や日照時間の減少などの気象条件によるものが考えられ

た。質疑では，植物プランクトンの種組成や大雨時の

NH4–Nの由来等について議論が交わされた。 

「降雨時における屋根排水中の硝酸イオンの測定」

（千葉県環境研究センター）の発表は，千葉県の印旛沼

に流入する窒素負荷の約7割を占める面源系負荷の削減

に向けて，面的に大きな土地利用である宅地から流出す

る硝酸負荷を調査したものである。宅地では主な発生源

が降雨を受ける屋根であることから，屋根から流出する

排水を宅地排水とし，降雨毎に一降水の全量を採取し

た。2023年5月以降の降雨毎の結果から，降水量が多

く，流出量が多くなると硝酸濃度が下がる傾向が見られ

た。また，2023年6月と7月の屋根排水負荷量と算出した

大気負荷量（湿性沈着量 + 乾性沈着量）を比較する

と，いずれも6月の負荷量が大きく，6月の降水量が多か

ったためであると考えられた。質疑では，屋根の素材や

向き等の影響に関して議論が交わされた。 

「河北潟における透明度変動要因の解析」（石川県保

健環境センター）の発表は，石川県の河北潟における透

明度の変動要因について調査したものである。河北潟湖

水の原液とろ液の透視度を比較したところ，ろ液の透視

度が大きく改善したことから，本湖の透明度低下の要因

はCDOMではなく懸濁物質によるものと推定された。ま

た，有機態SS，無機態SSと透明度の関係から，透明度の

変動要因は無機懸濁物質となるトリプトンであると推定

された。さらに河北潟，承水路，流入河川における

Fe/Al比とMn/Al比の季節変化から，これらの無機懸濁物

質は承水路からの流入が支配的である可能性が高いと考

えられた。質疑では，透明度の要因に関して河北潟，承

水路，流入河川の流動と絡めた議論が交わされた。 

「琵琶湖における底層DOの状況把握ならびに底層水質

との関係について」（滋賀県琵琶湖環境科学研究センタ

ー）の発表は，底層溶存酸素量（底層DO）の類型指定が

行われた琵琶湖において，底層DOの評価を行ったもので

ある。平成26年度から令和3年度の環境基準点の年度最

低値から，環境基準値を下回る地点があることがわかっ

た。底層DOの季節変化を見ると，北湖では9～1月に，南

湖では7～10月に年間最低値が頻発することがわかっ

た。その原因として，北湖では水温躍層の形成による表

層からのDO供給の低下，南湖では高水温による飽和溶存

酸素量の減少に加えて，水草の異常繁茂による湖水の滞

留が考えられた。また，北湖では底層DOと底層のT-N, 

T-P, T-Mnとの関係にそれぞれで有意な負の相関が見ら

れ，底層DOの低下とともにこれらの濃度が上昇すること

が考えられた。質疑では，底層DOの低下に関して流入河

川の負荷量や気候変動等との関連について議論が交わさ

れた。 

「石川県内における生活関連化学物質(PPCPs)の実態

調査」（石川県保健環境センター）の発表は，石川県内

の下水処理場の放流水中のPPCPs濃度の実態及び河川へ

の影響に関して調査したものである。概況調査では上流

に下水処理場のある5河川で，対象とした18物質中15～

17物質が検出された。上流に下水処理場の無い2河川で

は，前述の5河川よりも検出される物質は少なく，海域

ではほとんどの物質が検出下限値未満であった。詳細調

査では下水処理場の放流水で17物質が高濃度で検出され

た。放流地点の河川下流では同17物質が検出され，放流

地点の上流と比べて比較的濃度が高いことがわかった。

下水処理場の放流地点近傍の河川下流では放流水の影響
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を大きく受けていることが明らかとなった。質疑では，

下水処理場の処理工程における化学物質の濃度変化につ

いて議論が交わされた。 

以上，本セッションでは湖沼や河川等の水質汚濁や化

学物質汚染に関連した調査報告が行われた。いずれも対

策が困難で各自治体においても共通の課題があると考え

られる。ここで得られた知見が広く共有され，今後の対

策に生かされることを期待する。 

 

 

水環境Ⅲ，生物Ⅱ 

 

埼玉県環境科学国際センター 

 

田中 仁志 

 

本セッションでは，湖沼の植物プランクトン及び沈水

植物並びに河川の魚の斃死事故に関連する4題の研究発

表があった。 

「鳥取県の汽水湖における塩分環境に注目した植物プ

ランクトンの変遷，湖山池・東郷池の事例から」（鳥取

県衛生環境研究所）では，汽水湖である湖山池と東郷池

の度重なる人為改変がもたらした塩分環境の変化に伴う

植物プランクトンの変遷とそれらの特徴が報告された。

月1回の調査結果から，塩分濃度によって植物プランク

トンは淡水性と汽水・海産性となることが示された。両

湖沼とも冬に淡水種が多いことで一致していた。演者は

汽水湖の生態系を理解する上で，塩分環境というのは重

要な視点と考え，人為的に海水の導入が図られ，進行し

た汽水化の特徴を捉えた。具体的には，湖山池の植物プ

ランクトンの構成比は古くは藍藻類や淡水性の珪藻だっ

たものが，珪藻は汽水海産性または渦鞭毛藻にシフトし

てきた。そして東郷池では塩分環境の変化に応じて冬に

は淡水性，夏には，汽水海産性となりやすいことが明ら

かになった。更に地球温暖化により海水面上昇が懸念さ

れており，海水流入による植物プランクトンへの影響，

ひいてはアオコや赤潮の発生による生態系サービスの低

下が懸念されることを指摘した。このような塩分環境と

植物プランクトン相の解析を可能とした背景には，長期

にわたる植物プランクトン調査の成果であり，気候変動

を踏まえた汽水湖生態系の保全策への貢献を期待した

い。 

「池田湖における植物プランクトン調査」（鹿児島県

環境保健センター）では，池田湖における理化学的な水

質調査項目と植物プランクトンの関係についての発表で

あった。池田湖は，鹿児島県薩摩半島の南部に位置す

る，長径4km，最大水深233mのカルデラ湖で，池田湖で

は，1955年以降，湖域での社会経済活動の発達に伴い，

透明度の低下や，淡水赤潮の発生が問題となった。2019

年6月から2022年6月の調査結果では，渦鞭毛藻類や珪藻

類，緑藻類，藍藻類が出現しており，季節による優占種

の違いや，種類の繊維などは確認できなかった。アオコ

の原因種であるMicrocystis属は2021年8月に，淡水赤潮

の原因種となるPeridinium属が2～6月に，Ceratium属が

4～6月に出現したが，出現頻度及び細胞数は少ない結果

となった。また，過去の赤潮の発生月と今回の確認され

た月はどちらも重なる結果となった。課題は今回使用し

た細胞容積は琵琶湖における値であるため，池田湖に即

した植物プランクトンのデータの把握に努める必要があ

るなど課題が示された。地環研は地域の湖沼等において

長期的な水質やプランクトン等のデータを蓄積していく

重要な役割を担っており，今後も継続した調査と得られ

た知見に関する報告をお願いしたい。 

「野尻湖沿岸域における水草の復元に関する研究」

（長野県環境保全研究所）では，長野県の野尻湖に復活

した水草について発表があった。ナウマンゾウの化石が

発見されたことでも有名な野尻湖では，農業用水や発電

用水に利用され，年間の水位変動が非常に大きい特徴が

ある。昭和50年前後には水草が過剰に繁茂したため，水

草対策としてソウギョが放流され水草は全て消失した

が，平成29年から令和5年までは継続して水草が確認さ

れている。令和2年からの3年間で確認された水草の種類

は，主にホタルイ属，ヒルムシロ属及びクロモだった。

水草の回復状況を確認するため水中ドローンによる画像

を使った水草の定量化が行われ，5月から10月にかけ

て，水草帯は水深の深い沖合から浅瀬にかけて繁茂領域

が推移するような様子であること，水草の生育状況と栄

養塩濃度（TN，TP）との間には関連性が見られなかった

ことなどが分かった。また，水中ドローンを用いて，沿

岸から100メートル先の沖合まで湖底の様子をとらえる

ことが可能であると検証された。なお，撮影条件によっ

て面積の算定に誤差が生じるなどが課題として挙げられ

た。水中ドローンは有用なツールと考えられ，今後の調

査への更なる活用が望まれる。 

「太夫堀における水質・植物プランクトン調査結果～

魚斃死の対策に向けた基礎資料として～」（名古屋市環

境科学調査センター）については，大変残念ながら会場

での発表が出来なかったため，誌上発表扱いとさせてい

ただいた。 

以上，本セッションでは汽水湖やカルデラ湖の水質と

植物プランクトンの関係，消失した沈水植物が再生した

湖沼について会場で発表された。そして魚の斃死と水質

・植物プランクトンの関係が紙面発表された。活発な質

疑応答は地環研の業務に直結した関心が高い内容である
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ことを示しており，今後も研究の進展と情報発信をお願

いしたい。 

 

 

大気Ⅰ，放射線 

 

長野県環境保全研究所 

 

中込 和徳 

 

本セッションでは，光化学オキシダント（Ox）及び

PM2.5等の光化学大気汚染に関して3題，空間放射線に関

して2題の発表があった。 

「光化学オキシダント高濃度時におけるPM2.5二次有機 

マーカー成分の日内変動」（群馬県衛生環境研究所）の

発表は，PM2.5の主成分である二次有機粒子（SOA）の生

成機構等解明のため，人為起源SOA（ASOA）及び植物起

源SOA（BSOA）のマーカー成分を，VOC等とともに高時間

分解能で観測した結果の報告である。観測は群馬県前橋

市で2022年6/28から7/2に，夜間は12時間，日中は4又は

2時間間隔で実施した。6/30，7/1はOx，ASOAマーカー，

人為起源VOCともに，日中の北風では低濃度だったが夕

方以降の南風では増加した。ASOAの日中の低濃度は北方

山間地の比較的清浄な気塊の流入が，夕方以降の増加は

ASOA生成の進行と南関東からの移流の影響が要因として

考えられた。α-ピネン由来BSOAマーカーはASOAマーカ

ーと同様の変動を示した。イソプレン由来BSOAマーカー

及びイソプレンはASOAマーカー等とは挙動が異なり，

6/30，7/1日中の北風の時間帯に高く，北方山間地域等

で発生，生成したものが輸送された可能性が考えられ

た。質疑では，植物起源VOCのOx生成への寄与や反応機

構等について議論された。 

「再帰型ニューラルネットワークを用いた光化学オキ

シダント当日濃度予測システムの開発」（静岡県環境衛

生科学研究所）の発表は，全国の多くの自治体で実施さ

れているOxの濃度予測について，人工知能（AI）による

自動予測システムを，試行的に自作開発した経過を報告

したものである。予測システムには，時系列データの扱

いに特化したAIアルゴリズムを使用し，訓練データの収

集から学習，推論，結果出力までを全自動化した。Ox予

測の試行は，静岡市立常磐公園局のOxデータを対象と

し，気象データに気温，降水量，風向，風速，日射量，

日照時間，湿度を用い，当日午前10時までのデータを用

いて，午前11時以降の1時間値を予測し，概ね良好な結

果が得られた。今後はシステムを改良し早期実用化を目

指す。質疑では，学習データに窒素酸化物等の原因物質

を加えることの是非，社会への成果還元等について議論

された。 

「大阪府内における光化学オキシダント生成への寄与

に着目したVOC濃度について」（大阪府立環境農林水産

総合研究所）の発表は，Oxの効果的な低減に資するた

め，VOC等の詳細な成分観測を実施し，Ox生成への寄与

が高い成分の実態等について検討したものである。観測

は2022年度の春季及び夏季に2地点で，VOC91成分及びア

ルデヒド類3成分を昼夜別に調査した。また，2022年度

有害大気汚染物質モニタリング調査に合わせて月1回24

時間の調査を8地点で実施した。季節，昼夜別の観測結

果からオゾン生成ポテンシャルの上位10成分を抽出した

結果，いずれの地点でもホルムアルデヒド等6成分が季

節，昼夜関係なく上位10成分に含まれた。その他上位10

成分に含まれたプロパン等を含む計15成分が大阪府にお

けるOx生成への寄与が大きい成分と考えられた。これら

成分について府内8地点の濃度を比較した結果，各地点

で特有の発生源の影響が示唆された。質疑では，夜間の

オゾン生成ポテンシャルを評価する意義等について議論

された。 

「簡易的な手法によるバックグラウンド空間線量率の

評価」（福島県環境創造センター）の発表は，福島第一

原子力発電所事故（以下単に，事故）による追加被ばく

線量のより正確な評価等を目的に，歩行サーベイ機器に

よる空間線量率を，自然放射性核種由来分（バックグラ

ウンド）と人工放射性核種由来分に分けて評価する手法

を検討したものである。既存の文献を基に，1,400～

2,000keVの計数率と空間線量率の関係から，直線近似に

よりバックグラウンドの推定式を決定した。得られた推

定式を用い，福島県内2地点で測定した空間線量率から

バックグラウンドを推定し，全体の空間線量率とバック

グラウンドの差として人工放射性核種由来分を評価し

た。その結果，バックグラウンドには2地点で差がみら

れたが，人工放射性核種由来分は同程度と評価された。

質疑では，車載型ではなく歩行型機器で測定する意義等

について議論された。 

「千葉県内における移動観測による空間放射線量率調

査」（千葉県環境研究センター）の発表は，県北西部を

中心に2011年の福島第一原子力発電所事故（以下単に，

事故）の影響を受けた千葉県において，県内全域の空間

放射線量率（線量率）を改めて実態調査した結果を報告

したものである。2022年9月から2023年1月の間に，千葉

県内全域の主な公道を延べ3千km以上調査した。線量率

の測定は，可搬型モニタリングポストを用いて自動車で

移動しながら地上50cmで実施した。線量率は最大で0.11

μSv/hであった。また，県南部より北部の線量率が高い

傾向が見られた。県北部で線量率が高かった国道6号で

は，スペクトルの様子から事故の影響が推察された。質
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疑では，県南部で見られた高い線量率の状況と原因等に

ついて議論された。 

以上，本セッションでは，光化学大気汚染並びに空間

放射線に関する先端的な研究報告が行われた。質疑も活

発に行われ，今後各研究が一層発展し，多くの成果が得

られるものと期待された。 

 

 

大気Ⅱ，化学物質Ⅱ 

 

群馬県衛生環境研究所 

 

熊谷 貴美代 

 

このセッションでは大気環境および化学物質に関わる

分野について5題の研究発表があった。 

「福岡県における火山に起因する大気汚染物質濃度の

上昇について」（福岡県保健環境研究所） では，福岡

県内において発生した異臭事例について，その原因が火

山であることをシミュレーション解析によって明らかに

したという報告であった。異臭の通報と同時間帯にSO2

濃度の上昇が確認されたことから，シミュレーションモ

デルCMAQを用いて解析した。その結果，福岡から240km

離れた桜島から放出された火山ガス中のSO2が上空を移

動し，福岡県付近で地上に降下したことが示された。異

臭の原因は，SO2とともに火山ガスに含まれる硫化水素

と推察された。福岡県では光化学オキシダントやPM2.5の

シミュレーション予測を導入するなど，先駆的に取り組

んでいる。質疑応答では，予測精度向上についての工夫

や様々な活用方法なども紹介され，今後のさらなる展開

が期待される。 

「鳥取県等におけるPM2.5への周辺発生源の寄与解析」

（鳥取県衛生環境研究所）では，鳥取県および中国地方

におけるPM2.5成分データを活用し，PM2.5の発生源寄与解

析を行った結果について報告がなされた。解析において

は，低濃度と中高濃度でデータを分類し，かつ地域も分

割するなど，様々な切り口でデータを分類して解析を行

った。当該地域においては，PM2.5濃度が高いときには硫

酸イオン割合が多くなる傾向であり，発生源寄与解析の

結果でも硫酸塩系の因子の寄与割合が大きかった。ま

た，西ノ島の影響と考えられる高濃度事例も確認され

た。質疑では，経年変化等について議論が交わされ，特

に新型コロナ感染症の影響は関心の持たれるところであ

った。国内のPM2.5成分データも蓄積されてきたので，貴

重なデータを最大限利用していくことが各地環研の役割

と考えらえる。 

「2021年3月末の黄砂事例におけるPM2.5濃度上昇と視

程悪化」（長野県環境保全研究所）では，黄砂の影響に

よるPM2.5濃度上昇と視程の関係について解析した結果に

ついて報告された。2021年3月末の黄砂事例は全国的規

模で，長野県でも黄砂が観測された。長野県内のPM2.5濃

度変動は，地域毎に同じ変動パターンが見られており，

広域的に黄砂が分布していることが示唆された。また，

PM2.5濃度と視程の関係プロットから，PM2.5の濃度上昇に

伴い視程は低下することが確認された。さらに，湿度デ

ータも併せて解析を行ったところ，同じPM2.5濃度でも高

湿度ほど視程が低い傾向が見いだされた。質疑応答では

PM2.5濃度変動の地域差等について質問があり，長野県特

有の地形との関係について議論が交わされた。 

「東京都における大気中フロン類の濃度変動特性」

（東京都環境科学研究所）では，東京都における特定フ

ロンおよび代替フロンの大気中濃度の経年変化等につい

て解析した結果が報告された。オゾン層破壊物質のため

製造が禁止されているCFC類は，月ごとの濃度変動は小

さく，バックグラウンド地点と都内とで濃度差はほとん

どなかった。段階的に規制がかかったHCFC類は，かつて

は濃度の変動幅が大きかったが，近年の変動幅は小さく

なっている。CFC類やHCFC類に代わる物質として登場し

たHFC類は，バックグランド地点よりも都内の方が高い

濃度で検出され，都内に局所的な発生源が存在する可能

性が考えられた。HFC類は，地球温暖化物質として問題

視されており，国内の排出量（漏えい量）は増加傾向に

あることから，大気中濃度の変化を把握する必要があ

る。フロン類は，有害大気汚染物質調査のVOC測定と同

時分析が可能であることから，今後を見据えて，地環研

共同で測定やデータ解析をやってみたらどうかとの提案

もなされた。質疑では，季節変動とその要因，フロンの

排出経路や使用実態など活発に議論が交わされた。 

「GC-HRMS を用いた 大気中におけるベンゾトリアゾ

ール系紫外線吸収剤(BUVSs)の物質別，季節毎の濃度実

態について」（兵庫県環境研究センター）では，ベンゾ

トリアゾール系紫外線吸収剤の大気中における実態把握

を目的として実施した調査結果について報告された。紫

外線吸収剤は，様々なプラスチック製品の劣化や黄変を

防止するために広く使用されており，内分泌攪乱作用を

持つため注目されている物質である。これまでは水環境

での調査が中心で，大気中データは少ないことから，紫

外線吸収剤の粒子態およびガス態の大気中濃度を季節毎

に調べた。紫外線吸収剤は，気温が高い季節はガス態

で，気温が低下すると粒子態に多く存在する傾向にある

ことが示された。ただし気温に対するガス・粒子分配係

数は成分によって違いが見られるとのことであった。質

疑では，紫外線吸収剤の反応機構やガス・粒子分配と蒸

気圧の関係などについて議論が交わされた。 
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以上，本セッションでは，大気環境を共通事項とし，

シミュレーションやPM2.5，フロン類，化学物質といった

幅広い内容の研究報告がなされた。解析手法や分析手法

などは，各地環研の調査研究にも参考になる内容であ

り，限られた時間の中，議論も活発に行われ有意義なセ

ッションであった。 

 

 

廃棄物，その他 

 

鳥取県衛生環境研究所 

 

成岡 朋弘 

 

本セッションでは，廃棄物に関して4題，地盤に関し

て1題の研究発表があった。 

「埼玉県内の一般廃棄物最終処分場担当者の連携によ

る課題解決に向けた取り組み」（埼玉県環境科学国際セ

ンター）の発表では，埼玉県の「県内最終処分場設置団

体連携会議」が設置された経緯や運用状況について報告

があった。 

この連携会議は，一般廃棄物最終処分場の維持管理に

関する連携を促進するために設立され，一般廃棄物の最

終処分場を運営する機関や団体が情報共有し，課題解決

に取り組む場として活動している。特に，最終処分場の

老朽化や廃止に関する課題が浮かび上がっているため，

これらの問題に対処するための取り組みが行われてい

る。また，最終処分場の廃止に関する最新情報や科学的

事象についての意見交換も行われ，参加者の交流と情報

共有が進んでいる。今後も連携会議が継続的に開催さ

れ，実務者の課題解決に寄与することが期待される。 

質疑応答では，処分場の廃止が難航するケースにおい

てどのように対応すべきか質問があり，廃止基準を満た

せば問題ないとされているが，住民の理解をしっかりと

得る必要もあり，埋立物の管理方法の見直しや自主基準

の撤廃等を考慮していかなければならないが，実情とし

ては特定の解決策がない状況であるとの回答があった。 

「管理型最終処分場からのフッ化物イオンの溶出挙動

に関する考察」（福井県衛生環境研究センター）の発表

では，北陸地方の平坦地にある管理型最終処分場の浸出

水中のF-濃度に焦点を当て，その溶出特性について報告 

された。 

浸出水中の塩化物イオンとフッ化物イオンの濃度に関

する結果から，埋立開始からの経過時間や埋立廃棄物の

安定化段階が示唆された。塩化物イオンは埋立途中に急

激な濃度上昇を示し，埋立終了後は指数関的な濃度低下

が観察された。一方で，フッ化物イオンは埋立開始から

の約20年間にわたり緩やかな濃度上昇を示し，そのメカ

ニズムはまだ解明されていないが，PFASの生物分解が関

与している可能性が示唆されている。PFASの問題が最終

処分場で注目されており，この研究もフッ化物イオンの

挙動がPFASと類似していることから，生物分解が寄与し

ている可能性が考えられた。ただし，これを確認するた

めには詳細な追加の調査・研究が必要である。 

質疑応答では，フッ化物イオンの溶出に関連し，PFAS

の分解に微生物が関与している可能性について質問があ

り，PFASの分解については国外を含めて知見が非常に少

ない中で情報を整理しつつあること，PFASが最終的にF-

まで分解されるかどうかについての確証が得られていな

いこと，嫌気性分解でもPFASの分解が進む可能性がある

こと等の回答があった。 

「N,N’-ジエチルパラフェニレンジアミン（DPD）を

発色剤としたアスベスト迅速検出技術の開発」（広島県

立総合技術研究所保健環境センター）の発表では，アス

ベスト迅速検出技術として，DPDを発色剤として用いた

方法が報告された。 

アスベストの従来の検出方法は，高額な分析装置や専

門知識を必要とするが，この方法は分析機器を使用せ

ず，現場で誰でもアスベストの有無を判別できるもので

ある。具体的には，発色剤として使用するDPDがアスベ

ストに選択的に反応して発色し，少量のアスベストでも

目視可能な発色を示す。クリソタイルの発色機構の解明

により，DPDによるキレート作用が発色の一因であるこ

とが明らかになっている。この簡易アスベスト検出技術

は，現場での実用性が高く，改正大防法の施行に伴いま

すます需要が増すことが期待される。今後は実建材を用

いた検証を進めるとのことで，より現場に適した技術の

開発が期待される。 

質疑応答では，この方法で検出できない場合の要因に

ついて質問があり，鉄粉の混入やセメント等の強アルカ

リ性の物質が原因となっている可能性があるとの回答が

あり，検体の採取後に水洗いやほこりの除去を行ってか

ら検査を行っているとのことであった。 

「山口県における海岸漂着危険物の実態調査につい

て」（山口県環境保健センター）の発表では，山口県内

の海岸に漂着した危険物の実態について報告された。 

漂着物の種類はポリタンク，ペットボトル，消火器，

スプレー缶など多岐にわたり，危険物として最も多く回

収したのが内容物不明の液体であった。漂着物の種類と

量には地域特性があり，潮流の影響が少ない地点ではガ

ラス片などが多かった一方で，潮流の影響が大きい地点

では外国由来の危険物が多く確認された。特に硫酸が含

まれたポリタンクが漂着しており，これらの危険物が安

全に処理される必要がある。また，漂着した液体容器の
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中には尿やたばこが混ざったものもあり，取り扱いには

十分な注意が必要である。山口県に漂着した漂着物が危

険物を含んでいる割合を算出すると，廃ポリタンクでは

年間漂着個数の0.2%，ペットボトルでは2.6%であった。

今後も漂着危険物への対応に備え，知見や分析事例を蓄

積していくことが期待される。 

質疑では，漂着物中の内容物について分析をする際の

対応について質問があり，漂着物はケースバイケースで

あり事例の蓄積が必要であること，それに対応するため

に経験者のノウハウが大切だがその蓄積が不足している

こと，経験者の退職によりノウハウが失われる状況が進

行していること等の背景から，今後に備えて過去の事例

を蓄積していく体制を構築したとの回答があった。 

「干渉 SAR による地盤沈下監視」（千葉県環境研究

センター）の発表では，マイクロ波合成開口レーダー

（SAR）衛星データを使用した地盤変動の解析結果が報

告された。 

2018年から2021年までの各年における地盤の変動を

88,000箇所のPersistent Scatterer（PS）点から抽出

し，変動図を得た。この解析結果を水準測量のデータと

比較すると，地域的には一般的に似た傾向を示し，調和

的な結果が得られた。しかし，変動量には異なる参照点

や不動点が存在するため，相対的には差異が見られた。

特に参照点から離れた画像の周縁部では，変動量の差異

が著しく，これは地域的な地殻変動や水準測量の不動点

の変動に影響された可能性が示唆された。干渉SARは水

準測量では捉えづらい局所的な変動も観測でき，高密度

な観測が可能であったが，観測ノイズに起因する誤差が

あり，PS点の位相が不安定で変動値の信頼性は水準測量

よりも低いと考えられた。総じて，SAR衛星データの解

析による地盤変動の観測は，水準測量と組み合わせるこ

とでより有益であることが示された。今後も定期的な解

析を行い，地盤沈下の監視とその要因の解明への寄与が

期待される。 

質疑では，衛星データを使用した測量について質問が

あり，衛星の具体的なデータ取得方法の他，衛星データ

を使用することで時間的に高密度な測量データを得られ

ること，土木分野に限らず幅広い分野で今後の活用の可

能性があること等の回答があった。 
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＜報 文＞ 

 

大和川水系竜田川における河川緑色事案の原因究明について＊ 
 

 

浦西洋輔**・髙林泰斗**・北岡洋平**・平山可奈子**・田原俊一郎** 

 

キーワード ①異常水質 ②公共用水域 ③HPLC-PDA ④発色剤 ⑤フルオレセインナトリウム 

 

要   旨 

 当センターでは異常水質発生時，指導部門が現場確認，原因調査を行い，必要に応じて検査部門が原因物質の特定に

努めている。今回，奈良県大和川水系竜田川において河川が鮮やかな緑色に染まるという事案が発生し，原因物質の特

定を依頼された。搬入された試料の物性や先行事例等から原因物質をフルオレセインナトリウムと推定し，紫外線照射

やHPLC-PDA，LC-MS/MSを用いて同定試験を実施した。結果，緑色河川水中から発色剤であるフルオレセインナトリウ

ムを同定できた。本事案は朝5時頃に通行人からの通報で発覚し，同日12時過ぎに検査部門へ試料が搬入され，同日15時

頃に検査結果を本庁所管課に報告するという，迅速に原因物質を究明した案件であった。 

 

 

 

1．はじめに 

異常水質が発生した際，本県では異常水質対応措置要

領に基づき，関係機関と密に連携しつつ迅速に対応する

ことが定められている。当センターにおいては異常水質

発生時，指導部門が速やかに現場確認，原因調査，必要

に応じて試料の採取を行い，検査部門が原因物質の特定

に努めている。今回，河川が鮮やかな緑色に染まるとい

う事案が発生し，迅速に原因物質を特定することができ

たため，詳細を報告する。 

 

2．事案概要 

令和5年7月5日朝5時頃，通行人から竜田川が緑色を呈

しているとの通報が市管理施設にあった。市及び当セン

ターが原因調査をしたところ，竜田川上流のモチ川から

鮮やかな緑色を呈する水が流れているのが確認された。

発生現場付近の路上，フェンス及び護岸壁には茶褐色の

物質が広範囲に付着しており，水をかけると明るい黄緑

色を呈した。発生現場写真を図1に，周辺地図を図2に示

す。近隣住民へのヒアリングでは，前日の19時頃は通常

の河川であり緑色ではなかったとのことであった。現地

にて簡易水質検査を実施した結果，有毒及び有害性，そ

の他顕著な値は認められなかった。また魚のへい死等は

なく，緑色河川中でも魚は通常どおり泳いでいることを

確認した。同日10時40分頃当センター検査部門に上記事

案の連絡があり，原因物質の特定を依頼された。試料は

同日12時過ぎに搬入された。 

 

3．原因物質の推定及び同定試験方法 

3.1 原因物質の推定 

上記事案概要及び搬入された試料から原因物質の推定

を試みた。搬入された試料は，現場に付着した粉体，緑

色に呈した異常水質河川水（以下，緑色河川），異常水

質発生現場上流の緑色に呈していない河川水（以下，上

流河川）であった。試料の物性等は，①現地で採取した

粉体は赤褐色であり，水に良く溶けること。②少量の水

に溶かす（10000 mg/L程度）と黄赤色を呈するが，希釈

する（1000 mg/L程度）と黄緑色を呈すること。③2011

年にカナダにて河川が緑色に染まるという同様の先行事

例があり，その際の原因物質がフルオレセインと報告さ

れていること1)。④しかしながらフルオレセインは水に

溶けない2)こと。これら①～④の特徴や先行事例から，

水に良く溶ける本事案の粉体はナトリウム塩ではないか

と考え，フルオレセインナトリウムが原因物質であると

推定し同定試験を実施した。 

 

3.2 試薬 

フルオレセインナトリウム標準品，リン酸水素二ナト

リウムは試薬特級を，アセトニトリルはLC/MS用を用い

た（以上，富士フィルム和光純薬工業（株）製）。10 

mol/L酢酸アンモニウム溶液は（株）ニッポンジーン製 

＊Green color incident in the Tatsuta River of the Yamato River System and its Source Pollutant 
＊＊Yosuke URANISHI，Taito TAKABAYASHI，Yohei KITAOKA，Kanako HIRAYAMA，Syun-ichiro TAHARA（奈良県景観・環境総合センタ

ー）Nara Prefecture Landscape and Environment Center 
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図1 緑色発生現場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 緑色発生現場周辺地図 

（Map data ©2024 Googleを加工して作成） 

 

を用い，精製水は超純水製造装置Milli-Q Reference

（MERCK MILLIPORE製）により精製した超純水を用

いた。フルオレセインナトリウム標準品を精製水に溶解

させ，10000 mg/Lの標準原液を作製し，それを精製水で

適宜希釈し1～100 mg/Lの標準液（以下，標準液）を作

成した。 

 

3.3 同定試験方法 

フルオレセインは紫外線（UV）照射によって蛍光す

ることが知られている2)。そこで，FDK（株）製ミニ蛍

光灯SF343を用いて試料にUV（343nm）を照射し，蛍光

の有無を確認した。 

次に，HPLC-PDAにて測定を実施した。HPLC-PDAの測定方

法はジーエルサイエンス（株）のアプリケーションノートを参

考3)としたが，本手法は合成着色料18成分の一斉分析法であり，

測定時間が50分と時間がかかることから，迅速に結果を得るこ

とを目的に測定時間を10分に変更し，表1のとおりとした。試料 

表1 HPLC測定条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 LC-MS/MS測定条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の前処理は，河川の呈色具合から1～10 mg/L程度と推定された

ため濃縮や希釈は行わず，(株)アドバンテック社製メンブレンフ

ィルター（孔径0.2 µm）によりろ過のみ実施した。 

最後に，確認検査としてLC-MS/MSでも測定を実施した。LC-

MS/MSの測定条件は表2のとおりとした。 

 

4．結果 

4.1 UV照射 

試料及び標準液にUVを照射した結果を図3に示す。

UV照射により標準液及び緑色河川は蛍光を発し，対照

とした上流河川では蛍光を発しなかった。本結果より，

緑色河川はフルオレセインナトリウムと同様に，UV照

射によって蛍光を発することが判明した。 

 

4.2 HPLC-PDA 

HPLC-PDAによる測定においては，フルオレセインの

吸収極大波長は490 nmであると知られている2)ことか

ら，まず490 nmのクロマトグラムを確認した。結果，緑

色河川と標準液のピークがR.T.：6.9 minで一致し，対照

とした上流河川では当該R.T.にピークは見られなかっ

た。そこで，ピークが一致したR.T.：6.9 minの吸光スペ 

LC-MS/MS

LC system Acquity UPLC system (Waters)

Column ACQUITY UPLC BEH C18

Φ2.1 mm × 100 mm，particle size 1.7 μm

Mobile Phase A：0.01mol/L Ammonium acetate solution (aq)

B：CH3CN

Percentage of mobile 98% (0 min) → 40% (10 min)  → 40% (12 min)

phase A  → 98% (12.1 min) → 98% (15 min)

Flow Rate 0.25 mL/min

Column Temp 40 ℃

Injection Volume 2 μL

MS/MS system Xevo TQ MS (Waters)

Ionization mode ESI-Positive

Capillary voltage 3.5 kV

Source temperature 150 ℃

Desolvation Temp 300 ℃

Desolvation gas Nitrogen，1000 L/hr

Monitor ion Parent(m/z ) > Daughter(m/z )

 332.9 > 201.9

 332.9 > 230.9

HPLC-PDA Waters 

Column Inertsil ODS-4

Φ2.1 mm × 150 mm，particle size 5 μm

Mobile Phase A：10mM Na2HPO4（pH6.9）

B：CH3CN

Percentage of mobile 10% (0 min) → 15% (10 min)

phase A

Flow Rate 0.8 mL/min

Column Temp 40 ℃

Injection Volume 10 μL

Detector PDA detector (200～700 nm)
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図3 UV照射結果 

（左から，標準液100 mg/L，標準液10 mg/L， 

緑色河川，上流河川） 

 

クトル（200～700 nm）を確認した。HPLC-PDAの測定

結果を図4に示す。目視でも緑色河川と標準液の吸光ス

ペクトルは同一に思われたが，Waters社のスペクトルコ

ントラストアルゴリズムを用いて比較・評価を行った結

果，標準液と緑色河川とのスペクトルコントラストアン

グルは1°以下であったため，標準液と同一の化合物が緑

色河川に含まれていると判断した。 

これら4.1及び4.2の結果と現場状況及び原因物質の物

性から，河川が緑色を呈した原因物質はフルオレセイン

ナトリウムであると断定し，試料搬入日の15時頃本庁所

管課に結果を報告した。本同定結果を基に所管課より同

日19時30分に報道発表がなされ，物理化学的危険性，健

康に対する有害性はほとんど無いフルオレセインナトリ

ウムが竜田川緑色河川中より検出されたことを公表し

た。 

 

 

図4 HPLC-PDA測定結果 

上図 吸収波長490 nmのクロマトグラム 

下図 R.T.：6.9 minの吸光スペクトル（200～700 nm） 

a) 標準液10 mg/L，b) 緑色河川，c) 上流河川 
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4.3 LC-MS/MS 

結果報告後，LC-MS/MSにて確認試験を実施した。

LC-MS/MSにてフルオレセインの質量情報（m/z 332.9 > 

230.9，201.9）を確認した結果，標準液のピークと同一

のR.T.において緑色河川でもピークが見られ，対照とし

た上流河川ではピークが見られなかったことから，フル

オレセインナトリウムが緑色河川に含まれていることを

確認できた。 

 

5．まとめ 

本事案の経過を表3にまとめた。本事案では，通報後数

時間で原因物質の特定に至り，迅速な結果報告ができた。

当センターは現場対応を行う指導部門と測定を実施する

検査部門が統合されており，お互いの連携がスムーズで

あったことが今回の迅速な結果報告に繋がったと考えら

れる。また，日頃より機器分析に習熟し，分析手法を検

討する等分析能力向上に努めていたことが，分析経験の

無い物質の迅速な同定に役立ったと自負している。本事

案は，平時とは明らかに異なる河川呈色であり，住民の

多くを不安にさせるものであったが，原因物質を特定し

たことで，物理化学的危険性や健康に対する有害性は無

いことを迅速に関係各所に共有することができ，県民の

迅速な不安解消に役立てた案件であった。 

 

表3 事案経過まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6．引用文献 

1) CTV News：Green river caused by non-toxic substance，

https://bc.ctvnews.ca/green-river-caused-by-non-toxic-

substance-1.591289（2024.2.1アクセス） 

2) 富士フィルム和光純薬（株）：フルオレセイン，

https://labchem-

wako.fujifilm.com/jp/product/detail/W01W0106-0025.html 

（2024.2.1アクセス） 

3) ジーエルサイエンス（株）：PDA検出器を用いた着

色料の分析，https://www.gls.co.jp/viewfile/?p=LT002 

（2024.2.1アクセス） 

 5時00分頃 通行人より通報

⇓

10時40分頃 検査部門に連絡

12時00分頃 検査部門に試料搬入

⇓

15時00分頃 所管課に結果報告

⇓

19時30分頃 報道発表

令和5年7月5日
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＊Development of a Simple Method for Measuring PCB Concentration in Insulating Oil Using ATR-FT/IR and X-ray 

Fluorescence Spectrometry 
＊＊Ryoji HAMAWAKI（広島県立総合技術研究所保健環境センター） 

The Hiroshima Prefectural Technology Research Institute，Public Health and Environment Center 

 

＜報 文＞ 

 

ATR-FT/IR法及び蛍光X線分析法を用いた 
絶縁油中の簡易PCB濃度推定手法の開発* 

 

濱脇 亮次**  

 

キーワード ①PCB ②ATR-FT/IR法 ③蛍光X線分析法 ④絶縁油 ⑤簡易測定法 

 

要   旨 

 ATR-FT/IR法及び蛍光X線分析装置（EDX）を用いて，絶縁油中に含まれる簡易PCB推定手法の開発を試みた。検討の結果，

ATR-FT/IR法を用いることで，絶縁油の種類を正確に判別できた。さらに，蛍光X線分析法により絶縁油中に含まれる塩素濃

度を測定することで，絶縁油中に含まれるPCB濃度の予測が可能となった。以上のことから，ATR-FT/IR法と蛍光X線分析法

を組み合わせたこの方法は，絶縁油中に含まれるPCB濃度を簡便かつ迅速に推定できる手法であると考えられた。 

 

 

 

1．はじめに 

ポリ塩化ビフェニル（以下，PCB）はベンゼン環が２つ

結合したビフェニル環の水素が1から10個の塩素に置換

した有機塩素化合物の総称であり，化学的に非常に安定

でかつ不燃性であることから変圧器，コンデンサの絶縁

油，熱交換器の熱媒体として大量に使用された。しかし，

昭和43年のカネミ油症事件をきっかけにその毒性が社会

問題化し，昭和47年以降製造・使用が中止された。その

後，PCBをはじめとした残留性有機汚染物質（POPs）の世

界的な汚染を背景にPOPsに関するストックホルム条約が

発効され，我が国においてもPCB廃棄物の早期適正処理を

目的としたポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法（平成13年法律第65号，以下PCB特

措法）が制定され，PCB廃棄物の全廃に向けた取組が日本

各地で積極的に行われている1),2)。 

PCB廃棄物は「高圧トランス・コンデンサ等」，蛍光灯

安定器や感圧複写紙等の「安定器等・汚染物」，絶縁油

としてPCBを使用していないがPCBに汚染された「微量PCB

汚染物電気機器等」の3つに分類され，それらはPCB濃度

に応じて「低濃度PCB廃棄物（PCB濃度：0.5～5,000mg/kg）」

と「高濃度PCB廃棄物（PCB濃度：5,000mg/kg以上）」に

分類される。 

通常，これらの分類は電気機器の銘板等に記載されて

いるメーカー，型式，製造年月日等から判別するが，PCB

の有無が不明な場合，機器分析による分析を行う必要が

ある。一般に，絶縁油に含まれるPCBの分析は「絶縁油中 

 

 

 

の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル3)（以下，PCB簡

易測定マニュアル）」によって行われるが，分析を開始

してから結果が判明するまでに最低でも数日間を要し，

絶縁油に含まれるPCBの有無が不明な場合，PCB簡易測定

マニュアルによる分析が必要とされる。また，PCBは化学

的に安定である特性を有することから，環境中で分解し

にくいため，不適正な保管等を発見した際は，直ちに絶

縁油に含まれるPCBの有無を分析し，PCBが検出された際

は，直ちに環境中への漏洩を未然に防ぐ必要がある。 

 本研究では，絶縁油中に含まれるPCBの有無を迅速かつ

簡便に推定する手法の開発を目的として，全反射フーリ

エ変換赤外分光法(ATR-FT/IR法)及び蛍光X線分析法を組

み合わせた絶縁油中の簡易PCB濃度推定手法について検

討したので，その内容について報告する。 

 

2．方法 

2.1 試料及び分析方法 

PCBを含む電気絶縁油は広島県内の事業場等から発生

した122試料（以下，現場試料）を用いた。この電気絶縁

油中のPCB濃度はPCB簡易測定マニュアル3)に準じて測定

を行った。PCB標準溶液はKC-300，KC-400，KC-500及びKC-

600が重量比1：1：1：1の割合で混合されたカネクロール

混合液（KC-mix，GLサイエンス社製：1021-58080）を用

いた。絶縁油はENEOS株式会社製HSトランスN(1種)を使用

した。なお，1種以外の絶縁油は入手困難であったため， 

2種 (分岐鎖／直鎖型のアルキルベンゼン)として東京化 

 

 

 



 

＜報文＞ ATR-FT-IR法及び蛍光X線分析法を用いた絶縁油中の簡易PCB濃度推定手法の開発 
 

38 

    

〔 全国環境研会誌 〕Vol.49 No.1(2024) 

38 

成工業株式会社製のオクチルベンゼン，3種(ポリブテン)

としてシグマアルドリッチジャパン合同会社製のポリブ

テン，4種(アルキルナフタレン)としてシグマアルドリッ

チジャパン合同会社製の1-メチルナフタレン，5種(アル

キルジフェニルアルカン)として富士フイルム和光純薬

社製ジメチルジフェニルメタンを使用した。硫酸(精密分

析用)，発煙硫酸及びジクロロメタン(PCB・残留農薬用)

はいずれも富士フイルム和光純薬社製を使用した。ヘキ

サン及びアセトンは関東化学社製（PCB・残留農薬測定用）

を使用した。ジクロロメタンは富士フイルム和光純薬社

製（PCB・残留農薬用）を使用した。PCBカラム精製は10%

硝酸銀シリカゲル0.5g及びシリカゲル3.0gが充填された

HARF-columnTM-PCB（島津ジーエルシー社製）を使用した。 

 

2.2 ATR-FT/IR法による絶縁油の油種判別 

絶縁油は JIS C 2320において1種(鉱油)，2種(分岐鎖

／直鎖型のアルキルベンゼン)，3種(ポリブテン)，4種

(アルキルナフタレン)，5種(アルキルジフェニルアルカ

ン)，6種(シリコーン油)，7種(1種と2種の混合油)に分

類され4)，PCB簡易測定マニュアル3)ではそれぞれの油の

種に応じた分析方法が示されている。 

このマニュアルには硫酸処理時における硫酸層の外観

から油種を判別する方法が示されているが，これは絶縁

油の酸化状況や夾雑物の影響により，同じ挙動が確認さ

れないことが頻繁に見られる。絶縁油の1種から7種はい

ずれも炭素及び水素からなる有機化合物であるが，それ

ぞれの油によって炭素及び水素の結合状態は異なる。そ

こで，炭素及び水素の結合状態を迅速に測定できるATR-

FT/IRを用いて絶縁油の種の判別を試みた。ATR-FT/IRは

Shimadzu製IRSpirit-Xを使用し，分解能4cm-1，積算回数

128回，測定波長4000cm-1～400cm-1，透過モードの条件

により測定を行った。この条件における分析の所要時間

は約1分である。なお，PCBのIRスペクトルはプリズム上

にPCB標準液を数滴滴下し，ヘキサンを完全に蒸発させ

た後に測定を行った。 

 

2.3 蛍光X線分析法による絶縁油中のPCB簡易濃

度推定 

 蛍光X線分析装置(以下，EDX)はShimadzu製EDX-7000を

用いた。この装置はシリコンドラフト検出器（SDD）と

光学系を最適化した分析装置であり，従来のSi半導体を

使用したEDXよりも高感度かつ迅速に分析を行うことが

可能である。蛍光X線分析による定量方法は検量線法と

ファンダメンタルパラメータ法（FP法）があるが，分析

の簡便性を重視し，標準試料を必要としないFP法を採用

した。EDX-7000による分析は装置専用のポリエチレン容

器とポリプロピレン製フィルムを用いて分析を行った。

なお，蛍光X線分析による所要時間は約2分間である。 

 

3．結果及び考察 

3.1 ATR-FT/IR法による絶縁油の油種判別 

1種から5種のぞれぞれの電気絶縁油及びPCB標準液の

IRスペクトルを図1に示す。いずれの電気絶縁油も異な

るスペクトルであり，ATR-FT/IR法を用いることで，電

気絶縁油の判別は可能であった。また，6種のシリコー

ン油は入手できなかったが，藤岡5)が示しているIRスペ

クトルでは，図1のaからeとは異なるスペクトルであっ

た。7種は1種と2種の混合油であることから図1のaとbの

IRスペクトルを足し合わせたスペクトルを示すと考えら

れる。以上のことから，ATR-FT/IR法を用いることでよ

り正確な油種判別が可能である。 

 

図1 電気絶縁油及びPCBのFT-IRスペクトル 

a:1種，b:2種，c：3種，d:4種，e:5種，f：PCB 

本報で対象とした122種の現場試料について，この方

法による油種判別を行った。その結果，119種が1種の鉱
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油，3種が3種のポリブテンであり，電気絶縁油には1種

が主に使用されていたと推定される。 

図1の1種(a)とPCB標準液(f)のIRスペクトルを比較す

ると600cm-1から1300cm-1にかけてPCBに起因する吸収が

見られる。一般に，鉱油は芳香族炭化水素を主成分とす

ることから，炭素‐水素(C-H)結合や炭素‐炭素(C-C)結

合を主とした化合物であり，C-H結合及びC-C結合に由来

する吸収は660cm-1から1500cm-1の領域に存在し，現場試

料のFT-IRスペクトルである図2のb及びcに見られるピー

ク(シグナル)はC-H結合及びC-C結合に由来する吸収であ

る。一方，PCBはC-C結合やC-H結合に加え，炭素-塩素

（C-Cl）結合を有し，600cm-1から660cm-1の領域におい

てC-C結合，C-H結合にはないC-Cl単独の吸収を示すこと

が報告されている6)，7)。そこで，この領域における吸収

強度からPCBの有無を評価した。その結果を図2に示す

が，PCB濃度が1,100mg/kgの絶縁油からC-Cl結合に由来

する吸収が認められ，それ以上の濃度では絶縁油中の

PCB濃度に応じてそのシグナル強度は大きくなった。以

上のことから，ATR-FT/IR法は絶縁油の種類を判別でき

ることに加え，1,000mg/kg以上のPCBを含む絶縁油を同

時に把握できる手法と考えられる。 

 

図2 現場試料のFT-IRスペクトル 

a:絶縁油(PCB未検出)，b:PCB濃度：1,100mg/kg， 

c：PCB濃度：46,000mg/kg 

 

3.2 蛍光X線分析法による絶縁油中のPCB簡易濃

度推定 

これまで，我々は蛍光X線分析法から得られた絶縁油

中の塩素含有割合から絶縁油中に含まれるPCB濃度の推

定が可能であることを報告している8) 。この手法は

40mg/kg以上のPCB濃度を推定することが可能であること

から，現場試料122試料中PCB濃度が40mg/kg以上であっ

た40試料を対象とし，同様の検討を行って得られた塩素

含有量(Cl%)とPCB濃度を比較した。PCB簡易測定マニュ

アルによる絶縁油に含まれるPCB濃度測定結果を表1に示

し，PCB濃度とEDXによるCl%との関係性を図3に示す。図

3は既報8)と同様にPCB濃度を低濃度(0-500mg/kg)，中濃

度(500-10,000mg/kg)，高濃度(10,000mg/kg以上)の領域

に分類し，PCB濃度とCl%の関係性を示したものである。

なお，図には，参考データとして既報の測定値（〇）と

その近似直線を実線で示した。 

その結果，全ての濃度領域において，PCB濃度とCl%に

は高い相関が見られ，既報8)と同様の傾向があることが

認められた。絶縁油にはポリ塩化ナフタレン(PCN)が非

意図的に含まれることがあり，これが図3に示した関係

性を低下させる可能性が考えられたが，本報で対象とし

た現地試料にPCN等の妨害物質は含まれておらず，対象

とした試料にはいずれもPCB分析やEDX分析に影響を及ぼ

す妨害物質は含まれていなかったと考えられる。 

 

図3 絶縁油のCl%とPCB濃度の関係 

a:低濃度，b:中濃度，c：高濃度 

なお，PCB簡易測定マニュアルに示された分析法にお

いて，最も汎用性の高いと考えられるGC-ECD法では，表
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1にも示すように絶縁油中のPCB濃度が25mg/kg以上を超

える試料は絶縁油の希釈が必ず必要となる。そのため，

Cl%からPCB濃度を推定するこの手法はPCB簡易測定マニ

ュアルにおける分析時間を短縮する点においても非常に

有用な手法であると考えられる。 

 

表1 簡易測定マニュアルによる絶縁油中のPCB濃度 

 

4.まとめ 

ATR-FT/IR法と蛍光X線分析法用いて，トランス，コン

デンサ等に含まれる絶縁油中のPCB濃度を簡便に測定す

る手法を開発(図4)し，次の知見を得た。 

1)ATR-FT/IR法を用いることで，より正確かつ簡便に絶

縁油の種類を判別することが可能であった。 

2)蛍光X線分析を用いて，絶縁油中の塩素割合を求める

ことで，PCB濃度の推定が可能であった。 

3)本法で開発したATR-FT/IR法と蛍光X線分析法を組み合

わせた簡易PCB濃度推定手法は有用性の高い測定法で

あると考えられる。 

 

図4 ATR-FT/IR法及び蛍光X分析法を組み合わせた 

絶縁油中のPCB分析フロー 
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Sample No. 絶縁油種 希釈率 回収率％ ΣCB0% ΣCB2%
PCB濃度
(mg/kg)

1 1種（鉱油） 10000 97.06 74.55 4.33 2,400

2 1種（鉱油） 200 101.59 95.67 22.46 180

3 1種（鉱油） 500 105.34 92.73 15.14 300

4 1種（鉱油） 500 103.44 72.19 11.84 320

5 1種（鉱油） 50 91.11 85.63 17.74 46

6 1種（鉱油） 200 100.20 90.09 21.53 190

7 1種（鉱油） 5 92.24 98.30 82.26 89

8 1種（鉱油） 5 86.00 99.18 82.47 97

9 1種（鉱油） 5 97.78 99.18 47.51 96

10 1種（鉱油） 5 94.74 99.18 93.65 100

11 1種（鉱油） 5 137.20 99.15 91.72 460

12 1種（鉱油） 5 106.93 98.36 115.31 120

13 1種（鉱油） 5 101.61 98.05 40.39 40

14 1種（鉱油） 20000 98.74 95.43 55.58 47,000

15 3種（ポリブテン） 1000 49.53 92.06 31.20 1,800

16 1種（鉱油） 200 88.76 91.66 39.75 2,000

17 1種（鉱油） 1000 102.89 99.15 84.31 35,000

18 1種（鉱油） 200 96.63 98.96 60.54 2,600

19 1種（鉱油） 1000 102.56 93.78 68.03 14,000

20 1種（鉱油） 1000 90.90 85.86 34.10 1,700

21 1種（鉱油） 1000 85.48 96.41 25.42 6,200

22 1種（鉱油） 1000 86.59 94.44 27.84 6,800

23 1種（鉱油） 1000 89.36 96.63 26.31 6,100

24 1種（鉱油） 1000 89.81 97.45 34.90 8,000

25 1種（鉱油） 1000 98.54 95.73 78.23 17,000

26 1種（鉱油） 1000 98.61 92.63 34.06 7,800

27 1種（鉱油） 1000 97.51 94.26 32.67 7,300

28 1種（鉱油） 1000 97.01 95.61 36.79 7,600

29 1種（鉱油） 2000 83.04 81.07 25.24 15,000

30 1種（鉱油） 2000 89.64 95.71 50.88 25,000

31 1種（鉱油） 2000 91.73 92.95 31.62 3,000

32 1種（鉱油） 200 99.96 92.33 61.22 550

33 1種（鉱油） 1000 77.04 90.64 19.90 6,100

34 1種（鉱油） 1000 99.53 91.25 26.51 6,200

35 1種（鉱油） 10000 96.16 92.66 23.02 11,000

36 1種（鉱油） 10000 96.19 83.07 55.23 28,000

37 1種（鉱油） 200 101.25 90.97 32.24 1,400

38 1種（鉱油） 10000 91.85 84.77 15.68 8,000

39 1種（鉱油） 10000 96.16 87.40 17.84 8,800

40 1種（鉱油） 2000 96.04 91.05 11.76 1,100
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基礎自治体における防災分野の気候変動適応推進に向けて＊ 
 

―長野県内の事例に基づく課題と方策の検討― 

 

大木 洋平**  

 

キーワード ①気候変動適応 ②防災 ③適応計画に基づく適応策 ④長野県・基礎自治体 ⑤東信地域 

 

要   旨 

 国際・国レベルで設定された防災分野における気候変動適応の目標達成には地方部，とりわけ市町村レベルでの更なる

取組みが必要である。将来的に強度・頻度の増加が予測される台風等気象災害に係る防災対策(以下，適応防災と定義)の

推進は，地方行政にとって喫緊の課題である。適応防災の推進には他部局や近隣自治体，県など組織内外の関係者との連

携を踏まえた計画づくりが重要である。適応策の実施へと繋げるフロー(適応のメインストリーミング化)を確立させ，市

町村含む県全体での更なる適応防災能力強化(適応策創出・支援)により，災害にレジリエントかつ持続可能な地域社会の

構築へと結びつく施策づくりの一助とすべく，本報文では県内の実態調査や要因分析，財源の確保へと結びつける有益な

ステップやツールを交え，行政の最優先事項である人命の保護に直結する“適応防災”の推進に有効な方策を提起する。 

 

 

 

1．はじめに 

1.1 国際的な気候変動適応と防災潮流 

気候変動対策や防災に関連する地球規模課題の解決を

目指して，2015年には3つの大きなグローバルフレーム

ワーク（国際枠組）が採択された。 

第一に，仙台市内において同年3月に開催された第3回

国連防災世界会議では，2030年までの国際的な防災指針

となる「仙台防災枠組2015-2030」1）（以下，仙台防災

枠組）が採択され，事前防災投資やBuild Back Better

（より良い復興）など4つの優先行動に加えて，地方に

おける防災戦略の策定など7つのグローバルターゲット

が盛り込まれた。 

第二に，同年9月にはミレニアム開発目標の後継とな

る「持続可能な開発のための2030アジェンダ」2）（以下, 

SDGs）が国連サミットにおいて全会一致で採択され，気

候変動を含む17のゴール及び169のターゲットが策定さ

れた。ゴール13「気候変動に具体的な対策を」の目標の

中には「気候関連災害に対する強靭性（レジリエンス）

及び適応の能力を強化」することが設定されている。 

第三に，同年11月に採択されたパリ協定 3）において,

「世界共通の長期目標として2℃目標の設定，1.5℃に抑

える努力を追求する」ことが世界的に合意された。同協

定2条には「気候変動の悪影響に対する適応能力とレジ

リエンスの強化」が明文化された。 

 

 

 1.2 国内の気候変動適応(防災)を取り巻く状況 

 このような世界的な潮流を受け，国内では幅広い政策

の中に「気候変動×防災」を組み込み，政策の主流化に

向けた取り組みが進んでいる。2018年12月には，気候変

動適応法が施行された。同法に基づき，2020年12月には

気象災害への気候変動影響を含めた「気候変動影響評価

報告書」が環境省より公表されている。 

 また，同年2月より内閣府（防災担当）と環境省が連

携し，気候変動リスクを踏まえた抜本的な防災・減災対

策の在り方の検討が開始され，パリ協定・仙台防災枠組

・SDGsを「『気候変動×防災』の三位一体」として同時

達成を目指す共同メッセージが公表された。4）本内容に

は，気候変動と防災の国際的取組の進展に貢献していく

ことが明記されている。また，地区防災計画や地域気候

変動適応計画の作成，防災教育など地域活動につなげる

取組みの普及により，気候変動と防災への意識を多世代

が身に付ける環境を創ることが重要であるとしており，

子供から高齢者に至るまで地域レベルで学び続けること

の重要性についても指摘されている。 

 概して，国際・国レベルでは国際枠組や国内法の整備

により様々な取組みが進行中である一方，国内外を問わ

ず地方・地域レベルの適応防災の目標達成には未だ多く

の困難を抱えており，特に市町村での取組みは急務とみ

られる。そこで，次節では長野県内の状況を確認する。 
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1.3 長野県の適応防災の課題 

 長野県では「令和元年東日本台風（台風19号）」によ

り，洪水氾濫や土砂災害などが県内各地域で発生し，死

者23名，被害総額は2兆7千億円を超え，県民生活や経済

活動に甚大な被害をもたらした。5）このような背景か

ら，2019年12月には都道府県としては初の「気候非常事

態宣言」を発し，翌年10月にも2050ゼロカーボンを目標

に掲げた全国初の「長野県脱炭素社会づくり条例」を可

決・成立させた。また，気候変動により想定される影響

及びそれに対応するための適応策の概要（以下，適応策

概要）を取りまとめ，2021年6月に公表している。6） 

また，同月には2030年度までのアクションを定めた

「長野県ゼロカーボン戦略」，「第一次長野県気候変動

適応計画」7）(以下，県適応計画)を策定している。この

中で，県は市町村に対して地域気候変動適応計画策定の

支援や情報の提供を行うこととしている。 

県の適応策は，県民生活や産業活動への影響が大きい

分野から順次影響評価を行い，その対象分野や項目を追

加していく点に特徴がある。農業・林業・水産業や, 自

然災害など全7分野(計15項目)が対象である。自然災害

は洪水と土砂災害の2つの災害種に分け，更にその中で

農業や治山などの分野において，①「現在取り組んでい

る対策」，②「今後取り組む対策」として，それぞれ適

応策の位置付けを行っている。適応策概要が示す2023年

末時点における県の各災害種・各分野の適応策数は表1

の通りである。②の実施予定策の増加につなげること

が，適応防災における県の今後の課題の一つである。 

表1 県内の自然災害分野の適応策数の内訳 

項目 

(自然災害) 
分野 

①現在実施中の 

適応策数 

②今後実施予定 

の適応策数 

洪水 

建設・危機管理 14 2 

農業 2 - 

治山 2 - 

営利企業 3 - 

土砂災害 

建設・危機管理 13 2 

農業 4 - 

治山 10 - 

適応策概要では，洪水への適応の方針として，今後の

気象変化に伴う豪雨発生時に備え，千年に一度の降雨洪

水浸水想定区域図の作成やハザードマップと連携した

「地域の防災マップ」や「災害時住民支え合いマップ」

等の作成支援を行うこととしている。 

一方，土砂災害への適応の方針は，砂防事業等のハー

ド整備，災害に強い森林づくり，信州防災「逃げ遅れゼ

ロ」宣言による一時孤立に対応する災害に強い地域づく

りなどがある。洪水及び土砂災害のいずれにも共通して

いるのは，県と市町村が一体となって防災・減災対策に

取り組むことが求められているという点である。 

 

2．県内市町村における適応防災の現状と課題 

2.1 市町村の適応防災の課題 

 国立環境研究所が運営する気候変動適応情報プラッ

トフォーム(A-Plat)によれば，既に適応計画策定済みの

長野県内の市町村数は3市2町となっている。8）しかし，

この数字は適応計画を策定・改訂した市町村が，同究所

へ自主的に報告を行っているものであるため，実態をど

の程度反映しているかは不明である。 

そこで，自治体の計画策定数のみならず，現時点にお

ける県内の適応防災の進捗や取組状況を，より正確に把

握するため，各市町村へのアンケート調査及びヒアリン

グ調査を実施した。その詳細は，別途取りまとめを進め

ているが，その結果の骨子に基づいて，本報文では市町

村への今後の支援や，情報提供のあり方を検討する。 

 

2.2 2019年度アンケート調査 

本報文での調査に先立ち，当研究所では県内77市町村

の気候変動施策主管課担当者を対象に，気候変動に関す

る意識や，適応計画策定・適応策推進等の取組状況等に

関するアンケート(電子メール及びGoogle Formでの配布

・回収：回答率85.7％，内11件無回答）を2020年3月に

実施している。次節以降に示す県内市町村の現況との比

較材料として，本アンケート結果の一部を紹介する。 

本調査では，市町村レベルにおいても気候変動影響へ

の関心は見られたものの，適応への認知度は7.7%と低

く，適応策を推進する上で，人員・情報・予算の不足が

主な課題と認識されていることがうかがわれた。 

この調査から約4年近くが経過し，この間に頻発した

気象災害などにより社会的関心の高まりがあったことも

踏まえ，その後の適応全般の進展と，将来的に強度・頻

度の増加が予測されている台風等気象災害に係る防災対

策の現況を把握すべく，改めて次節のアンケート調査を

行った。 

 

2.3.1 2023年度アンケート調査（未策定自治体） 

前節で行った調査の後継として実施した本調査では，

既に適応計画を策定している5自治体を除く県内市町村

主管課を対象に，防災に関する適応策の取組状況や地域

気候変動適応計画の策定進捗状況，計画に基づく適応策

実施の課題や現況を把握し，今後の適応策の立案・実施

に向けた支援のあり方を検討する基礎資料とすることを

目的とした。(Google Formでの配布・回収にて実施) 

2030年を期限とする多くのグローバルターゲットゴー

ルへの達成を念頭に置き，気象条件の変化によって，今

後ますます激甚化・頻発化する自然災害リスクと，その

影響に対する適応の進捗，その課題などにフォーカス

し，本調査を進めた。アンケート項目は，表2の通り。 
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表2 アンケート項目 

項目 設問 問番号 

①認知度 適応の認知度 1 

②気候変動と 

その影響の把握 

市町村への気候変動の現状認識 2-1 

気候変動影響の深刻度 2-2 

③適応防災 

取組状況 

最優先に対策する自然災害の種類 2-3-1 

洪水に関する具体的取組 2-3-2 

内水に関する具体的取組 2-3-3 

土石流・地すべりに関する具体的取組 2-3-4 

強風に関する具体的取組 2-3-5 

④暑熱対策状況 クーリングシェルター指定件数(予定数) 2-4 

⑤適応計画・ 

適応策策定推進 

適応を施策/事業に位置付けている計画等 3 

気候変動関連業務を推進するための取組 4 

適応策を推進する上での優先的課題 5-1 

〃（その他を選んだ場合の理由） 5-2 

優先的課題解決のための要素 6-1 

〃（その他を選んだ場合の理由） 6-2 

複数市町村合同策定機会要否 7-1 

〃（その他を選んだ場合の理由） 7-2 

 

2.3.2 アンケート調査結果概要（抜粋） 

本調査では，適応計画未策定とされる県内の72市町村

(内37件無回答：回答率48.6％)を対象とし，表2の左端

列①～⑤の5項目(計17問)に基づき質問を行った。 

各項目の主な点は，以下の通りであった。 

表2中①の認知度は，9.0％と前回調査とほぼ同程度

の低い水準であった。③の「最優先に対策する必要の

ある自然災害の種類」は「土石流」が全体の約8割を占

めた。その「具体的対策」の内訳は「復興事前準備な

ど“回復を早める対策”」及び「抑制工など“動かす

対策”」の適応策未実施率が5割以上であった。⑤の

「適応策を推進する上での優先課題」では「人員不

足」「予算不足」に次いで，「情報不足」「庁内認識

不足」が同順位であった。一方，その「課題解決のた

めに必要な要素」としては，「適応を本務とする主管

部署の設置・担当職員の分掌事務の明確化」との回答

が最多(約2/3となる24市町村)であった。 

 

2.4.1 2023年度ヒアリング調査(策定済自治体)  

本調査では，既に適応計画を策定している県内の任意

の3自治体の主管課を対象とし，下記5つの項目(計25問)

に基づき，適応計画の策定状況や，計画に基づく適応策

の実施に至るまでの各ステップでの課題，適応防災に関

する現況を具体的に把握するため，事前に電子メールに

て質問票を配布後，以下の質問を対面で行った。 

①適応全般に関すること（計3問） 

 計画策定による変化，適応全体での主たる課題等 

②計画の位置付けに関すること（計3問） 

 単独計画該否，単独計画化予定及びその良否等 

③計画策定段階に関すること（計5問） 

策定契機，関係者巻き込みのコツ，苦慮した点等 

④計画策定後段階に関すること(計4問) 

適応策実施に至らぬ背景，国・県の必要支援等 

⑤適応策実施段階に関すること(計10問) 

適応策推進上の優先課題，災害種別取組状況等 

 

2.4.2 ヒアリング調査結果概要（抜粋） 

①の「計画策定による変化」における主な回答は，

「予算取りの説明容易性向上」や「町民・町外へのビジ

ョン共有の容易性向上」「他部局・各事業課との有機的

つながりによる情報取得容易性向上」等であった。 

③の「計画策定の契機」となったのは「台風19号によ

る深刻な被害」「世界首長誓約への署名」「国の調査へ

の参画」や，「地域に集まったパワフルな外部人材（及

びその登用）」等が挙げられた。いずれも，その発端と

なっているのは外的要因であったことが特徴的である。 

④「適応策の実施に至らない理由」で各自治体に概ね

共通していた点は「人員体制確保の難しさ(適応だけに

リソースを避けない・兼務体制など)」であった。 

⑤の「適応策を推進する上での優先的課題」での重要

な点として，「水災害など命に直結する課題に対する危

機意識の明確化と課題解決のための方法論の特定」や，

「適応予算・適応資金の確保」等が挙げられた。 

 

2.5 市町村の課題から考える適応防災推進の方向 

以上の2つの調査結果を整理すると，適応計画が未策

定の自治体における適応の認知度は，前回調査時と大差

なく1割未満の低い値に留まっていた。これに伴い，庁

内における適応への認識不足，予算・人員・情報面の不

足等根本的な課題が依然継続していることがわかった。 

一方で，計画策定済みの自治体では，引継時の難しさ

など人事制度上の課題点は挙げられたものの，具体的に

適応策を進めていく段階では，適応予算の確保につなげ

るための方法論の確立や，人命危険・地域のアセットの

損失につながる可能性のあるリスクに対する危機意識の

明確化などが基本的課題として位置付けられ，適応防災

を推進する上での最終ゴールとなる人命の保護に直結す

る重要な課題へと深く踏み込んでいる点がうかがえた。 

また，県内における一つの傾向として，その地域で適

応が進むか否かは，概して外的要因（激甚気象災害の被

害，世界首長誓約への署名や国の事業への参画，外部人

材の幹部登用等）が関わっているものと推察された。 

 以上を踏まえると，適応計画の策定は適応防災推進に

向けた課題の共有につながっており，また外部からの情

報提供がこれに寄与しうるものと考えられる。そのため

の有益なリソースとしては，適応全体の把握，適応防災

等に関連する科学的データを得るためのツール等の活

用，県や市町村など適応関係者が連携した優良事例等の

コンテンツの提示などが考えられる。 
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3．適応防災推進のための必須要素とその理解 

3.1 海外・国内の地方の共通課題と対策ツール 

適応策は国別の方針に沿って進められる側面があるた

め，地方の課題もそれを反映する傾向がある。一方，都

市部への人口流出による過疎化や産業空洞化など，途上

国の地方と日本の地方が抱える社会課題には類似点 9）

も実は少なくない。予算や人員、情報の不足も，ここか

ら生じる共通課題である。 

これらの共通項を勘案すると，仙台防災枠組など国際

的な枠組に沿い，途上国の地方を対象エリアに展開され

ている適応防災推進のための各種国際協力プロジェクト

から得られたナレッジや，それを下支えするために開発

された様々な防災対策ツール等は，国内の適応計画の策

定促進や，それに基づく防災分野の各種適応策を実施し

ていく上でも有益な手段となり得る可能性が高い。 

 

3.2 適応防災具体化手順としての計画策定の意義 

緩和と異なり，適応が進まない背景には温室効果ガス

の削減などの明確な解や指標が存在せず，防災のみなら

ず，多分野の課題が複雑に絡み合っている点がある。こ

れも，適応計画の策定が進みづらい理由の一つである。 

しかし，計画を練ることによって，気候変動がその地

域にもたらす特徴的なリスクを洗い出し，必要な対策領

域を関連づけ，より効果的な対策の実施や，複数の取組

の中から優先順位付けをすることが可能となる。限られ

た人材や資金等のリソースを効率的に活用していくには

事前に計画を立案しておくことが，むしろ重要である。 

また，適応計画の策定を行うことにより，財源の根拠

と成り得ると共に，財務部門への合理的説得力や住民へ

のアカウンタビリティが確保され，結果として予算の確

保にも結びつく。これによって，気候変動影響・気象災

害リスクへの対策の具体化が可能となり，行政にとって

最優先事項である“人命の保護”への取り組みが進む。 

そのため，本報文で試みたように地方においては計画

未策定自治体の現状把握・進捗状況・策定に至らぬ背景

とその要因分析をまず行い，その上で財源の確保・資金

調整を促進するステップを踏むことが望ましい。 

そこで本報文の以下の部分では，市町村レベルでの適

応計画の策定を促進し，その計画に基づく適応策を創出

していくための一般的なアプローチ(取組手順)と，その

参考となる情報源を検討する。なお，適応計画は長期ビ

ジョン，生態系，健康等様々なテーマを含むため，本報

文では割愛し，主に防災関連分野を中心に検討する。 

 

3.3 適応推進のための包括的アプローチと情報源 

上述で行った2つの調査結果でも，情報不足は市町村

が適応の取組みを進める際の主要課題の一つであった。

この点を補い，地域レベルの適応策具体化を促進する取

組手順として次の3つのステップの導入が考えられる。 

⑴ 枠組としての国際標準規格ISO14090-14093の活用 

  国の適応計画を参照し，策定を進めることは重要

だが，それだけでは地域固有の課題を数多く含む

適応では実効性の乏しい計画に陥りやすい。これ

に対し，アンブレラ規格であるISO14090シリーズ

（以下，適応ISO）に含まれるISO14092では地方

における適応計画を策定するための手順や手段，

指標などが盛り込まれており，実態の伴った計画

を策定するための情報や，その根拠が示されてい

る。こうした国際規格を参照枠組として活用し，

計画策定を行うことは，地域の実情に即した適応

計画の中身とするために有効な手段である。 

 ⑵ 科学的論拠に基づく適応の政策立案ツールの活用 

   適応計画を策定するためには，最新の科学的な根

拠が必須である。そのため，過去の災害統計デー

タや洪水リスク分析ツール等を活用し，科学的論

拠に基づく地域の影響評価を行うなど検討を重ね

る必要がある。その際，科学的論拠に基づく政策

立案ツール(以下，EBPMツール)は有用である。世

界的にも信頼度が高く，かつ無料公開されている

防災分野等のEBPMツールは国内外に数多く存在

し，これらを活用することも一つの方法である。 

 ⑶ 適応策の成功・失敗事例とその要因の共有・活用 

   適応の性質上，何れの地域にも通用する普遍的な

適応策は存在しないが，自分たちが暮らす地域と

共通する地形や災害リスクを抱える他地域の適応

事例を参照することは重要である。類似事例を通

し，成功(または失敗)に至った背景・要因を分析

し，各地域に照らし合わせ活用していくことも貴

重な情報源となる。こうした事例の集積と，その

共有は今後の発展と活用が望まれる領域である。 

適応ISO規格では，適応を進める上で必要となる原理

原則や指針を提示しており，その一連のフローに沿い，

政策担当者は適応行動を起こしていくことが理想的とさ

れる。とはいえ，地域固有性や文脈依存度の高い適応課

題を普遍的な性質を持つ枠組で整理することは野心的で

ハードルの高い挑戦でもある。そこで，リソースが限ら

れた地方の実態に即した取り組みを進めるには，ISO規

格に準拠しながらも，これを補完するものとしてWeb上

で公開されている世界中の無料のEBPMツール等を活用

し，予算説明の科学的論拠として気候変動の影響評価デ

ータ等を取得すること，また，各地域での適応策の奏功

事例及びその要因の分析結果等を活用することで，地域

全体への適応，そして適応防災を一歩でも前に進めてい

くための有効な方策になると考えられる。 
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4．適応計画策定の流れとその情報源の活用 

適応防災などの具体的な計画づくりは，その地域の

「適応の全体像」に位置づける必要がある。 

適応ISO14090 10）及び14092 11）の骨子をまとめると，

その全体像は概ね図1のように整理できる。資金調整(財

源確保)に始まり，適応策の実施やモニタリング・評価

(M&E)に至るまでに多くのステップを踏む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

図1 適応の全体像 

図1の上段1～2段目までが適応計画策定に至るまでの

手順である。大別すると，この段階までが適応計画策定

のための第1ステージとなる。県内の市町村の多くは，

この段階に分類される。ここまでの段階では，3.3節⑴

及び⑵で示した情報源が活用できる。 

一方，図1の最下段部分は計画策定後から適応策の実

施，そしてM&Eに至るまでのステップであり，ここが第2

ステージとなる。県内の1割近くの市町村は既にこの段

階に達してはいるものの，今後の更なる推進のためには

特に3.3節に示す⑶の活用が一つの解決策となり得る。 

 

5. 適応防災の各ステップでの有益コンテンツ 

5.1 国内で提供されている適応ツール・研修等 

3.3節に示した3つのステップを，より具体的に支援す

る国内の有益なコンテンツを紹介する。 

⑴ A-Plat 

適応計画策定マニュアルをはじめ，簡易的操作の

みで全国の各地域の適応計画の雛型を策定できる

ツールに加え，全国の自治体の計画内容や防災分

野を含む国内外の適応策事例集等も数多く掲載さ

れた国内では現在最も有用なコンテンツ。 

(国立環境研究所気候変動適応センター) 

⑵ 地域気候変動適応計画策定実践研修 

自治体の適応担当者等を対象に計画策定段階の手

順や策定必須ポイント，各ステップに有益なツー

ル等活用方法を提供する実践的ワークショップ。 

(環境省地方環境事務所主催) 

 ⑶ 気候変動適応技術の社会実装ガイドブック 12） 

   全国の地方自治体等が社会実装に向けて実施して

きた汎用的な取組みを紹介するもの。土砂災害や

洪水対策の優良事例の提供のみならず，その成功

要因についても迫っている点が大きな特徴。 

   (SI-CATガイドブック編集委員会) 

その他，地方公共団体等も対象として国立環境研究所

が例年開催している適応の社会実装に向けたシンポジウ

ムや，来年度より開始予定の環境省事業「都道府県によ

る複数市町村合同地域計画策定モデル事業」は，県と市

町村が一体となって適応の促進をする際に有益である。 

 

5.2 国外で提供されている各種EBPMツール等 

前節で示すA-Plat等の活用により，概ね適応防災を進

めていくことが可能である。更に，これらを補完するも

のとして，適応の各ステップにおいて有益なツールと成

り得る各種コンテンツを海外諸国でも整備しているので，

その一部を表3で紹介する。これらはその内容により，

①プラットフォーム，②統計データ，③適応策立案ツー

ル，④影響評価・観測ツールなどに大別でき，主に県の

計画更新などの際に有用な手段となり得る。 

登録等の手続きが別途必要なものや，購入が必要なも

のも一部含まれているが，多くは無償公開されている。

海外コンテンツであるため，一般に英語表記ではあるが

ブラウザの翻訳機能等を活用すれば概ね理解可能である。 

リソースの乏しい地方においても，これらを活用する

ことで適応防災を一歩でも進めていくことが可能となる。 

表3 適応有用コンテンツ一覧 

種

類 
ツール等名称 コンテンツ概要 

① 

UNDRR 国連防災白書，仙台防災枠組等防災情報 

weADAPT 世界各国・各地域の適応事例情報等 

Climate-ADAPT 適応戦略/適応事例/適応オプション情報 

Adaptation Knowledge Portal UNFCCC文書情報/ツール/適応事例等情報 

② 
EM-DAT 1900年以降の大規模災害情報と影響情報 

GLIDE number  世界共通コードに基く災害データベース 

③ 

RESIN decision framework 適応策策定プロセスごとの留意事項整理 

Logical Framework 事業デザインの論点整理フレームワーク 

ISO14090-14093 一連の適応プロセスを説明した国際規格 

Adaptation Wizard 適応策立案に関するガイダンスツール 

④ 

NOAA Stormwater-floods コミュニティレベルでの洪水評価ツール 

RRI model 降雨/流出/氾濫モデルの洪水リスク分析 

USGS 気候、土地利用、生態系等の観測データ 

 

6．県/町/学校コミュニティ連携の適応防災教育 

最後に，長野県東部(東信地域)において著者が関わっ

ている地域レベルでの適応防災取組事例を紹介する。 

図2の通り，東信地域内の佐久市の百年当たりの日平

均気温は3.37℃の上昇で推移すると予測されている。 

同じく東信地域内の佐久穂町にある大日向小学校で

は，保護者を中心として子供達や教職員，理事など学校

コミュニティのコアメンバーである四者に加え，地域住

民や行政も参画し進めるプロジェクトが複数存在する。 

その中には，農業や暑熱（断熱），防災対策など適応

に関係する活動も含まれ，気候変動適応に関心を寄せる
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上述の六者が定期的に集まり，総合的な学習の時間等を

活用して子供達への普及啓発活動も行っている。 

県側が同町役場へ声を掛けたことに端を発し，5年生

の理科の授業で，温暖化の影響など近年の気象変化の視

点を交えた土砂災害・水害に関する防災教育出前講座を

2024年1月に実施した。こうした機会を捉え，学校コミ

ュニティを中心とした気候変動適応促進活動を今後も展

開し，次世代の地域環境の保全と，地域防災力の向上を

目的としたプロジェクトを推進していく予定である。 

当日参加した教職員や保護者からも「今後の地域の防

災を考える上で本当に良い機会であった」という感想

や，適応という言葉に「親近感を感じる」ようになった

との回答が約30％，今後も適応防災を主眼とした防災教

育の機会に参加したいと考える回答は100.0%であった。 

このようなコミュニティレベルでの経験を広く共有

し，相互に学び合う環境が整備されれば，各地域で適応

策への取組みを「自分事」化し，それぞれの地域の実情

に即した適応防災の促進につながるはずである。 

そのためにも，部局横断・他機関連携等を進め，地域

住民や近隣自治体，県などを含め，適応防災に係る様々

なアクターとの協働による計画づくりが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 佐久の日平均気温 

 

7．まとめ 

アンケート等の結果より，適応課題の本質を特定する

に至った。適応計画策定済みの自治体では概して適応防

災を推進する上での最終ゴールとなる“人命の保護”に

直結する重要な課題へと踏み込んでいる点など，適応を

進める上での足掛かりとなる要素を提示した。また，適

応防災を確立するため，市町村レベルでの適応計画の策

定や，その計画に基づく適応策を実施・創出していくた

めの一般的なアプローチ(取組手順)及び，その際に参考

となるEBPMツールやフレームワーク等の参照情報を提供

した。更に，適応防災を一歩でも前に進めていくことが

肝要であることから，学校コミュニティを中心に，自治

体や県など様々なステークホルダーが協働し，今後の気

象の変化に伴う新たなリスクに対する方策（「気候変動

×防災」教育啓発等）の在り方の一例を示すに至った。 
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＜報 文＞ 

 
公民連携による「豊かな海づくり」＊ 

 

－鉄鋼スラグ製品による海域環境改善の実証と環境教育に向けた取組み－ 

 
浦垣直子**・小川義人**・川村顕子**・中里亜利咲**・宮田康人***・森 玄***・岩井健太郎*** 

 
キーワード ①閉鎖性海域 ②生物生息環境 ③水質浄化 ④鉄鋼スラグ製品 ⑤透明度 

 
要   旨 

 横浜市山下公園前海域において海中に生物付着基盤（生物のすみか・逃げ場など）としての効果が期待される鉄鋼スラ

グ製品を配置し，生物の生息環境改善と生物による水質浄化能力の回復についての検証を行った。2017年11月までに行っ

たモニタリング調査の結果，濾過食性のホヤや二枚貝などの水質浄化能力を有する動物が増え，生物生息環境が改善さ

れることを確認し，鉄鋼スラグ製品などを用いた浅場造成が生物豊かな海域環境形成に有効であることが示唆された。 

現在は横浜市の「豊かな海づくり事業」として引継ぎ，継続的に生物付着基盤の機能を確認しているとともに，本研

究の成果については様々な場面で情報発信したほか，環境教育にも活用している。 

 
 
 

1．はじめに 

横浜は日本有数の港町であり，臨海部は横浜市の顔と

して知られている。しかし，横浜の海は海底のヘドロ化

や大規模な赤潮の発生によって，夏場には海底に光が届

かず酸素濃度が低下し，生物にとっては過酷な環境であ

る。その原因の一つは，沿岸域の生物生息環境が失わ

れ，生物の数が減少し，生物による水質浄化能力が減少

したことにある。 

そこで横浜市とＪＦＥスチール株式会社は，生物付着

基盤を用いた生物生息環境の改善と生物の水質浄化能力

の回復について検証するため，山下公園前海域において

2013年10月から2018年3月まで共同研究を実施した。 

 
2．共同研究概要 

2.1 試験海域 

山下公園は横浜市中区山下町に位置しており，横浜を

代表する観光地であることなどから，イベント開催を通

じてプロモーションを行い，新たな都心部の魅力づくり

につなげる効果も期待できる。試験海域は，各種イベン

トや船舶の航行等に影響なく実施できるほか，海域浄化

資材の設置作業等の施工性，事後調査等の作業性等を考

慮し氷川丸左舷側とした。 

 

2.2 研究内容 

鉄鋼スラグを原料とする再生資材製品及びその対照物

（自然石・山砂）を生物付着基盤として用い，浅場造成

を行った。使用した生物付着基盤の概要を表1に示す。

その後，生物生息状況の経時的な変動を見るため，年4

回の定期的なモニタリング調査を行い，生物の生息環境

改善効果を検証した。 

 

表1 使用した生物付着基盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.3 各エリアのゾーニング 

試験区St.1～St.3に図1，図2のように生物付着基盤を

配置した。それぞれ同等の水深となっている場所に対照

区St.4～St.6を設け，比較対象とした。 

＊Creating a rich ocean” through public-private collaboration 
＊＊Naoko URAGAKI，Yoshito OGAWA，Akiko KAWAMURA，Arisa NAKAZATO（横浜市環境科学研究所）Yokohama Environmental 

Science Research Institute 
＊＊＊Yasuhito MIYATA，Gen MORI，Kentarou IWAI（ＪＦＥスチール株式会社）ＪＦＥ Steel Corporation 

製 

品 

名 

     

鉄鋼スラグの 

炭酸固化体 

鉄鋼スラグの 

水和固化体 

鉄鋼スラグの 

粒度等を調整 
自然石 砂 

形
状 

ブロック

状 

破砕物 

（岩石状） 
岩石状 砂利状 自然石 山砂 

寸
法 

1ｍ×1ｍ 
×0.5m 

φ100mm～ φ100mm～ 
φ30mm～ 

80mm 
φ100mm～ 

中央粒径 0.3
㎜以上 

比
重 

2.0～2.4 2.0～2.4 2.4～2.6 2.0～   
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図1 平面図 

 

図2 試験区海域断面図 

 
2.4 調査実施日及び方法 

生物付着基盤設置前の事前調査及び生物付着基盤設置

後に四季での調査（生物及び水質調査，年4回）を実施

した。調査実施日を表2に示す。生物調査は試験区St.1

のマリンブロック・マリンブロック破砕物・鉄鋼スラグ

水和固化体製人工石（以下，マリンロック）・自然石の

基質毎，St.2のマリンロックで囲った自然砂，St.3のマ

リンロックにある転石帯及び対照区（St.4～St.6）を対

象に，潜水士による付着生物及びネクトンの目視観察・

記録を行った。被度の観察範囲は1ｍ×1ｍコドラート内

を4つのサブコドラートに分けて，付着動物，移動性生

物，藻類の種類数・被度及び個体数を目視により記録し

た（図3）。 

表2 調査実施日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 付着生物観察・記録の調査イメージ 

 
3．結果 

3.1 生物調査結果 

試験区St.1～St.3の生物種類数及び被度の変化を図4

～図6に示す。 

試験区St.1～St.3全てにおいて生物付着基盤設置後す

ぐ生物種類数，被度の増加が見られた。St.ごとの生物種

類数が最大となったのは第12回調査（夏季）のSt.1で，

38種類であった。被度について最大となったのは第9回調

査（秋季）のSt.3の92％であった。St.1，St.2では第8回

調査（夏季）に生物の減少が見られ，その後回復と減少

を繰り返した。第16回調査（夏季）ではSt.1～3全てにお

いて付着していた二枚貝網やホヤ網などの多くが死に，

その上に刺胞動物門がつく様子などが確認されたが，第

17回調査の水中映像では二枚貝網やホヤ網の付着が見ら

れるなど回復の様子が見て取れた（図7）。また，アカニ

シやウミウシの卵隗や，ハゼ科の稚魚が多数確認される

など，生き物が定着し，産卵・生育の場として活用され

ていることが示唆された。 

およそ4年半にわたる調査で山下公園前の海域では夏

季に生物が減少し，その後回復するサイクルを繰り返し

ている様子がうかがえた。 

事前調査から2017年夏季までの調査で確認された生物

の出現記録一覧を表3に示す。試験区St.1～St.3で合計16

門26綱46目78科98種の生物が確認された。 

一方，対照区St.4，St.5ではほとんど生物が確認され

ず，生物種類数は0～5種，被度は0～10％と，ともに横ば

いであった。また，対照区St.6は水深-3m以浅の浅場にあ

ることから，生物種類数は8～23種，被度は2～31％と季

節によって変動はあるものの，生物が生存する上で必要

な溶存酸素などの環境が保たれていたことが分かった。 

 

 

 

調 査 回 生物調査 水質調査  

事前調査 2013年10月10日 10月15日 - 

第1回 2013年11月28日 11月29日 秋 

第2回 2014年2月13日 2月12日 冬 

第3回 2014年5月28日 5月29日 春 

第4回 2014年8月27日 8月26日 夏 

第5回 2014年11月28日 11月27日 秋 

第6回 2015年2月12日 2月13日 冬 

第7回 2015年5月28日 5月29日 春 

第8回 2015年8月24日 8月25日 夏 

第9回 2015年11月27日 11月30日 秋 

第10回 2016年1月15日 1月14日 冬 

第11回 2016年5月30日 5月31日 春 

第12回 2016年9月5日 9月23日 夏 

第13回 2016年11月30日 12月8日 秋 

第14回 2017年2月10日 2月6日 冬 

第15回 2017年6月5日 6月2日 春 

第16回 2017年8月31日 9月13日 夏 

第17回 2017年11月27日 11月27日 秋 
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図4  St.1の生物種類数，被度の推移            図5 St.2の生物種類数，被度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6  St.3の生物種類数，被度の推移          図7 第17回調査写真（St.1マリンブロック） 
 

表3 試験区St.1～St.3の生物の出現記録一覧（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

111011162225252614202125
383325

01020
3040

1
0
/1
0

8
/2
4

事…第…第…第…第…第…第…第…第…第…第…第…第…第…第…

確
認
種
数

脊椎動物門 原索動物門 棘皮動物門 触手動物門 節足動物門 環形動物門

軟体動物門 紐形動物門 扁形動物門 刺胞動物門 海綿動物門

事前 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回 第11回 第12回 第13回 第14回 第15回 第16回

- 秋季 冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季

1 緑色植物 アオノリ属 〇 〇 〇 〇 〇

2 アオサ属 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 ● 〇
3 シオグサ属 〇 〇 〇 〇 〇 〇
4 ミル 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●
5 ハネモ属 〇 〇 ● ● 〇 ●
6 黄色植物 ワカメ 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇
7 珪藻綱 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
8 紅色植物 アマノリ属 〇 〇 〇
9 テングサ科 〇
10 サンゴモ科（無節サンゴモ） 〇 〇
11 カイノリ 〇 ●
12 ムカデノリ科 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇

13 ベニスナゴ 〇 ● 〇

14 イワノカワ科 〇 〇 〇 〇 〇 〇
15 イギス科 〇 〇 〇 〇 〇
16 イギス目（微小紅藻類） 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 ● ● ● ●
17 イトグサ属 〇 〇
18 藍色植物 藍藻綱 〇 〇 〇 〇 〇 〇
19 海綿動物 海綿動物門 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
20 刺胞動物 ヒドロムシ綱 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

タテジマイソギンチャク 〇 〇 ● ● ● ● 〇 ● ● 〇 〇
イソギンチャク目 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 ● 〇 〇 〇

22 ムラサキハナギンチャク 〇
23 扁形動物 ヒラムシ目 ● ● ● ●
24 紐形動物 クリゲヒモムシ目 ● ●

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

21

種名門№
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表3 試験区St.1～St.3の生物の出現記録一覧（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 生物相調査で確認されたものについては〇，映像・目視のみで確認されたものについては●で示す。 

また死骸のみ確認されたものについては△で示した。 
 

事前 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回 第11回 第12回 第13回 第14回 第15回 第16回

- 秋季 冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季 秋季 冬季 春季 夏季

25 軟体動物 ヒザラガイ 〇 〇 ●
26 コシダカガンガラ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇
27 シマメノウフネガイ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
28 ヒメヨウラクガイ 〇
29 レイシガイ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●
30 イボニシ 〇 〇 〇 ●
31 アカニシ（卵塊含む） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ムギガイ 〇
タモトガイ科 〇 〇

33 アラムシロガイ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● ●
34 トゲアメフラシ 〇 〇 ● ●
35 コベルトフネガイ 〇 〇
36 カリガネエガイ 〇
37 サルボウガイ 〇 〇 △ 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇
38 ホトトギスガイ 〇 △ 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇
39 ムラサキイガイ 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
40 ミドリイガイ 〇 △ △ 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●
41 ナミマガシワガイ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
42 マガキ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
43 アサリ △ △ 〇 △ △ △ △ 〇 △ ● ● ●
44 ヒダミノウミウシ ● ●

45 クロコソデウミウシ 〇

46 クロシタナシウミウシ ● ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 ●

47 環形動物 カンザシゴカイ科 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
48 ミズヒキゴカイ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
49 ケヤリムシ科 ● ● ● ● ● 〇 ● 〇 〇 〇
50 サンハチウロコムシ ● ● ●
51 節足動物 イシガニ 〇 〇 〇 〇 〇 ● ● ● 〇 〇 ● ● 〇 〇
52 イッカククモガニ 〇 〇 ● ● ● ● 〇
53 イソクズガニ 〇

タカノケフサイソガニ 〇

イワガニ科 〇

55 節足動物 オウギガニ科 〇 ● 〇
56 ユビナガスジエビ ● ●
57 ヤドカリ科 〇

ホンヤドカリ科 〇 〇 〇
エビ目（ヤドカリ類） 〇 〇 〇 ● ● ● ● ●

59 アメリカフジツボ 〇
60 ヨ－ロッパフジツボ 〇 〇 〇 ● 〇 ● ● ● ●
61 サンカクフジツボ 〇 ● ● 〇 ● ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 ●
62 触手動物 コケムシ綱 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
63 棘皮動物 イトマキヒトデ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
64 キヒトデ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● ●
65 クモヒトデ綱 〇 〇 〇 ●
66 キンコ科 〇 ●
67 マナマコ ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
68 サンショウウニ 〇 ● ● ● ●
69 原索動物 カタユウレイボヤ 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 ● 〇 〇 ●
70 エボヤ 〇 ● 〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 〇 〇 〇 ●
71 シロボヤ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
72 群体性ボヤ 〇 〇 〇 〇 〇 ● ● ● ● 〇 ●
73 ホヤ亜綱 〇 〇
74 脊椎動物 ツバクロエイ 〇
75 メジナ 〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 〇 〇 ●
76 ウミタナゴ ● 〇 ● 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 ●
77 クロダイ 〇 〇 ● ●
78 イシダイ ● ● ●
79 キュウセン 〇 ●
80 ボラ 〇 ● ● 〇
81 マハゼ 〇 ● ● ● ●

スジハゼ 〇 〇 ● ● ● ● ●
キララハゼ属 〇 ● 〇

83 ドロメ 〇 ●
ニクハゼ 〇 ● 〇 ● ● ●
ウキゴリ属 〇

85 サビハゼ 〇 ● ●
86 シモフリシマハゼ 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇
87 ヌマチチブ 〇
88 チチブ 〇 〇 〇 ● 〇 〇

アカオビシマハゼ 〇 ● ● ● ● ● ● ●
チチブ属 〇
ハゼ科 ● 〇 〇 〇

91 ネズッポ科 ●
92 イダテンギンポ 〇
93 ニジギンポ 〇 ●
94 ダイナンギンポ 〇 〇
95 クサフグ 〇
96 カワハギ 〇 ● ● 〇 〇 ● ● ● ● ● ●
97 アイナメ 〇 ●
98 メバル属 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇

2015年 2016年 2017年№ 門 種名 2013年 2014年

89

32

54

58

82

84
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3.2 溶存酸素量 

第12回調査（夏季）において，St.1のマリンブロック

に測定器を設置し，15昼夜連続（9月5日～20日）で水質

測定を実施した。その結果，ほとんど無酸素状態となっ

ている時間帯があることが分かった（図8）。また，第

17回調査（秋季）の水質調査において鉛直方向0.5m毎に

測定した結果，夏季の山下公園前海域の海底はおおむね

4ｍ以深では溶存酸素量が4.0mg/L以下と生物が生息でき

ないほどに低下していることが分かった（図9）。 

 

図8 溶存酸素量 15昼夜連続測定（第12回調査） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9  St.1の溶存酸素量（第17回調査） 

 
3.3 濾水量の推計 

生物調査結果から，試験区における生物生息環境の改

善は確認されたが，海水の入れ替わりがあるため，水質

に大きな変化は見られなかった。 

そこで，生物生息環境の改善による水質浄化能力の回

復を定量的に評価するために，生物調査で確認された二

枚貝綱やホヤ綱といった濾過食性動物に注目し，それら

の生物が持つ，濾水量を試算した。濾水量の原単位は複

数の文献の平均値を用いた（表4）。 

生物の被度と，生物の体サイズから推定した1個体あ

たりの付着面積をもとに，基盤に付着した生物の個体数

を生物の種類ごとに推計した。また，生物調査の際に生

物を一定量採取し，1個体あたりの平均湿重量を求め

た。これらの数値を用い，以下の計算式から生物の種類

ごとに濾水量を求めたところ，St.1～3の合計で8400

ｋL/日と推計された。 

表4 対象とした濾過食性動物と濾水量原単位 

 種名 
濾水量原単位 
（L/湿g/日） 

文献 

二

枚

貝

網 

ムラサキイガイ 26.9 1) 

ミドリイガイ 26.9※ － 

ホトトギスガイ 26.9※ － 

マガキ 32.2 2) 

ホ

ヤ

網 

シロボヤ 15.5 3)，4) 

エボヤ 13.2 5) 

カタユウレイボヤ 6.7 6)，7)，8) 

※ムラサキイガイの数値を用いた    

 
（計算式） 

濾水量原単位（L/湿g/日）×平均重量（湿g）×個体数 

 
4．考察 

 St.1～St.3の全てで，設置したスラグ製品，自然石等

が生物付着基盤として有効であった。設置したスラグ製

品は大きさや形など様々であったが，生物種類数や被度

は製品の違いによる差がほとんど見られなかった。ま

た，同様にスラグ製品と自然石を比較したところ，明確

な差は認められなかった。 

 生物生息環境の改善という点では，スラグ製品は自然

石と同等の効果があり，自然石の代替品となりうること

が示唆された。 

 生物付着基盤の種類によって差が生じなかった理由と

しては，設置したスラグ製品の大きさや形などの要素よ

りも，後述するように溶存酸素量などの環境要因の影響

が大きいと考えられる。一方，夏季に生物の減少が見ら

れたこと，4ｍ以深で海底の溶存酸素量が低下していた

ことから，試験海域の海底は夏季に生物にとって生息し

にくい環境になっていることが改めてわかった。水質汚

濁に係る環境基準のうち生活環境の保全に関する環境基

準の底層溶存酸素量の基準値では，水生生物が再生産で

きる場を保全・再生するために必要な底層溶存酸素量が

対象生物によって2～4mg/L以上であるとしている9）。そ

のため，今回設置したような生物付着基盤を設置して水

深4ｍより浅い場所をつくることが，生物生息環境の改

善に効果的であると考えられる。また，二枚貝綱やホヤ

綱などの濾過食性動物の持つ濾過能力を定量化したとこ

ろ，試験区エリアでは1日あたり8400ｋLの海水が濾過さ

れていることがわかった。また，実際の海域では水の入

れ替わりがあるため，水質に変化は見られていないが，

生物付着基盤の設置範囲が広がれば，水質改善が進むこ

とが期待できる。 

 
5．環境教育 

 共同研究で得られた成果は2018年にIWA（国際水協

会）世界水会議で情報発信したほか，生物付着基盤造成
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が新たな付加価値を創出することを示した他に事例のな

い画期的なプロジェクトとして，第5回エコプロアワー

ド国土交通大臣賞および令和3年度土木学会環境賞（Ⅱ

グループ）を受賞した。 

また，横浜市は港町でありながらも，市民が海と気軽

に接することができる場所が少ないことから，横浜の海

により一層関心を持ってもらうための取組を行ってい

る。主に小学生を対象とした環境教育出前講座を実施し

ているほか，生き物が回復して海が豊かになるまでの写

真を使用した間違い探し映像など，子どもでも飽きずに

視聴できるようなオンラインコンテンツを充実させてい

る。また，横浜市で開催される“海洋都市横浜うみ博”

や“東京湾大感謝祭”などの海関連のイベントにも出展

しており，特にワールドトライアスロン・パラトライア

スロンシリーズ横浜大会関連イベントの“Green 

Triathlon”では試験海域に潜り，リポーターと中継し

てリアルタイムで海の中を紹介する海中実況中継を行い

多くの人に横浜の海の魅力を紹介している（図10）。 
 さらに，共同研究の取組や成果を広く発信するため

に，横浜の街並みと海が一望できる，横浜スカイウォー

クにおいてパネルの常設展示やリーフレットの配布を行

っているほか，研究概要を解説したサインを山下公園に

設置した（図11）。 

図10 海中実況中継のようす 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 山下公園のサイン 

６．おわりに 

およそ4年半の長期にわたり，生物付着基盤のモニタ

リング調査を実施してきた。共同研究は2018年3月末ま

でで終了したが，その後も年1回のモニタリング調査を

継続し，アイナメの卵が確認されるなど生物の生息環境

と，生物による水質浄化能力が維持されていることを確

認している。また，本研究で得られた成果を今後の横浜

港の環境改善の取組みに活用していきたい。 
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＜報 文＞ 

 

気象的要因に着目した 
大都市圏における冬季のPM2.5高濃度事例の解析＊ 

 

長谷川 就一**・石井 克巳***・石原 健****・杉本 恭利***** 

 

キーワード ①PM2.5（微小粒子状物質） ②高時間分解能 ③接地逆転層 ④硝酸塩 ⑤高湿度 

 

要   旨 

 2017年12月及び2018年12月に，東京・名古屋・大阪の大都市圏において発生したPM2.5の高濃度事例について，1時間単

位で測定された成分データを用いて，気象的要因に着目して解析した。移動性高気圧に覆われて風が穏やかであったこ

と，夜間や朝に接地逆転層が形成されていたことが共通しており，これらが大気を安定・滞留させ，PM2.5の濃度上昇をも

たらしたと考えられた。また，PM2.5の濃度上昇にはNO3
-が寄与していた点が共通していた。この濃度上昇は夜間や低気圧

の接近による降雨の時間帯に多く起きており，相対湿度が高くなることによって窒素酸化物（NOx）から硝酸塩への二次

生成が顕著になったためと推察された。 

 

 

 

1．はじめに 

PM2.5の高濃度事例を解析する際，大気汚染常時監視測

定局における自動測定機による質量濃度のデータがベー

スとなるが，合わせてPM2.5を構成する成分濃度のデータ

も必要となる。しかし，成分データは主として，各季節

に2週間，日単位のフィルター捕集に基づく手分析（常時

監視の成分分析）のデータを活用することになるが，デ

ータがある期間が限られるために解析できる事例も限定

されてしまうという課題があった。これを補うため，PM2.5

に関する全国の地方環境研究所と国立環境研究所による

Ⅱ型共同研究では，これまで，常時監視の成分分析の期

間以外に高濃度が予想されたときに，常時監視の成分分

析と同様の方法でフィルター捕集及び分析を行い，解析

する取り組みも行ってきたが，労力や測定地点の分布な

どの問題もあった。一方，環境省が2017年度から，全国

の10地点（五島，福岡，隠岐，兵庫（赤穂），大阪，名古

屋，新潟（巻），東京，宮城（箟岳），札幌）において

PM2.5の成分自動測定機による測定を行い，データを公開

している。このデータは，成分数は限られるものの主要

な成分が通年で得られることから，上述の課題が解決で

きるとともに，1時間単位で測定されていることから，高

濃度の事象をより詳細に考察することができるようにな

る。大気汚染物質の高濃度事象は気象状況と密接な関連

があることから，高時間分解能の成分データを活用する

ことでその考察を深めることができる。 

そこで，2019～2021年度に実施されたPM2.5に関するⅡ

型共同研究では，2017～2019年度に起きたPM2.5の高濃度

事例の中からいくつか選び，高時間分解能の成分データ

を中心とし，気象との関連を重点として高濃度事例を解

析することで，地域汚染や越境汚染によるPM2.5高濃度要

因の解明に取り組んだ1)。その中から本報では，東京・名

古屋・大阪の三大都市圏において，2017年及び2018年の

いずれも12月下旬に起きた高濃度事例について述べる。 

 

2．方法 

解析対象とした事例は，2017年12月21～25日及び2018

年12月20～24日の期間である。解析に利用したデータは，

環境省のPM2.5成分自動測定機（ACSA-14）の測定値2)，大

気汚染常時監視測定局における測定データ3)，気象庁の気

象観測データ4)である。PM2.5成分自動測定機ACSA-14（紀

本電子工業製）は，大気汚染常時監視測定局における自

動測定機と同じ方法によるPM2.5質量濃度とともに，主要

成分である硫酸イオン（SO4
2-），硝酸イオン（NO3

-），水

溶性有機炭素（WSOC），黒色炭素（BC）の濃度が1時間単

＊Analysis of PM2.5 pollution episodes in metropolitan areas in winter focusing on meteorological factors 
＊＊Shuichi HASEGAWA(埼玉県環境科学国際センター) Center for Environmental Science in Saitama 

＊＊＊Katsumi ISHII（千葉県環境研究センター）Chiba Prefectural Environmental Research Center 
＊＊＊＊Ken ISHIHARA（千葉県環境研究センター，現所属 千葉県長生地域振興事務所）Chiba Prefectural Environmental 

  Research Center 
＊＊＊＊＊Kiyotoshi SUGIMOTO（奈良県景観・環境総合センター）Nara Prefecture Landscape and Environment Center 
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位で測定されている（SO4
2-，NO3

-及びWSOCについては，毎

日23時にメンテナンスにより欠測）。10地点のうち，東

京（国設東京大気測定所），名古屋（国設名古屋大気測

定所），大阪（国設大阪大気測定所）のデータを利用し

た。ただし，名古屋については，2018年の解析期間は欠

測で利用できなかった。 

 

3．結果と考察 

3.1 濃度の時間的推移 

図1に2017年12月の事例，図2に2018年12月の事例につ

いてPM2.5及び成分濃度の推移をそれぞれ示す。2017年12

月の事例においては，大阪では21日の午前中からやや濃

度が高かったが，午後はいったん濃度が低下し，夕方か

ら上昇傾向となった。22日の昼頃から23日の夜遅くにか

けて，35µg/m3を超過する2～3時間のピークが複数回見ら

れた。名古屋では22日の午前中から濃度の上昇傾向が始

まり，22日夜から23日の夜遅くにかけて35µg/m3を超過す

る1時間の単発的なピークが複数回あった。その後24日21

～22時に濃度が急上昇し60µg/m3を超過するピークが見

られた。両地点とも25日早朝に濃度が低下した。東京で

は22日の夕方から顕著な濃度上昇があり，22日22時，24

日21時に50µg/m3を超過するピークが見られ，25日4時に

は70µg/m3のピークが見られたが，25日の午前中に急激に

濃度が低下した。こうした高濃度時には，大阪，名古屋，

東京の周辺都市部も同様に高濃度となり，特に東京の周

辺では範囲が広く，関東南部の全域が高濃度となった。 

2018年12月の事例においては，大阪では20日午前中か

らPM2.5濃度が上昇し20日23時及び21日1時に40µg/m3を超

過するピークが見られた。その後濃度は低下し22日は

10µg/m3程度になる時間もあったが，夜遅くに上昇傾向と

なり24時に30µg/m3を超過するピークが見られた。その後

20µg/m3前後を保ったが，23日夜遅く急激に濃度が低下し

た。東京では20日午後に濃度が上昇して19時に30µg/m3を

超過してからいったん濃度が低下した。21日午後から再

び濃度が上昇し，22日午後から夜までほぼ40µg/m3を超え，

18時及び19時に50µg/m3を超過するピークが見られた。そ

の後30µg/m3以下に低下したが，23日夜に再び濃度が上昇

し，22時に40µg/m3を超過するピークを示した後に急激に

濃度が低下した。こうした高濃度時には，大阪，名古屋，

東京の周辺都市部も同様な高濃度傾向はあったが，大阪，

名古屋周辺は2017年12月の事例に比べると高濃度となっ

た地点は少なかった。東京の周辺では，2017年12月の事

例と同様に関東南部の全域が高濃度となっており，特に

中央部から西側が顕著に高濃度となっていた。

図1 2017年12月21～25日のPM2.5及び成分濃度の推移 
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図3にPM2.5濃度に対するNO3
-濃度の比（NO3

-/PM2.5比）を

示す。全体を通してPM2.5高濃度時にNO3
-の比率が高くなる

傾向があり，特に2018年12月の事例の東京では最大で56 

%がNO3
-だった。それ以外の成分については，PM2.5濃度に

対する比率の大幅な増加等の特徴は見られなかった。 

 

3.2 高濃度の気象的要因 

図4及び図5に，2017年12月22日9時及び2018年12月21日

9時の天気図5)をそれぞれ示す。2017年12月の事例におけ

る近畿，東海，関東南部及び2018年12月の事例における

近畿では，移動性高気圧に覆われて，全般的に風が弱い

状態であった。 

まず，東京における気象的要因を考察するため，図6及

び図7に，2017年12月21～25日及び2018年12月20～24日の

21時に観測されたつくば（館野）における気温の鉛直分

布をそれぞれ示す。東京で夜間に濃度上昇がみられた

2017年12月22～24日及び2018年12月20～23日に，いずれ

も高度100～200m程度以内で強い接地逆転層が発生して

いた。東京とつくばは50km程度離れているが，安定した

気象条件下での関東平野では類似した気象状況になって

いると考えられ，東京では大気が滞留し高濃度につなが

ったと考えられた。さらに，図8に2017年12月及び2018年

12月における高濃度時の風の収束域の例を示した。図は

各常時監視測定局のPM2.5濃度と風向・風速を合わせて示

している。図8(a)は東京における高濃度のピークの１つ

である2017年12月24日21時の分布であるが，破線で囲ん

だエリアでは，風速は弱いながらも北または東寄りの風

と南または西寄りの風が向かい合っている様子がうかが

え，風が収束し粒子が拡散しにくい状況になっていたと

考えられた。 

なお，接地逆転層の形成は，2017年12月22～23日では

放射冷却によるものと考えられたが，2017年12月24～25

日及び2018年12月22～23日では低気圧の通過に伴い，雲

に覆われたため放射冷却の影響は大きくはなく，図9に示

したように両者ともに高濃度発生前に地表では北系の風

が吹いていた状況のため，下層の冷気塊と上層に入った

図2 2018年12月20～24日のPM2.5及び成分濃度の推移 
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図3 2017年12月21～25日及び2018年12月20～24日のNO3
-/PM2.5比の推移 
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暖気との気温逆転が起きたことが考えられた。 

続いて，大阪における気象的要因の考察は，大阪平野

内での気温の鉛直分布の観測地点がないため，標高626m

の生駒山の気温のデータを利用した。図10に，生駒山の

気温を3.9℃補正（温度勾配0.65℃/100m×600m）し，大

阪（標高23m）の気温と時系列で比較したものを示す。2017

年12月と2018年12月のいずれの事例も夜遅くから明け方

を中心に大阪の方が低温となっている時間帯があること

から，接地逆転層の形成が推察される。また，図8(b)に

2017年12月24日1時の近畿の濃度・風の分布を示したが，

大阪平野でも高濃度時に風の収束が示唆される場合があ

った。このため，やはり大阪でも大気が滞留しやすい状

態となり，PM2.5濃度の上昇に繋がった可能性が考えられ

た。なお，図8(c)に2017年12月24日1時の東海の濃度・風

の分布を示したが，名古屋のある濃尾平野においても高

濃度時と風の収束の関連が示唆された。 

一方，特に東京で顕著にみられるように，NO3
-が高濃度

に寄与している点について，図11に東京における対象期

間の気象データと窒素酸化物（NOx）濃度（千代田区神田

司局のデータ，ただし日射量・降水量はアメダス東京の

データ）の経時変化を，図1及び図2に示したNO3
-濃度と合

わせて示す。気温が低い冬季は硝酸が粒子化しやすい性

質があるが，日内変動でも気温が低下する夜間にNO3
-が高

くなる傾向がみられた。また，特に2017年12月の事例で

明確にみられるように，前駆物質であるNOx濃度の上昇と

ともにNO3
-が高くなる傾向がみられた。これらは，夜間に

相対湿度が上昇し，高湿度下での不均一反応によるNO3
-の

生成が促進されることが大きな要因になっていると考え

られる。降水により相対湿度が上昇する場合も同様で，

2017年12月25日未明のNO3
-の上昇はその顕著な例であり，

2018年12月22日及び23日も，日中であるがわずかに降水

があり，その後のNO3
-の上昇に影響したと考えられる。

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

-15 -5 5 15

ジ
オ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
高
度
（

m
 ）

気温（℃）

1221

1222

1223

1224

1225

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

-15 -5 5 15

ジ
オ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
高
度
（

m
 ）

気温（℃）

1220

1221

1222

1223

1224

  図4 2017年12月22日9時の天気図            図5 2018年12月21日9時の天気図 

  図6 2017年12月21～25日21時のつくば（館野）     図7 2018年12月20～24日21時のつくば（館野） 

における気温の鉛直分布               における気温の鉛直分布 
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図9 2017年12月及び2018年12月の事例における関東の高濃度時前の北系の風 

図8 2017年12月及び2018年12月の事例における高濃度時の風の収束域の例 

※凡例 ○印：PM2.5濃度[μg/m3] ∇印:風向・風速[m/s] 風向は吹き流しスタイル（凡例は北東の風） 
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図10 2017年12月及び2018年12月の事例における近畿の高度の異なる地点における気温の推移 
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図11 東京における対象期間の気象データ，NOx及びNO3
-濃度の経時変化 
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日単位のフィルター捕集に基づく過去の高濃度事例解析

では，NO3
-濃度の24時間平均値と前駆物質・気象要素の経

時変化との関係から高湿度の影響が推測されたが6)，ここ

ではNO3
-濃度の1時間値からその影響がより強く示唆され

た。 

なお，2017年12月及び2018年12月のいずれの事例も，

PM2.5濃度が急激に低下したのは，低気圧が日本列島及び

沿岸から太平洋上へ通過していく過程で発達し，図11の

風速の変化でわかるように強い風が吹いたためであった。 

 

  4．まとめ 

2017年及び2018年の12月下旬に，東京・名古屋・大阪

の大都市圏において発生したPM2.5の高濃度事例について，

高時間分解能の成分データを中心とし，気象との関連を

重点として解析した。2017年と2018年のいずれの事例に

おいても，移動性高気圧に覆われて風が穏やかであった

こと，接地逆転層が形成されていたことが共通しており，

これらが大気を安定・滞留させ，PM2.5の濃度上昇をもた

らしたと考えられた。さらに，PM2.5の濃度上昇にはNO3
-が

寄与していた点が共通していた。この濃度上昇は夜間や

降水後の時間帯に多く起きており，相対湿度が高くなる

ことによって窒素酸化物（NOx）から硝酸塩への二次生成

が顕著になったためと推察された。 

冬季の大都市圏では，大気の安定・滞留による地域汚

染によってPM2.5の高濃度が発生すること，また，高湿度

下における硝酸塩の二次生成の促進によってPM2.5の高濃

度が発生することが明らかとなった。二酸化窒素（NO2）

は環境基準を十分達成しているが，PM2.5の高濃度への寄

与を考慮し，今後もさらにNOxを削減していく必要がある

と考えられる。 

また，高時間分解能のPM2.5成分データを用いて解析す

ることで，気象や前駆物質との関連を詳細に考察するこ

とが可能になることから，高時間分解能のPM2.5成分測定

の継続や拡充，測定データの解析を広げていくことが今

後も重要である。 
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＜支部だより＞ 

 

九州支部 

 

 

 令和4年度及び令和5年度の九州支部の活動状況に  

ついて報告します。 

(支部事務局：宮崎県衛生環境研究所) 

 

【令和4年度】 

1．令和4年度全国環境研協議会九州支部総会 

(担当機関：宮崎県衛生環境研究所) 

(1) 期日：新型コロナウイルス感染症予防のため，書面

開催 

(2) 議事 

①令和3年度事業報告並びに収支決算報告について 

②令和4年度事業計画並びに収支予算案について 

(3) 報告 

①各県市提出議題，照会事項 

・気候変動適応センターの設置について 

・情報発信，広報活動に関する取組について 

②支部長表彰 

被表彰候補者の推薦がなかった旨を報告しました。 

③次期役員等の選任について 

令和5年度支部役員の選任のほか，支部総会等の  

担当機関について確認しました。 

（令和5年度九州支部総会担当機関は，鹿児島県環境

保健センター） 

 

2．令和4年度環境測定分析統一精度管理調査九州 

ブロック会議 

(担当機関：佐賀県環境センター) 

(1) 期日：令和4年7月5日(火)(web開催) 

(2) 議事 

環境測定分析における留意点及び精度管理について 

・模擬排水試料（一般項目等） 

 杉田 和俊 氏(麻布大学獣医学部) 

・模擬水質試料（ノニルフェノール等） 

 山本 貴士 氏(国立研究開発法人国立環境研究所 

資源循環領域)  

・模擬PM2.5試料（無機元素） 

  藤森 英治 氏(環境省環境調査研修所) 

(3) 次期開催機関挨拶 

(令和5年度九州ブロック会議担当機関は，熊本市 

環境総合センター) 

 

3．第48回九州衛生環境技術協議会 

（担当機関：熊本市環境総合センター） 

(1) 期日：令和4年10月13日(木)～14日(金)(web開催) 

(2) 分科会 

 ①大気分科会 

事例・研究発表：2題，照会事項：10題 

  ②水質分科会 

事例・研究発表：2題，照会事項：8題 

③生物分科会 

事例・研究発表：3題，照会事項：2題 

  ④ウイルス分科会 

事例・研究発表：1題，照会事項：4題 

⑤細菌分科会 

事例・研究発表：2題，照会事項：8題 

⑥衛生化学分科会 

 事例・研究発表：3題，照会事項：15題 

(3) 特別講演 

地方衛生研究所全国協議会九州支部長表彰受賞者 

3名による特別講演が行われました。 

 

【令和5年度】 

1．令和5年度全国環境研協議会九州支部総会 

（担当機関：鹿児島県環境保健センター） 

(1) 期日：令和5年7月21日(金) 

(2) 場所：かごしま県民交流センター（鹿児島市） 

(3) 議事 

①令和4年度事業報告並びに収支決算報告について 

②令和5年度事業計画並びに収支予算案について 

(4) 報告 

①各県市提出議題，照会事項 

・分析技術の向上及び継承に係る取組について 

・試薬（毒物・劇物）の管理システム導入について 

・新型コロナウイルス感染症の5類感染症移行後の

対応について 

・環境DNAを用いた生物学的調査の取組について 

②支部長表彰 

調査・研究等の業務の推進に長年功績のあった  

被表彰者3名の決定について報告しました。 

高橋 浩司 氏（福岡県保健環境研究所） 

船越 章裕 氏（長崎県環境保健研究センター） 

田崎 盛也 氏（沖縄県衛生環境研究所） 
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③次期役員等の選任について 

令和6年度支部役員の選任のほか，支部総会等の 

担当機関について確認しました。 

（令和6年度九州支部総会担当機関は，沖縄県衛生 

環境研究所） 

 

2．令和5年度環境測定分析統一精度管理調査九州 

ブロック会議 

（担当機関：熊本市環境総合センター） 

(1) 期日：令和5年7月13日(木)(web開催)  

(2) 議事 

環境測定分析における留意点及び精度管理について 

・模擬水質試料（一般項目等） 

 中里 哲也 氏(国立研究開発法人産業技術総合  

研究所 エネルギー・環境領域 環境創生研究  

部門 環境計測技術研究グループ) 

・土壌試料（金属等） 

 越川 昌美 氏(国立研究開発法人国立環境研究所

地域環境保全領域) 

・模擬水質試料（PFOS等） 

  神野 透人 氏(名城大学薬学部 衛生化学研究室) 

(3) 次期開催機関挨拶 

  (令和6年度九州ブロック会議担当機関は，福岡市  

保健環境研究所) 

 

3．第49回九州衛生環境技術協議会 

（担当機関：福岡市保健環境研究所） 

(1) 期日：令和5年10月12日(木)～13日(金) 

(2) 場所：ふくふくプラザ（福岡市） 

(3) 参加者：13機関 121名 

(4) 分科会 

①大気分科会 

事例・研究発表：3題，照会事項：8題 

②水質分科会 

事例・研究発表：3題，照会事項：12題 

③生物分科会 

事例・研究発表：5題，照会事項：2題 

④ウイルス分科会 

事例・研究発表：2題，照会事項：9題 

⑤細菌分科会 

事例・研究発表：2題，照会事項：8題， 

レファレンスセンター報告：6件 

 

 

 

 

 

⑥衛生化学分科会 

事例・研究発表：4題，照会事項：9題 

(5) 支部長表彰式 

  全国環境研協議会九州支部長表彰3名並びに地方 

衛生研究所全国協議会九州支部長表彰2名の表彰式を

執り行いました。 

支部長表彰受賞者 

（左から飛石氏、辻村氏、高橋氏、船越氏、田崎氏） 

(6) 特別講演 

上記表彰受賞者5名による特別講演を行いました。 

 ①全国環境研協議会九州支部長表彰特別講演 

・微量有害化学物質の分析法開発と実態解明 

高橋 浩司 氏（福岡県保健環境研究所） 

・長崎県気候変動適応センターの取り組み 

船越 章裕 氏（長崎県環境保健研究センター） 

・プログラミング言語Pythonを利用した流跡線解析に

ついて 

田崎 盛也 氏（沖縄県衛生環境研究所） 

②地方衛生研究所全国協議会九州支部長表彰特別講演 

・魚介類を主菜とする市販の調理済み食品（弁当類）

中のハロゲン系難燃剤 

飛石 和大 氏（福岡県保健環境研究所） 

・地方衛生研究所における質量分析計(MS)の多様的 

活用 ―タンデムLC-MSによるターゲットプロテオ

ミクスの取り組み― 

辻村 和也 氏（長崎県環境保健研究センター） 

(7) 議事 

①令和4年度会務報告 

②分科会協議報告 

③次回分科会討議報告 
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編 集 後 記

本年元日に石川県輪島市付近を震源とする推定規模

マグニチュード7.6の大地震が発生しました。石川県

能登地方には一時大津波警報が発表され、更に輪島市

では大規模火災も発生、穏やかであった元日が一瞬に

して惨事に見舞われたことは、記憶に新しいことと思

います。この大地震により，石川県では241名の尊い

命が犠牲となり、さらに、新潟、富山、石川、福井の

日本海沿岸の各県で1500名を超す方が負傷され※，住

家倒壊も甚大で，今もなお避難生活を余儀なくされて

いる方々が大勢いらっしゃいます。犠牲になられた方

々へ哀悼の意を表するとともに，被災された方々には

心からお見舞い申し上げます。 

 （※R6.3.5時点。総務省消防庁発表資料より） 

 

 さて、先日気象庁はこの冬（昨年12月～今年2月）

の平均気温は平年より1.27度高く、1898年の統計開始

以来，2番目の暖かさだったと発表しました。同庁の

異常気象分析検討会では，同検討会会長談として「顕

著な暖冬で，かなり異常な状態と言える」との見解を

示しました。 

 この要因としては，地球温暖化の影響などにより地

球全体の気温が高かったことに加え，海面水温が平年

より高い現象が影響したことで偏西風の蛇行が生じ，

その結果，日本付近は平年に比べ暖かい空気に覆われ

やすかったためだそうです。まさに気候変動がもたら

した負の影響を象徴する冬の暖かさだったのではない

でしょうか。    

 

 

このように地球温暖化がもたらす気候変動は，今後様

々な分野で各地域に影響を及ぼしてくるものと思われま

す。 

 このため，気候変動影響や適応策に関する情報収集・

発信拠点である「地域気候変動適応センター」の役割

が，ますます重要となってくるでしょう。 

 

北九州市保健環境研究所が広報部会長事務局を担当し

て1年が過ぎようとしています。諸々ご迷惑をお掛けし

た部分もございますが，皆様のおかげで滞りなく会誌を

発行することができました。関係各位に深く感謝致しま

す。 

 次年度も引き続き広報部会長事務局を担当します。全

国各支部会員の皆様におかれましては，今後とも会誌へ

の積極的な投稿についてご協力をお願いいたします。 

 

最後になりましたが，巻頭言を執筆していただいた徳

島県立保健製薬環境センター所長の相原様，特集の「第

50回環境保全・公害防止研究発表会」を担当していただ

いた鳥取県衛生環境研究所様，報文を投稿していただい

た皆様，「支部だより」を執筆していただいた宮崎県衛

生環境研究所様，お忙しいところご協力をいただき，あ

りがとうございました。 

（北九州市保健環境研究所） 
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